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はじめに 

 

 地域戦略研究所は 2015 年 11 月 20 日に旧都市政策研究所から改組して発足し、７年を過

ぎてますます発展しております。この間、北九州・下関地域および海外の大学、経済団体や

自治体とも連携しながら、調査研究、地域活性化のための企画立案及び事業推進に取り組ん

でまいりました。さらに、「地域社会部門」、「SDGs 推進部門」、「アジア地域連携部門」の

3 部門を中心に、詳細な調査研究や人材育成、情報提供、政策提言等に取り組んでまいりま

した。 

地域戦略研究所年報は、当該年度の活動および研究成果等を集約して記録・公開すること

により、得られた知見を社会へ広く還元するとともに、活動上の説明責任を果たすことを目

的として出版されており、ここにおいて第３号を発行することとなりました。 

 今回の地域課題研究では、都市空間研究、SDGｓの市民意識調査、障碍者に関わる意識・

実態調査、外国人労働者の調査、スポーツに関わる市民意識調査など、実践的かつ実証的な

調査研究結果が投稿され、大変充実した内容となっております。 

 また、2022 年度はコロナ対策が緩和されてきたことを受け、シンポジウム、研究会も活

発に実施し、中華ビジネス研究センターと共同で「ポストコロナにおける地域創生～スポー

ツビジネス創出の経験を踏まえて～」を、本研究所アジア地域連携部門で「国際シンポジウ

ム  東アジアの都市農業と都市再生－北九州市の都市再生と「緑と農のあるくらし」－」を

開催しました。また釜山大学（韓国）とも国際シンポジウムを開催しております。今年度は

オンライン開催を主体としましたが、次年度以降は対面による研究会実施を図るべく、協議

を行っております。     

 教育活動につきましては引き続き基盤教育科目において地域科目群に７科目を提供し、

多数の教員が協力し、外部講師を交えながら効果的な地域教育を実施しております。あわせ

て定期的に学生の意識調査を行いながら、地元定着の意識状況を定点観測しております。 

 今年度の地域戦略研究所年報は、当研究所の活動内容を網羅的に示すとともに、継続的研

究もあり、実証的に掘り下げた内容となっております。是非手に取って内容をご覧いただき、

当研究所の活動につきまして、ご理解とご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げま

す。 

 

 

                                    北九州市立大学地域戦略研究所長 

                                                                柳 井 雅 人 
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第１部  北九州市立大学地域戦略研究所 

 2022年度事業概要 
 

 

１．組織概要 
 

目 的 
 

北九州市立大学地域戦略研究所は地域課題に関する諸問題やアジア地域について調査研

究を行うとともに SDGs の推進に向けた調査研究や企業支援、地域に関わる人材の育成を

行うことにより、地域発展に寄与することを目的とする。 

 

沿 革 
 

1959（昭和 34）年 4 月 北九州大学「北九州産業社会研究所」付置 

2006（平成 18）年 4 月 北九州市立大学「都市政策研究所」開設 

            （北九州産業社会研究所を拡充） 

2015（平成 27）年 11 月 都市政策研究所を「地域戦略研究所」に改組 

2020（令和 2）年 4 月  地域戦略研究所を 3 部門制（地域社会部門・SDGs 推進部門・ 

アジア地域連携部門）に再編 

※ 2008（平成 20）年 6 月に設置された本学アジア文化社会研

究センターを、2020（令和 2）年 4 月にアジア地域連携部門

へ統合し、継承・再編。 

 

組織と業務 

 

組織 業務 

地域社会部門 

・地域課題についての調査研究に関すること 

・地域課題に関する官公庁等からの委託による調査研究に関すること  

・地域に関わる人材の育成に関すること 

・調査研究に必要な文献及び資料等の整理に関すること 

・調査研究成果の学内外での発表及び情報提供に関すること  

SDGs 

推進 

部門 

調査研究

事業部 

・SDGsの推進に係る調査研究に関すること 

・SDGsに係る調査研究成果の学内外での発表及び普及に関すること  

企業支援

事業部 

・企業のSDGsの取組についての調査研究に関すること 

・企業のSDGsの取組に対する支援に関すること 

・企業のSDGsの取組に対する普及及び情報提供に関すること 

アジア地域連携

部門 

・アジア地域についての調査研究に関すること 

・アジア地域との連携に関すること 

・アジア地域についての調査研究成果及び連携の発表・情報提供に関す

ること 
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研究者一覧  

2023 年 3 月 31 日現在 

部門等 氏名 専門分野等（括弧内は兼任所員の所属学部等） 

所長 柳井 雅人 経済地理学、企業立地論 （副学長、経済学部） 

地域社会部門 

副所長 兼 

部門長 
南 博 都市政策、地域活性化 

所員 内田 晃 都市計画、都市設計、住宅計画 

所員 小林 敏樹 都市計画、まちづくり、エリアマネジメント 

所員 見舘 好隆 若年者のキャリア形成支援 

兼任所員 浦野 恭平 経営戦略論 （経済学部） 

兼任所員 坂本 毅啓 
社会福祉学、社会保障、福祉教育 

（基盤教育センター） 

SDGs 推進部門 部門長 松永 裕己 
環境ビジネス、ソーシャルビジネス 

（大学院マネジメント研究科） 

 

調査研究 

事業部 

所員 片岡 寛之 都市解析、リノベーションまちづくり 

所員 深谷 裕 ソーシャルワーク、司法福祉、精神保健福祉 

兼任所員 石川 敬之 経営学、組織行動論 （地域共生教育センター） 

兼任所員 大平 剛 国際政治学、国際開発協力論 （外国語学部） 

兼任所員 中武 繁寿 
VLSI 物理設計 

（環境技術研究所長、国際環境工学部） 

企業支援 

事業部 

兼任所員 牛房 義明 
環境経済学、エネルギー経済学、行動経済学、
応用ミクロ計量経済学、機械学習 （経済学部） 

(兼任所員) 
※再掲 

(松永 裕己) 

環境ビジネス、ソーシャルビジネス 

（大学院マネジメント研究科） 

兼任所員 眞鍋 和博 教育社会学 （基盤教育センター） 

アジア地域連携 

部門 

部門長 八百 啓介 文化交流史 （社会システム研究科長、文学部） 

兼任所員 吉村 英俊 
地域産業政策、中小企業経営、新興国の産業人
材育成 （経済学部） 

兼任所員 王 効平 アジア経営論 （大学院マネジメント研究科） 

兼任所員 中野 博文 政治学、アメリカ政治 （外国語学部） 

特任教員 李 錦東 
アジア経済、社会経済農学、地域活性化、日韓
交流活動 

 

事務局 北九州市立大学事務局 地域連携課 研究支援係 
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２．2022年度の主な活動 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮しつつ、主に以下のような活動を実施

した。 

 

 

（１）研究活動、研究交流の展開 

① 地域課題研究 

 北九州地域の抱える様々な課題等について調査研究し、それに基づいた政策提言等を行

うことによって地域貢献を行っている。2022 年度には 5 テーマの研究に取り組んだ。そ

の研究成果については第 2 部に掲載する。 

 なお、地域課題研究については、前年度の研究成果について毎年 5 月頃に研究報告会を

開催しており、2022 年度は 2022 年 6 月 3 日（金）に西日本総合展示場新館において対面

方式で開催した（参加者 38 人）。その開催概要については第 3 部に掲載する。 

 

② 関門地域共同研究 

 下関市立大学附属地域共創センターと連携し、1994 年から設置している「関門地域共同

研究会」において「関門活性化」を主テーマとして両大学が連携・協力して調査研究を行

ってきている。2022 年度の共同研究については「関門地域研究のこれまで」をテーマに、

これまでの関門地域研究のレビューを行い、2023 年度に 30 年目を迎える予定の関門地域

共同研究会の振り返りを行った。なお、2019 年度まで開催してきた報告会については、新

型コロナウイルス感染症の影響を鑑み休止した。 

 

③ SDGsに係る各種事業展開 

・ 後述の（２）④に示す各種講演等、各教員が SDGs 関連活動を実施した。 

・ 国連大学 SDG 大学連携プラットフォームのワークショップに参加した。（中武繁寿） 

・ SDGs 関連の受託事業等（補助事業含む）として 4 件を実施した。 

〇 カーボンニュートラルキャンパス実現のための概念実証のコンサルティング 

〇 清水建設「令和 4 年度 SDGs 勉強会」講師派遣 

〇 経済産業省令和 4 年度洋上風力発電人材育成事業費補助金「洋上風力産業人材向

け人材育成プログラムの構築」（代表補助事業者 九州大学） 

〇 環境省令和 4 年度ナッジ×デジタルによる脱炭素型ライフスタイル転換促進事

業「カーボン・ニュートラルの実現に向けたネット・ゼロ・エネルギー・ハウスへ

の移行促進と社会実装」（研究代表者 京都大学） 
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④ アジア地域の研究機関等との連携 

・ 仁川研究院（大韓民国）との共同研究に関しては、「仁川と北九州のコミュニティの現

在と政策」をテーマとし、2022 年 12 月 9 日に「第 15 回（2022 年度）北九州市立大学・

仁川研究院共同研究発表会」をオンライン開催した（参加者 64 人）。実施概要について

は第 3 部に掲載する。 

・ 釜山大学社会科学研究院（大韓民国）との交流に関しては、「北九州市と釜山広域市の

コミュニティの現状と政策」をテーマに、2023 年 2 月 9 日に「第 3 回（2022 年度）北

九州市立大学・釜山大学国際シンポジウム」をオンライン開催した（参加者 66 人）。実

施概要については第 3 部に掲載する。 

・ 本学の中華ビジネス研究センターとの合同セミナーとして、「ポストコロナにおける地

域創生～スポーツビジネス創出の経験を踏まえて～」を 2022 年 11 月 26 日に北九州市

立大学フランキー・ウー アジア国際交流ホールにて開催した（参加者 35 人）。実施概要

については第 3 部に掲載する。 

・ アジア地域連携部門の主催事業として、北九州市立大学国際シンポジウム『東アジア

の都市農業と都市再生 －北九州市の都市再生と「緑と農のあるくらし」－』を 2023 年

1 月 19 日にオンライン開催した（参加者 51 人）。実施概要については第 3 部に掲載す

る。 

 

⑤ 受託事業等 

 行政機関をはじめとする各種団体から、地域が抱える諸課題等に関するテーマに関する

調査研究事業を受託し、学際的・中立的な視点から研究に取り組んでいる。2022 年度にお

いては 9 件の受託事業等（補助事業含む）を実施した（2023 年 3 月 10 日時点）。 

・北九州フィルム・コミッションに関する経済波及効果算出業務 （地域社会部門） 

・「第 35 回わっしょい百万夏まつり」における経済波及効果分析 （地域社会部門） 

・「北九州ポップカルチャーフェスティバル 2022」における経済波及効果分析（地域社

会部門） 

・TGC 北九州 2022 及び発酵 JAPAN2022 経済波及効果分析業務 （地域社会部門） 

・「北九州市文化資源活用推進事業」における経済波及効果分析業務 （地域社会部門） 

・カーボンニュートラルキャンパス実現のための概念実証のコンサルティング（SDGs

推進部門） 

・清水建設「令和 4 年度 SDGs 勉強会」講師派遣 （SDGs 推進部門） 

・経済産業省令和 4 年度洋上風力発電人材育成事業費補助金「洋上風力産業人材向け人

材育成プログラムの構築」（代表補助事業者 九州大学） （SDGs 推進部門） 

・環境省令和 4 年度ナッジ×デジタルによる脱炭素型ライフスタイル転換促進事業 

「カーボン・ニュートラルの実現に向けたネット・ゼロ・エネルギー・ハウスへの移

行促進と社会実装」（研究代表者 京都大学） （SDGs 推進部門） 
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（２）研究成果の社会還元・地域貢献活動   ※（１）と一部重複記載あり。 

① 公開シンポジウム、研究会の開催 

・「第 6 回 北九州市立大学地域戦略研究所研究報告会」 

 開催日： 2022 年 6 月 3 日（金） 14:00～16:20 

 会 場： 西日本総合展示場新館（AIM ビル）3 階 314・315 会議室 

 参加者： 38 名 

 

・北九州市立大学中華ビジネス研究センター・地域戦略研究所合同セミナー 

「ポストコロナにおける地域創生～スポーツビジネス創出の経験を踏まえて～」 

 開催日： 2022 年 11 月 26 日（土） 14:00 ～ 16:30 

 会 場： 北九州市立大学フランキー・ウー アジア国際交流ホール 

参加者： 35 名 

 

・北九州市立大学国際シンポジウム 

『東アジアの都市農業と都市再生－北九州市の都市再生と「緑と農のあるくらし」－』 

 開催日： 2023 年 1 月 19 日（木） 14:00～18:00 

 方 式： オンライン開催（Zoom） 

 参加者： 51 名 

 

② 研究所資料室の一般公開 

 地域戦略研究所資料室では、地域に関する様々な資料や蔵書を学生や市民に公開してい

る。また、北九州市をホームタウンとするＪリーグクラブ・ギラヴァンツ北九州に関する

様々な資料を「北九州市立大学ギラヴァンツ北九州アーカイブ」として保存・公開してい

る。2022 年度においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から公開を原

則として休止した。 

 

③ 自治体等の審議会・委員会等への委員としての参画 

 72 件（2023 年 2 月末時点）  ※所員のみの就任件数。兼任所員、特任教員は含まず。 

 

④ 講演会・シンポジウム等への登壇  ※開催日順。学会報告等を除く。 

・【研修】（株）井筒屋「井筒屋サステナブルセミナー」、2022 年 4 月 28 日 （松永裕己） 

・【講演】 福岡県立福島高等学校 研修「令和 4 年度第 3 回校内研修会」、2022 年 5 月

20 日 （見舘好隆） 

・【講演】 福岡県立香住丘高等学校 研修「観点別評価及びルーブリックについて」、2022

年 7 月 29 日 （見舘好隆） 

・【講演】 直方・鞍手広域連携プロジェクト推進会議 ちょっくら未来づくりラボ「直方・
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鞍手地域を読み解く」、2022 年 8 月 4 日 （内田晃） 

・【事例報告】 令和 4 年度公立大学協会・副学長等協議会・地域政策分科会「地域創生学

群 10 年の課題と地域政策への展開に向けて」、2022 年 8 月 5 日 （内田晃） 

・【シンポジウム】 北九州市環境局「洋上風力発電シンポジウム」司会、2022 年 8⽉10

日（牛房義明） 

・【講演】 九州工業大学グリーンマテリアル研究センター 第 7 回環境セミナー「脱炭素

社会実現に向けた経済分析の紹介」、2022 年 8 月 24 日 （牛房義明） 

・【講座】 北九州市立生涯学習総合センター市民カレッジ「洋上風力発電のメリットとデ

メリット」コーディネーター、2022 年 8 月 25 日～9 月 22 日（計 5 回）、第 1 回講座

「洋上風力発電事業と地域の関わり・参加の機会、学びの内容」講師 （牛房義明） 

・【シンポジウム】 社会福祉法人 北九州いのちの電話 第 42 回北九州いのちの電話自

殺予防シンポジウム「触法精神障害者と家族をめぐる課題」シンポジスト、2022 年 9 月

2 日 （深谷裕） 

・【講演】 科研費補助金事業（研究代表者：石塚伸一）傾聴研修「受刑経験者が他者の話

の聴き方を身につけるために」、2022 年 9 月 8 日 （深谷裕） 

・【講演】 株式会社豊田中央研究所「行動経済学とエネルギー消費について」、2022 年 9

月 16 日 （牛房義明） 

・【講演】 福岡県立小郡高等学校 校内職員研修会、2022 年 9 月 27 日 （見舘好隆） 

・【講演】 北九州市環境衛生総連合会「SDGs の視点から、まちづくり、コミュニティを

考える」、2022 年 10⽉7 日 （牛房義明） 

・【講演】 株式会社 LOOOP「資源価格が高騰する中、目指される再エネ主力電源化 電

気料金はどう変わるのかダイナミックプライシングに関するメディアセミナー」、2022

年 10 月 12 日 （牛房義明） 

・【講演】 しものせき市民活動センター「SDGs を理解して下関の未来を考えよう」、2022

年 10 月 22 日 （牛房義明） 

・【講演】 福岡県教育センター 研修「産業教育推進ミドルリーダー養成講座」、2022 年

10 月 27 日 （見舘好隆） 

・【講演】 むなかた子ども大学、「ゼロカーボンって何！？地球のピンチを詳しく理解し

よう」、2022 年 11 月 14 日 （牛房義明） 

・【講演】 ワーカーズコープ北九州地域福祉事業所 研修「犯罪を未然に防ぐ地域づくり

とはー⾼齢者の犯罪の事例などから考える−」、2022 年 11 月 26 日 （深谷裕） 

・【座談会】 苅田町「苅田町 SDGs 座談会」コーディネーター、2022 年 11 月 28 日 （松

永裕己） 

・【講評】 福岡県立福島高等学校 研修「『令和 4 年度 新たな学びプロジェクト』地区

版 実践発表会」アドバイザー、2022 年 11 月 28 日 （見舘好隆） 

・【研修】 清水建設（株）九州支店「社内 SDGs 勉強会」講師、2022 年 12 月 01 日 （松
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永裕己） 

・【セミナー】 パリ大学「Behavior Change of Citizens to Realize a Decarbonized 

Lifestyle」、2022 年 12 月 16 日 （牛房義明） 

・【講演】 北九州市社会福祉ボランティア大学校 令和４年度 企業の社会貢献活動セミ

ナー 「企業にできる子どもの健全育成について …未来を託す子どもたちのために企業

ができる支援とは」、2023 年 1 月 27 日 （深谷裕） 

・【講演】 福岡市市民講座「映画で考える SDGs」、2023 年 2 月 13 日 （松永裕己） 

・【講演】 特定非営利活動法人 nest 意思決定支援者養成講座「実態調査報告から」、2023

年 2 月 18 日 （深谷裕） 

・【講演】 （公社）全国市街地再開発協会 令和４年度再開発セミナー「ポストコロナの

持続可能なまちづくりについてー九州の事例を中心にー」、2023 年 2 月 22 日 （小林

敏樹） 

・【講演】 福岡県 令和４年度福岡県相談支援従事者専門コース別研修「～地域で取り組

む人材育成と支援者支援～」、2023 年 3 月 1 日〜2 日 （深谷裕） 

・【ワークショップ】 ⽇本都市計画家協会（共催：⼋幡東田まちづくり連絡協議会、協⼒：

⼀般社団法⼈⼋幡東田エリアマネジメント、㈱エックス都市研究所、NPO 里山を考える

会）プレイスメイキング・ワークショップ 社会実験「こうえん研究所」実施報告、2023

年 3 月 9 日 （小林敏樹） 

・【シンポジウム】 特定非営利活動法人 nest 意思決定支援講座「それぞれの立場で考

える意思決定支援とは」司会・シンポジスト、2023 年 3 月 18 日  （深谷裕） 

・【シンポジウム】 北九州市・北九州市障害者自立支援協議会 令和 4 年度自立支援フォ

ーラム 2022「障害者自立支援協議会のこれまでとこれから」報告者、2023 年 3 月 21 日 

（深谷裕） 

 

⑤ メディアへの出演、コメント掲載等  ※出演・掲載日順  ※2023 年 3 月 10 日時点 

・FM KITAQ、2022 年 4 月 8 日 17:00～18:30、「FORZA KITAQ」 （南博） 

・FM KITAQ、2022 年 4 月 25 日 19:00～19:55、「マイライフ・マイビジネス」 （南博） 

・毎日新聞、2022 年 5 月 7 日、社会面「閉園 4 年後も「スペースワールド駅」 改称「自

腹」、名と体は別」 （南博） 

・FM KITAQ、2022 年 6 月 10 日 17:00～18:00、「FORZA KITAQ」 （南博） 

・TVQ 九州放送、2022 年 6 月 17 日、『ふくサテ！』、旦過市場の再生に関するコメント 

（内田晃） 

・J:COM 北九州、2022 年 6 月 11 日、『WEEKLY トピックス～北九州～』「北九州市立大

学地域戦略研究所 研究報告会」 （報告者全員） 

・西日本新聞、2022 年 6 月 18 日、北九州面「無料の北九州カードを 2000 円で「転売」 

市が 600 枚配布、翌日にはネット出品」 （南博） 
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・FM KITAQ、2022 年 8 月 19 日 17:00～18:00、「FORZA KITAQ」 （南博） 

・TVQ 九州放送、2022 年 9 月 7 日 16:24～16:54、『ふくサテ！』「北九州市のご当地ヒー

ロー なぜ人気？」 （南博） 

・FM KITAQ、2022 年 10 月 3 日 19:00～19:55、「マイライフ・マイビジネス」 （南博） 

・フジテック株式会社 USNET  No.66（2022AUTUMN）、2022 年 10 月、寄稿「にぎわ

いと健康のまち、ウォーカブルシティー」 （小林敏樹） 

・都城市広報誌、2022 年 11 月号（vol.203）、寄稿「フットパスは地域を元気にする」（内

田晃） 

・NHK 北九州、2022 年 11 月 9 日、『ニュースブリッジ北九州』、下関北九州道路の整備

効果に関するコメント （内田晃） 

・FM KITAQ、2022 年 11 月 11 日 17:00～18:00、「FORZA KITAQ」 （南博） 

・PRTIMES、2023 年 1 月 20 日、「Chaintope、九工大と連携しカーボンニュートラル・

キャンパス プロジェクト『GYMLABO 節電部！』の実証試験を開始」 （牛房義明） 

・西日本新聞 me、2023 年 1 月 22 日、「Chaintope、九工大と連携しカーボンニュートラ

ル・キャンパス プロジェクト『GYMLABO 節電部！』の実証試験を開始」 （牛房義

明） 

・読売新聞、2023 年 1 月 23 日、「市政 60 年の課題 1」 （内田晃） 

・あたらしい経済、2023 年 1 月 23 日、「chaintope と九工大が『GYMLABO 節電部！』

の実証開始、節電部員に学内通貨付与」 （牛房義明） 

・YAHOO！ニュース JAPAN、2023 年 1 月 23 日、「chaintope と九工大が『GYMLABO

節電部！』の実証開始、節電部員に学内通貨付与」 （牛房義明） 

・Ledge.ai、2023 年 1 月 23 日、「カーボンニュートラル・キャンパス プロジェクト

『GYMLABO 節電部！』の実証試験を開始」 （牛房義明） 

・朝日新聞、2023 年 2 月 1 日、「SDGs 施策 様々な分野に 北九州市長選 2023」 （牛

房義明） 

・TNC テレビ西日本、2023 年 2 月 11 日、『福岡 NEWS ファイル CUBE』「福岡市と北

九州市 12 年ぶりのトップ会談へ…「福北連携」のもたらすものとは？」 （南博） 

・読売新聞、2023 年 3 月 10 日、山口面「きらら博公園再整備 「観光の起爆剤に」期待」 

（南博） 

 

⑥ その他、行政等との協働による地域貢献活動 

・北九州市雇用政策課との協働： 『学生による学生のための北九州地域 業界 MAP 2023

年版』制作支援 

・北九州市観光課との協働： 「市内主要観光地等におけるトイレの設置状況調査」実施 
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（３）教育 

 北九州市立大学の全 6 学部・学群の学生を対象として開講されている教養教育科目の中

には、地域社会の諸問題や魅力、施策等を理解し、知識を身につけることを目的とした「地

域科目」が位置付けられている。このうち 7 科目は地域戦略研究所が開講し、所員、兼任

所員、特任教員が担当している。これらの科目は特に学生自身の学習・生活の地である北

九州・下関地域の魅力を知り、地元企業に対する理解と関心を向上させることで自らのキ

ャリア形成について考えることを指向している。また、教員に加え、本研究所の地域・企

業とのネットワークを活かして多くの実務家をお招きし、学生に多様かつ実情に即した教

育を行っている点が特徴である。2022 年度の授業概要については、第 4 部に掲載する。 

 その他、様々な学部・学群、大学院の教育を地域戦略研究所の所属教員は担当している。 

 

 

 

（４）刊行物 

① 『北九州市立大学地域戦略研究所年報』 ※本誌 

 2020 年度の研究所再編を機に、これまで分散して刊行していた当該年度における活動

および研究成果等について集約して記録・公開することとし、新たに『北九州市立大学地

域戦略研究所年報』を刊行することとし、2021 年 3 月末の第 1 号を発行した。第 3 号と

なる本誌は、2022 年度における本研究所の活動・研究成果等をとりまとめ、2023 年 3 月

末に発行した。 

 

② 『地域戦略研究所紀要』 

・北九州市立大学地域戦略研究所『地域戦略研究所紀要』第 8 号（2023 年 3 月 31 日） 

論文名 執筆者 

障害児者への意思決定支援をめぐる家族の葛藤 深谷 裕 

超高齢社会縮減都市におけるコミュニティオーガナイズ 

―北九州市の生涯現役夢追塾を事例に― 
李 錦東 

カンボジアの職業教育の現状と展望 （研究ノート） 吉村 英俊 

 

③ 『地域戦略研究所 NewsLetter』 

 NewsLetter については、2022 年度は 2 回発行した。各紙面については参考資料に掲載

する。 

・『地域戦略研究所 NewsLetter』 第 22 号 （2022 年 7 月発行） 

・『地域戦略研究所 NewsLetter』 第 23 号 （2023 年 1 月発行） 
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（５）研究所運営 

・地域戦略研究所会議（所長、副所長、部門長、所員、兼任所員、特任教員で構成）： 

  年間 4 回開催 

・地域戦略研究所運営委員会（所長、副所長、所員、特任教員で構成）： 

  年間 15 回開催 
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第２部  地域課題研究 
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ウォーカブルな都市空間に関する研究 

 

 

内 田  晃 

 

１．研究の背景と目的 

国内外問わず、多くの都市においてコンパクトで都市機能の充実したまちなか形成を目指し

たまちづくりが展開されている。我が国においてはモータリゼーションの進展により中心市街

地の疲弊が顕著化した 1990年代頃から、拡散型都市構造から集約型都市構造への転換を図る、

いわゆるコンパクトシティ形成を目指す動きが加速化している。さらに近年は、都市再生特別

措置法や道路法等の改正などを通じた様々な支援制度の活用によって「居心地が良く」「歩き

たくなる」まちなかづくりが推進されている。欧米においてはそのようなまちづくりの動きは

より敏感であり、都心部や交通結節点において、歩行者が滞留することで賑わいが産み出され

る「ウォーカブルな都市空間」が各地で形成されている。このような歩行者の視点で都市空間

づくりの戦略を考えていくことは、都市のイメージを高め、都心部の不動産価値を高める効果

があることも実証されていることから、都市経営の観点からも重要な課題となっている。 

以上のような背景を踏まえ、本研究では、まず我が国で展開されているウォーカブルに関す

る施策や、既に整備されているウォーカブルな都市空間づくりの事例から、その特徴を整理す

る。さらにアメリカで展開されている都市のウォーカビリティのあり方について、ジェフ・ス

ペックの代表的な著書を取り上げ、その中で示されているウォーカビリティを高めるために必

要な 10 のステップを概説し、我が国で展開する上での制約や課題について論じる。さらに、

居心地が良く歩きやすい都市空間を形成するための一つの手法として、パークレットを取り上

げ、その先進的な取り組みを実践しているサンフランシスコ市の事例、及び我が国での実践例

を整理する。以上を踏まえて、北九州市で市民が歩きたくなるためのまちづくりを展開し、ウ

ォーカビリティを高めるために必要な課題や条件を整理することを目的とする。 

 

２．国のウォーカブル施策の概況 

（１）国レベルのウォーカブル施策 

 2014 年の都市再生特別措置法改正によって、市町村によるコンパクトなまちづくりを支援

するための「立地適正化計画」に関する制度が創設された。多くの都市において立地適正化計

画が策定され、医療施設、福祉施設、商業施設などの都市機能増進施設の立地を誘導する「都

市機能誘導区域」及び住宅を誘導する「居住誘導区域」の設定がなされた。このようにコンパ

クトで都市機能の充実したまちなか形成を目指したまちづくりが展開されている中で、近年は

特に「居心地が良く」「歩きたくなる」まちなかづくりをめざすウォーカブルなまちづくりへ

の関心が高まり、その実現に向けて様々な取り組みがなされている。  

国土交通省は「居心地が良く歩きたくなるまちなか」の形成を目指し、国内外の先進事例を

検索できる「ウォーカブルポータルサイト」を構築している。そこでは利活用の種類、立地場
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所、都道府県などの条件によって先進事例を検索することができる。またウォーカブルなまち

づくりを推進する「ウォーカブル推進都市」を募集しており、2023 年 1 月末現在で 346 団体

が賛同している（図 1参照）。同都市は人口規模の大小等に関わらず、「居心地が良く歩きたく

なるまちなか」の形成に、首長をはじめ団体として賛同する地方公共団体が応募するもので、

随時募集が続けられている。 

 

 
出典：ウォーカブルポータルサイト 1) 

図 1 ウォーカブル推進都市 

 

また、国土交通省はウォーカブルなまちなかを支えるこれからの時代のストリートの在り方

を示す「ストリートデザインガイドライン」2)を 2020年 3月に策定している。同ガイドライン

は、歩いて回れる範囲の市街地空間を対象（図 2参照）として、官民がそれぞれ所有する公共

空間及び民地を一体的に捉え、ウォーカブルな空間へと総合的に取り組むことが重要であると

の認識に立ち、ストリートデザインのポイントとなる考え方を、例示とともに示したものであ

る。ここでは「ストリート」について、公共施設としての街路の路面だけでなく、沿道の民間

敷地、さらには沿道の建築物等土地利用を含めた街路空間全体のことを指していて、その空間

全体で行われるアクティビティや、その活動を支えるプレイヤーまでを含めてデザインするこ

とを求めている。つまり物的環境整備を行うためだけのガイドラインではなく、その企画・構

想から計画・設計、さらには完成後の運営管理までも含めた総称として「ストリートデザイン」

としている。 
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出典：国土交通省ストリートデザインガイドラインウェブサイト 2) 

図 2 ストリートデザインガイドラインで対象とするストリートの範囲 

 

（２）自治体レベルのウォーカブル施策事例 

１）道路空間の再構築による駅前大通りの歩行者空間化：兵庫県姫路市 

兵庫県姫路市では 2011 年度から実施された姫路駅周辺整備事業によって、姫路駅北口から

姫路城に至る目抜き通りである大手門通りの大改造を行った。車線は 6 車線から 2 車線へと

大幅に削減され、そのスペースを活用して歩道の拡幅が実現し、駅から姫路城へ向かう観光客

や中心市街地に買い物に来る市民のウォーカビリティの向上が図られた。加えて、路線バス及

びタクシーを除く一般車両の通行を制限することによるトランジットモール化が実現した。自

転車も「手押し」で走行することが求められている。姫路駅北口を降り立つと、一般的な都市

の駅前で見られるような一般車両、バス、タクシーが混在した駅前広場は見られず、歩行者が

車や自転車に邪魔されることなく、自由に散策している姿が目に入ってくる。 

   

写真 1 トランジットモール化された通り    写真 2 歩行者空間が広がる姫路駅前広場 
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２）歩道の拡幅と駅前広場の歩行者空間化：愛媛県松山市 

愛媛県松山市の花園町通りは、伊予鉄道松山市駅から松山城の南堀端を結ぶ全長約 300ｍの

通りで、道路の中央部を伊予鉄道の路面電車が走行している。市では 2017年に片側 3 車線だ

った車道部分を 2車線削減し、その余剰分を歩道拡幅に充てるとともに、自転車道の整備や電

線類の地中化工事が行われた。幅 5ｍから最大 10ｍまで拡幅された歩道部分においては、社会

実験が繰り返し実施され、賑わいと交流を育む「広場を備えた道路」をコンセプトに、市民が

くつろげる歩道づくりが展開されている。また、隣接する松山市駅前広場では、2021年 11月

に乗継機能の強化や賑わい空間の創出を目的に、公共交通と連動した歩行者空間づくりの社会

実験も行われた。このように歩道の再整備に加えて、都市の中心的拠点である駅前広場の整備

が連動することによって、中心市街地のウォーカビリティが向上していくことが期待される。 

 

   

写真 3 再整備された歩道空間         写真 4 駅前広場における社会実験の様子 

 

３）民間事業者による公共貢献の一環としての広場整備：札幌市 

札幌市中央区の北３条広場は、札幌の南北を結ぶメインストリートである札幌駅前通と、歴

史的建造物である北海道庁旧本庁舎（北海道庁赤れんが庁舎）の間に位置している。広場の北

側には地上 23 階建ての日本生命札幌ビルが 2006 年に竣工し、広場を挟んだ南側の隣接地に

は地上 20階建ての札幌三井 JPビルが 2014 年に竣工した。これらは札幌駅前地区における都

市再生特別地区の指定によって高さや容積率の制限緩和措置を受けて実施された。この２つの

ビルの整備に併せて、歩行者の安全・安心な移動・滞留が担保された継続的・恒常的なにぎわ

い創出の場となる面積約 2,800㎡の広場「アカプラ」が整備された。民間事業者が公共貢献の

一環として広場を整備したのは全国的にも珍しい事例と言える。立地条件的に札幌市の二大商

業拠点である札幌駅地区と大通地区の中間地点にあることから、両地区を結ぶまち歩きの新た

な拠点として機能している。 
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出典：札幌市北３条広場「アカプラ」ウェブサイト 3) 

図 3 北３条広場「アカプラ」の平面図 

 

   

写真 5 整備された広場全景          写真 6 民間ビル前のオープンカフェ 

 

３．ジェフ・スペックのウォーカブル理論から見る空間づくりのヒント 

（１）ジェフ・スペックの経歴と著書 

 1963 年アメリカ生まれのジェフ・スペック（Jeff Speck）は国際的にウォーカブルシティ

を提唱している都市プランナー4)である。デュアニー・プラター＝ザイバーク事務所（DPZ）を

経て、2003年から 2007年まで全米芸術基金（National Endowment for the Arts）のデザイ

ンディレクターとして「都市デザイン市長協会」を主宰し、全米の多くの市長たちとウォーカ

ブルな都市計画の実現に取り組んできた。その後、2007 年からはデザインコンサルタント会

社であるスペック・アンド・アソシエイツ（Speck & Associates）を率いて、多くの都市で実

践的な取り組みに従事している。 

 2013 年に発行され、全世界でベストセラーとなった著書「Walkable City -How Downtown 

Can Save America, One Step at a Time」ではウォーカビリティの必要性や理論を詳細に解
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説しており、ウォーカビリティに必要な条件として、①利便性、②安全性、③快適性、④楽し

さの 4 つを挙げている。さらにその 4 条件を細分化し、ウォーカブルな都市の実現に向けた

10 のステップからなる方策を述べている。2021 年 8 月から千葉大学大学院工学研究院建築学

コースの松浦健治郎・准教授を監訳者とする 6 人の研究グループが同書の翻訳に共同で取り

組み、2022 年 9 月に「ウォーカブルシティ入門 10 のステップでつくる歩きたくなるまちな

か」5)という題目で学芸出版社より翻訳本を出版した。筆者も共同訳者の一員となっている。

前述したようにジェフ・スペックは 10 のステップからウォーカビリティを論じており、次節

では 10のステップそれぞれについて日本との違いも含めて整理する。 

 

（２）ジェフ・スペックが示すウォーカビリティ 10のステップと日本での適用可能性 

１）ＳＴＥＰ１：車を適切に迎え入れる 

アメリカのどの都市においても自動車は必要不可欠であることは間違いない。どのように公

共交通が発達していようと、また徒歩環境が優れていたとしても、自動車を禁止することは利

益よりもリスクが高い。ただし自動車が自由裁量権を得ているのは問題であるとジェフは指摘

している。アメリカにおいてはハイウェイへの投資は不動産価値との間で正の相関関係が存在

しなかった事もデータで示している。実際に 1973 年にニューヨークのウェストサイド・ハイ

ウェイが、1989 年にはサンフランシスコのエンバカデロ・フリーウェイが撤去され、その後

の美しい街路への再構成へとつながった。このようなムーブメントは世界各国に波及し、その

代表例はソウルの清渓川（チョンゲチョン）の再生と言える。ただし、自動車を完全に排除す

るのはダウンタウンの健全性を損なうとも指摘している。その理由はダウンタウンの商店は車

の通行がないと生きていけず、適度な共存が必要であるということだ。実際に完全に自動車を

排除したアメリカの歩行者モールが一定程度の通行を許可したことで、部分的に息を吹き返し

た事例も示された。真のウォーカビリティとは自動車と歩行者を敵対関係の構図で捉えること

では実現せず、適度な共存を図っていく事でより高い効果が得られるものである。 

このような視点は日本でも十分に取り入れられる余地はあると考えられる。中心市街地の歩

行性を高めることは車を完全に排除する事ではない。後述する駐車場政策や公共交通政策とも

セットで考えていく必要がある。 

 

２）ＳＴＥＰ２：用途を混在させる 

用途を規定するゾーニング制度によって土地利用計画が図られ、その制限によって都市計画

の実現がされているのはアメリカも日本も共通である。一般的に中心市街地に商業施設が誘導

され、郊外にいくにつれてより低密度の住宅が誘導される。加えて公害の要因となる工場から

の様々な排出物から守るために住宅地と工業地の分離が図られている。ジェフはウォーカビリ

ティを高めるためにはダウンタウンの活動に「適切なバランス」が必要であると指摘しており、

そのためには人間の主な活動である働く、買う、食べる、飲む、学ぶ、創造する、集まる、礼

拝する、癒す、訪れる、祝う、眠るなどの行動がダウンタウンでは求められる。一方で都市に

よってはダウンタウンの地価の高さなどの様々な阻害要因があり、住宅供給が進んでいない現
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状も見られる。都市のストリートライフが多様性を持つためには様々な種類の人々が様々な異

なる時間帯に利用することが求められる。そのためには都市のアフォーダビリティを高めるこ

とが重要であり、新築住宅開発に対して一定のアフォーダブル住宅を供給するインクルージョ

ナリー・ゾーニングが効果的であることも指摘している。都市のウォーカビリティを高めると

いう視点での用途の混在は、中心市街地において住宅を適度に混在させ、様々な階層の住民を

配置するということである。 

日本ではこのようなアフォーダブル住宅を都心部へ誘導する政策の実現は地価の問題等で

難しいかもしれない。近年では都心回帰が見られ、都心部にファミリー世帯が戻り子どもの数

も回復傾向にある都市が多い。収入による世帯の混在という見方ではなく、若年単身者、ファ

ミリー世帯、高齢者などの幅広い世帯の混在を可能にする住宅の提供が求められる。 

 

３）ＳＴＥＰ３：駐車場を正しく確保する 

ＳＴＥＰ１ではウォーカビリティを高めるためには自動車の利用を適度な量にコントロー

ルすることが重要であると触れられていた。中心市街地に車で来る人がいることは即ち、そこ

に駐車場が必要であることを意味する。ジェフは莫大な建設コスト及び維持管理コストがかか

る駐車場のあり方について疑問を呈している。特に路上駐車場と路外駐車場（一般的には民地

における平面駐車場や駐車場ビル）とを分けて、その料金体系の違いがウォーカビリティを阻

害する要因になっていることも指摘している。ある都市では料金の安い路上駐車場の空車を探

して車が彷徨っていることで二酸化炭素の排出増につながっており、また地方都市では駐車場

の設置要件が大きすぎることが過剰な駐車場を産み出している。 

本当に必要な駐車場の量を確保するため、客や従業員のために駐車場を確保せず、数ブロッ

ク先にある公営駐車場を使用するための「代替手数料」を支払うケースが紹介されている。ま

た、カリフォルニア州では、大規模な雇用主のために、「パーキングキャッシュアウト」と呼

ばれる駐車場管理戦略が策定された。従業員用駐車場を無料で提供している多くの企業に、そ

の駐車場を現金と交換するオプションを従業員に提供することを義務づけた。これによって雇

用主の負担を増やすことなく、代替交通手段を提供する大きなインセンティブとなっており、

キャッシュアウトオプションを提供した企業では、車で通勤する人の数が 11％減少したとい

う明らかな結果も出ている。また、サンフランシスコでは混雑に応じた料金制度を導入され、

市全体のパーキングメーターの 4 分の１に相当する 7 千台の駐車場が、最大稼働率 80％の目

標を達成するために、1 時間当たり 25 セントから 6 ドルの間で調整されている。 

公共交通のサービスが充実し、その分担率が高い大都市ではいざ知らず、多くの地方都市に

おいてはそのアクセスが自動車に依存しているのが現状である。駐車場政策の中で欠けていた

のは、駐車場のプランニングであり、駐車場が過剰となっている都市ではこのような包括的な

プランニングが必要である。中心市街地においてウォーカブルで賑わいのある沿道空間を形成

するためには、歩きやすく適度な都市空間スケールと共に市民のニーズに合わせた適切な駐車

場のコントロールが重要である。金沢市や熊本市では都心部での歩行者の回遊性を高めるため

に、駐車場の台数をコントロールする政策を既に展開している。新規開発事業においては歩行
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者のための空間整備を条件に駐車場の設置要件を緩和するといった、総合設計制度のような制

度の創設が求められる。 

 

４）ＳＴＥＰ４：公共交通を機能させる 

自動車大国であるアメリカでは公共交通の分担率は平均わずか 1.5％で、ニューヨークやシ

カゴのような公共交通が発達した都市でも 10％にも満たない。一方、近年は環境問題への関

心の高まりもあり、公共交通への投資が増えているのも現状である。国民の多くも道路よりも

公共交通への投資を望んでいるという世論調査結果も公表されている。ただテキサス州ダラス

では、消費税を 1％上乗せして得られた税金を活用し、数十億ドルもの巨額な投資をしてライ

トレールを整備したにもかかわらず、公共交通で通勤する人の割合はむしろ減っており、期待

される効果は生まれていない。その原因は都心部と郊外の両端にウォーカブルな都市空間が形

成されていないことであるとジェフは指摘している。公共交通サービスを向上させることだけ

ではウォーカビリティが高まるわけではないということだ。ダラスのような問題の解決策とし

ては短期的には高速道路の渋滞価格を設定し、その収入で公共交通の運行本数を増やし、運賃

をゼロにすること、長期的には駅周辺で歩きやすい近隣住区を立案し、歩行者に優しい地区を

整備するとともに、駅近くの敷地内駐車場の駐車場設置要件を撤廃し、ダウンタウンの駐車場

を禁止することなどを提案している。さらには鉄道、モノレールのような大量輸送機関よりも

一回り小さい、ゴンドラ、ストリートカーなどの低コストインフラの提供や、カーシェアを活

用することによってもウォーカビリティが高まることが期待されるとしている。 

日本においては一つの都市の中で複数の民間事業者が鉄道やバスを運行しているため、公共

交通相互間での連携も不十分である。ましてやジェフが指摘しているような高速道路の通行に

渋滞価格を課してその収益を公共交通のサービス向上に活用するというような仕組みの実現

は相当にハードルが高いと考えられる。まずは公共交通拠点や幹線軸で周辺において、クルマ

を必要としないコミュニティを提供し、必然的にウォーカビリティを高めていく事が求められ

るのではないか。 

 

５）ＳＴＥＰ５：歩行者を守る 

ウォーカブルシティを議論する上で安全性だけでは十分ではないが重要である。ジェフは一

般的に小さい街区で構成された街は歩きたくなり、大きな街区で構成された都市はストリート

ライフがなく歩きにくいと指摘している。また通常の 4 車線道路を片側 1 車線と中央に左折

専用レーンを設けた 3車線の道路に再構成する「ロードダイエット」という手法が全米の多く

の都市で採用されていることを示し、それによって交通事故の件数を減少させるだけでなく、

交通量も減少させていないことをデータで示している。歩行者の安全性を脅かしている最大の

要因は犯罪ではなく、自動車の高速走行によるものだという認識があるにも関わらず、多くの

都市では渋滞を減らし、より高速で走行できるような道路の再設計を行っていることに警鐘を

鳴らしている。さらには交差点の形状、一方通行の多用による速度超過など、道路や交通規則

などによって歩行の安全性が阻害されていること、歩行者の信号を自動車と分離するいわゆる
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歩車分離式信号機の弊害も指摘するなど、歩行者や道路空間での滞留者を自動車事故から守る

ことがウォーカビリティの向上につながることを述べている。 

日本でも車線数を減らす方向での道路の再配分、ラウンドアバウトの導入、歩車分離式信号

機の設置など、自動車の速度減少を意図したり、歩行者の安全性を高めたりする施策が近年多

くの都市で取り入れられている。歩道を拡幅するだけではウォーカビリティが高まらないとい

うのはジェフも指摘している通りである。このような道路の構成や新たな交通規制なども含め

て道路行政や警察行政などが一体となって歩行者の安全性を追求していくことが求められて

いる。 

 

６）ＳＴＥＰ６：自転車を歓迎する 

自転車は最も効率が良く、健康的で、便利で持続可能な、最高の交通手段である。ニューヨ

ークでは自転車専用レーンの整備によって 1 年間で利用者数が 35％も伸びたというデータも

ある。自転車利用者がいる道路空間ではドライバーがより慎重になり、速度が必然的に落ちる

ため、歩行者と自動車の事故も減る。自転車がよく利用される都市には２つの物理的な要因が

あり、１つは都市密度の高さや用途の混合、自動車の維持コストの高さなど、１つは安全なサ

イクリング環境と充実した自転車インフラである。この前者はウォーカビリティに通じると指

摘している。歩行者に優しい環境は自転車も走行しやすく、これらの条件が満たされた上に便

利な自転車ネットワークが整備されれば自転車文化は発展すると述べている。 

一方で自転車が車道を走行することによる自転車との軋轢、歩道を走行することによる歩行

者との軋轢も問題である。車道の幅を狭くすることによって生み出される自転車専用レーンも

もちろん両者にとってメリットがあるが、小売店が建ち並ぶストリートで路上駐車場をつぶし

てまで自転車専用レーンを設置し、車と店舗の間の障害物になっては何も意味がないと指摘し

ている。近年、自転車専用レーンに代わる新たなシステムとして、自動車と自転車が共存する

幅の広い車線である「シャロー」や、自転車だけが通ることのできる大通りの設置など、大胆

な施策も紹介されている。 

日本でも近年は環境に優しい持続可能性、災害時の移動手段としての機能性などが評価さ

れ、自転車を使う層の増加が顕著であり、自転車専用レーンの設置などインフラ整備も進めら

れている。しかしながら自転車の利用促進を検討する中で、歩行者のウォーカビリティを高め

るという視点はほぼすべての自治体において皆無だったのではなかろうか。自転車が利用しや

すい空間＝歩行者にも優しい空間、という認識はあるものの、歩行者のための自転車施策とい

うのは考えられてこなかったと言える。自転車と歩行者はどうしても事故対策の側面で考えら

れることが多く、もちろんそれは大前提の事ではあるが、都市のウォーカビリティを高めると

いう視点から自転車推進施策の展開を図っていくことも求められる。 

 

７）ＳＴＥＰ７：空間を形作る 

人間は建物の壁によって囲まれた空間を好む。快適に歩くためには「囲まれている」という

感覚が必要なのである。アメリカの多くの都市で開発されたビルの周りを駐車場が囲んでお
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り、ビルと駐車場による市松模様の「歯抜け状態」都市が形成されることで、快適に歩けるよ

うな道路はほとんどなくなっている、というのが現状である。ヤン・ゲールが公共の道路や広

場をどのようにデザインするかを問われた時に「もっと小さくするべき」と答えているのは、

ニューヨークのロックフェラーセンター、サンアントニオのリバーウォーク、サンフランシス

コのギラデリ・スクエアの成功を見れば納得できる。建物の高さもアメリカのような超高層で

はなく、エレベーターが導入される前の 4 階建てビルで構成されたアムステルダムやパリの

ような都市の方が快適で住みやすく、もちろん歩きやすさにもつながる。 

日本の都市でも沿道空間づくりにおいてヒューマンスケールであることが意識されてこれ

までも都市形成がされてきた。多くの地方都市の中心市街地におけるアーケード街は 1 階、2

階部分の街路からの視認性が高く、それゆえウォーカビリティの高さにつながっていると言え

る。アメリカのようなスーパーブロックで構成されている都市は日本にはほぼなく、京都や奈

良のような歴史的な都市においても、札幌や名古屋のような近代的な都市においても、いずれ

も碁盤目状ではあるが、基本的には歩きやすいスケールで街区が形成されている。そこにあら

たにヒューマンスケールなオープンスペースやパークレットのような仮説的な仕掛けをイン

プットする事で、より豊かな空間が形作られ、ウォーカビリティが高まるものと期待される。 

 

８）ＳＴＥＰ８：樹木を植える 

街路樹は予算削減のために最初にカットされかねない項目ではあるが、歩行者の快適さや都

市の住みやすさの鍵となるものである。街路樹は日陰を提供し、暑い時期には周囲の温度を下

げ、雨水や排気ガスを吸収し、紫外線を防ぎ、風の影響を下げる効果があることからも、もっ

と評価されるべきである。しかしながら以前は自動車が街路樹に衝突することを心配して、街

路樹の配置を禁止する州もあったくらい、対自動車で街路樹の運命が定められていたところも

あった。街路樹を支持しない交通エンジニアに対しては、歩行者の安全性をドライバーと同様

に考える事、街路樹がドライバーにとっても車道の安全性を高めることを説得する事が重要で

あると指摘している。街路樹がある事は不動産価値を高めるという結果も見られる。街路樹へ

の投資が固定資産税の増収につながれば、都市にとって大きな経済的価値をもたらす。 

街路樹はその維持管理の問題から、近年は日本でも敬遠がられる傾向も見受けられる。東京

では神宮外苑のイチョウの伐採計画も話題になった。緑の感じ方は客観的には評価が難しく、

一概には言えないが、環境面、景観面、心理的側面などで都市のウォーカビリティを高める大

きな効果がある事は間違いない。街路樹と歩行者の関係性という視点で、沿道空間における緑

の配置計画を考慮していくことが求められる。 

 

９）ＳＴＥＰ９：親しみやすくユニークな表情を作る 

快適で安全な道路が確保されればウォーカブルかというとそうではない。人々は常に刺激を

求めており、楽しまなければならない。駐車場の舗装やガレージの壁を見ながら歩くのは最も

退屈なのである。加えてアメリカでは歩道に対して粗いコンクリートや着色されたガラスで覆

われた冷たく表情のない建物が多い。窓のない店舗も同様である。ヤン・ゲールは「柱のよう
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な垂直な方向性を持つファサードは歩く距離が短く感じられる。逆に長い水平線でデザインさ

れたファサードは距離が長く感じられ、疲れてしまう。」と指摘しており、実際に世界中の活

気ある商店街の店舗ファサードの長さは 16～20 フィート（約 4.8～6ｍ）であることが多い。

このことによって歩行者は約 5 秒ごとに新しい活動や風景を見ることができ、安全で快適に

歩きつつ、いわゆる「楽しさや刺激」を享受することができるのである。ダウンタウンの駐車

場を建物の後ろに隠すことが小売店の売上や資産価値の向上につながる事例も紹介されてい

る。このような楽しい道を実現する手法の一つとして「デザインコード」と呼ばれる、新しく

建てる建物のファサードを歩行者が親しみを持てるデザインにするガイドラインの重要性を

述べている。ヒューマンスケールのデザインに変化を加えることで都市のウォーカビリティは

高まるのである。 

日本の、特に地方都市では中心市街地においても歯抜け的に空き地が散見され、多くがコイ

ンパーキングとして暫定運用されるケースが目立つ。歩行者専用のアーケード街に面した土地

も裏側からアクセスする駐車場になっており、歩きながらウィンドーショッピングすらできな

い状況に陥っている。都市の表情はウォーカビリティを高めるためには非常に重要な要素であ

ることから、歩きながら視界に入る区画においての用途制限とファサードデザインを規定する

ような誘導策を組み合わせながら、歩いて楽しくなる空間デザインを行うことが求められる。 

 

10）ＳＴＥＰ10：優先順位をつける 

以上の 9 つのステップはどれも重要であるが、すべてを一度に実現することは財政的にも

不可能であり、それゆえ優先順位を付けることが必要である。最小の費用で最大の違いを生み

出すことができる場所はどこか、と問われれば、それはダウンタウンであるとジェフは断言し

ている。私的な領域が既に存在する場所に快適さと楽しさを与えることで、より良い公的な領

域が実現するのである。都市再生の優先順位を決めるアプローチを「アーバン・トリアージ」

と呼び、都市の中でもウォーカビリティを高めるための施策を導入する優先順位をつけること

を主張している。ただ論理的には意味があっても実際に政治的に「アーバン・トリアージ」を

進めるのは困難であることから、現実的にはウォーカビリティを高めるための条件が整ってい

るダウンタウンファーストで取り組むことが提案されている。 

日本でもモータリゼーションの進展に伴い、郊外型ショッピングセンターやロードサイド型

の小売店舗が主流となり、特に地方都市では拡散型都市構造が拡大していった。一方で近年は

元々賑わいのあった中心市街地への回帰も強まっており、立地適正化計画などの都市計画面で

の誘導施策が進められている。ただこれは集客施設である都市機能を誘導することに主眼が置

かれている制度であり、ウォーカビリティを高める視点までには至っていないのが現状であろ

う。これまでに見てきた 10 のステップの考え方を採り入れた、新しい視点での都市再生が求

められているのではないか。 
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４．パークレットの整備によるウォーカビリティ向上の効果 

（１）パークレットの概要 

 パークレット（Parklet）とは、車道や歩道の空間の一部を活用し、テーブルや椅子などを

仮設物として設置することで、通りに滞留空間を生み出す取り組みのことである。アメリカ・

サンフランシスコなどでの成功から、日本でも一部の都市で取り入られるようになった。 

道路空間の一部を活用するため、その空間サイズは非常にコンパクトなものであることが特

徴的で、地権者の同意が得られれば比較的導入のハードルは低い。車道すべてを占用するので

はなく、一部分だけを転用するため、車の走行エリアや駐車エリアを確保しながら、歩行者が

快適に移動し滞留できる空間を生み出すことができる。またすぐに取り外せる仮設物を設置す

ることから、地下に埋設されたインフラのメンテナンスなどで工事が必要となる場合でも簡単

に対応できる。なお、一般的なパークレットの場合、沿道の住民組織、商店街組織などの民間

セクターがその維持管理を行うケースが多く、結果、行政の負担も低減することができる。 

 

（２）サンフランシスにおけるパークレットの整備状況 

サンフランシスコ市の様々なデータを提供している DataSF のウェブサイトにはパークレッ

トの許可に関するデータ 6)が公開されており、同データによると 2023年 2月末現在、56か所

のパークレットが市の許可を受けて提供されている。図 4 は許可を受けているパークレット

の分布を示す。主にダウンタウンであるヘイズ・ストリートやバレンシア・ストリートなどに

集中している他、市北部のマリーナ・ディストリクトに隣接したエリア、ノース・ビーチ地区

などに点在していることが分かる。また、申請者（Applicant）の多くは飲食店となっている。 

 

 

出典：DataSF が公開している Parklet Permits のデータ 6)を基に筆者が作成 

図 4 サンフランシスコ市で許可を受けて提供されているパークレットの位置 
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市では適切なパークレット整備を誘導するためのガイドラインとしてマニュアル「San 

Francisco Parklet Manual」7)を発行しており、詳細な技術基準が示されている。図 5に示す

ように、標準的なパークレットのサイズは 34フィート×6フィート（10.4ｍ×1.8ｍ）であり

面積は約 19.0㎡となっている。また図 6に示すように、屋根の高さは 84インチ（約 2.1ｍ）、

歩道と車道の間の壁の高さは 36～42インチ（約 0.9ｍ～1.1ｍ）と細かく規定されているとと

もに、車いす利用者に対するアクセシビリティを適切に行うよう定めている。 

 

 

出典：San Francisco Parklet Manual7) 

図 5 サンフランシスコ・パークレットマニュアルで示されている配置例 

 

  

出典：San Francisco Parklet Manual7) 

図 6 サンフランシスコ・パークレットマニュアルで示されている基準例 
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写真 7,8に示すように、路上駐車場であった場所を活用して、ベンチや椅子などの仮設構造

物を置くことで、来街者がゆっくりとくつろげる空間を提供するものであり、歩道を削除する

ことなく、豊かな空間が産み出されている。バリアフリーの観点から見ても、歩道幅員を狭く

することなく提供できるため、車いす利用者などの利用にも影響を与えていない。 

 

  

出典：ソトノバ・ウェブ記事 8) 

写真 7,8 サンフランシスコにおけるパークレットの整備事例 

 

（３）日本におけるパークレットの提供事例 

１）横浜市元町地区 

横浜市中区にある「元町ショッピングストリート」は横浜港の開港当時から外国人向けの店

舗が集まっていた歴史的な商店街である。横浜市はこの通りを居心地が良く、安心して歩ける

空間とするため、元々パーキングメーターが設置されていた場所を改造し、全長 600ｍの商店

街の中に 3か所のパークレットを 2020年に新たに設置した。50年以上前から建物をセットバ

ックすることで歩行者空間を生み出すなど、先進的な取り組みを行ってきた素地があったた

め、このような新しい取り組みにも風穴を開けやすかったものと想像できる。商店街では日常

的にパークレットで休憩するお年寄りや、コーヒーを飲みながら談笑するサラリーマンの姿を

見ることができる。 

   

写真 9 駐車帯を転用したパークレット     写真 10 イルミネーション一体型パークレット 
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２）高松港 

高松港は小豆島や直島など瀬戸内海に浮かぶ島々との間に数多くの定期フェリーが発着す

る四国でも最大級の港である。2022 年 4 月から開催された第 5 回瀬戸内国際芸術祭に合わせ

て、香川県丸亀市に本社のある四国化成工業株式会社によってその一角にパークレットが設置

された。サンフランシスコや横浜にあるようないわゆる道路沿道空間を活かした歩道設置型の

パークレットとは異なり、海岸沿いの比較的広い歩行者空間を活用して設置された大型のパー

クレットである。芸術祭期間中は、飲食店やキッチンカーからテイクアウトの食事や飲料を持

ち込んで談笑する多くの市民や観光客で賑わっていた。一企業が社会貢献のために設置すると

いう点で画期的であるが、芸術祭以後は撤去されることが決まっている。行政に求められるの

は、芸術祭期間中の利用実態を分析するとともに、恒久的なパークレット提供の可能性につい

て検討する事ではないだろうか。 

   

写真 11 パークレット全景           写真 12 港を眺められるパークレット 

 

５．北九州市でウォーカブル政策を推進する上での課題と条件 

（１）ジェフ・スペックの理論から学ぶ視点 

ジェフ・スペックが示した 10 のステップのうち、車を適切に迎え入れる（STEP1）、駐車場

を正しく確保する（STEP3）、公共交通を機能させる（STEP4）、自転車を歓迎する（STEP6）の

4つが人々の移動手段に関するものである。ウォーカビリティを高めていくためには、車の利

用を適度にコントロールしつつ、公共交通や自転車による来街を促していく事が重要であるこ

とが示されている。コンパクトシティの議論においても、交通ネットワークの構築は欠かせな

いものとなっており、富山市ではサービスの高い公共交通軸（串）と駅やバス停を中心とした

歩いて暮らせる生活圏（お団子）の都市構造を目指す、いわゆる「お団子と串」のコンセプト

でまちづくりを推進している。 

北九州市では平成 26 年に改定された「北九州市環境首都総合交通戦略」の中で、コンパク

トなまちづくりを推進していく中での将来のあるべき公共交通イメージとして、図 7 に示す

ような、拠点エリアへの都市機能の誘導、乗継拠点の整備、幹線バスとフィーダーバスによる

階層的なサービス展開、などが掲げられている。これらは立地適正化計画を推進し、コンパク

トシティ化をめざす都市計画施策とも連動したものである。 
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出典：北九州市環境首都総合交通戦略 9) 

図 7 北九州市環境首都総合交通戦略で示された将来の公共交通イメージ 

 

ジェフは、ダラスの例を取り上げ、多額の投資をして開業したライトレールの乗客が延びな

いのは、都心部と郊外の両端にウォーカブルな都市空間が形成されていないことが原因の一つ

であると指摘している。逆に言うと、都心部への公共交通サービスの質を高めて、利用しやす

い環境を作っても、都市のウォーカビリティが高まるわけではないことを示している。出発点

である自宅周辺、あるいは自宅からの最寄り駅周辺にも魅力的な都市空間が必要であるという

論理である。 

北九州市の小倉都心地区を俯瞰してみると、アーケード街が張り巡らされ、旦過市場でも再

生事業がスタートするなど歩行者専用道路のネットワーク化は充実している。室町一丁目地区

市街地再開発事業（リバーウォーク北九州）などの再開発事業や、紫川マイタウン・マイリバ

ー事業などによって、歩行者の回遊性も大いに高まった。旧小倉ホテル跡地には広場が整備さ

れ、週末には多彩なイベントも開催されている。このように小倉都心部においては人々が歩き

たくなる道、滞留したくなる空間の形成はこの数十年で大きく進展したと言える。一方で明確

なデータはないが、小倉都心部に来る来街者のうち、公共交通利用者は年々減っていることが

推察される。まちなかの駐車場の総量についてのコントロールは全くできておらず、駐車場は

増加する一方である。車利用者を全く否定するわけではないし、排除するような極端な政策は

行われるべきではないのは言うまでもないが、車を適切に迎え入れつつ、駐車場の量や料金の

コントロールを行うことで、バランスの取れた移動手段を提供していく視点が重要であろう。

公共交通で来た来街者の方が、車で来た来街者よりも圧倒的にまちなかでの滞在時間は長くな

ることから考えても、公共交通サービスによる来街者を増やしていく事が、商業の活性化の視

点からも重要だ。そのためにはジェフが指摘しているような、都心部とは逆の郊外住宅地での

魅力ある歩行者空間づくりが鍵になる。郊外の駅を中心に、住宅地区における歩行者ネットワ

ークづくりや、利用しやすい駐輪場整備やシェアサイクルの提供など、自転車環境も含めて、

歩きやすい、歩きたくなるような都市空間形成を図っていく事が課題である。 
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（２）パークレットの導入可能性 

前章で紹介した路上駐車場の一部を転用して提供されるパークレットは、多額の予算を投ず

ることなく、歩行者の滞留空間を創出する画期的な取り組みと言える。パークレットのメリッ

トは、ウォーカビリティを高めるだけではない。駐車場の転用によって自動車利用に依存しな

い来街者を生み出すこと、賑わい創出に相応しい用途の導入を促すことで沿道の商業機能を活

性化させること、沿道の店舗と一体となった運用を図ることで人々のアクティビティが創出さ

れることなど、様々なメリットが存在する。まさにジェフが指摘している 10 のステップのう

ち、車を適切に迎え入れる（STEP1）、用途を混在させる（STEP2）、駐車場を正しく確保する

（STEP3）、空間を形作る（STEP7）、親しみやすくユニークな表情を作る（STEP9）といった視

点からウォーカビリティを高めていく効果が期待されるのである。 

北九州市ではパーキングメーターと呼ばれる機械が設置されている箇所が都心部において

も多数存在する。一方で都心部においては未利用空き地が増加しており、その暫定的な利用方

法として、いわゆるコインパーキングに転用されるケースが多々見られる。さらには商業施設

の開発時に駐車場設置要件によって作られた巨大な駐車場ビルや、公的機関の駐車場など、都

心部での駐車場容量は明らかに飽和状態である。パーキングメーターを整理することは、駐車

場不足に直結するとは考えにくく、都心部においてその一部を歩行者空間に解放し、パークレ

ットのような暫定的な都市空間を形成していく視点があっても良いのではないか。まずは社会

実験的な事から始め、市民のニーズを分析しながら、都市のウォーカビリティを高めて、居心

地の良い都市空間を形成していく事が課題と言える。 

 

６．まとめと今後の課題 

本研究では、近年話題となっている都市のウォーカビリティに着目し、我が国で展開されて

いる施策や、その先進的な事例を整理した。多くの都市でその考え方は賛同されており、都市

の顔ともいえる駅前広場と都市の軸である目抜き通りでの整備事例や、民間企業との連携によ

る広場整備など、実際に多くの事業が展開されており、市民の評価が高いことも明らかとなっ

た。さらにジェフ・スペックの著書を取り上げ、ウォーカビリティを高めるために必要な 10

のステップを整理し、その考え方をどのようにして我が国で適応していくかについて論じると

ともに、道路空間の一部を転用するパークレットの考え方や事例について整理した。その上で、

北九州市においてウォーカビリティを高めるために必要な方策について検討した。 

都市のイメージを高めるために必要な条件は、人々が集う商業施設や公共施設など多様な用

途が混在し、人々が歩きそして滞留できる豊かな都市空間が展開されていること、この２つの

条件がセットで存在することが大事だと常日頃から考えている。後者の条件を満たしていくた

めに必要な考え方がまさに本論文で扱った「ウォーカビリティ」である。人々が歩きやすい道

路というのは、多くの人が歩けるように幅員が確保され、透水性の舗装によって雨でもすべり

やすくない状態が保たれており、ベビーカーや車いすでも走行性が確保されており、視覚障害

者を誘導する点字ブロックが敷設されている、といったような道路構造令に規定されたハード

面での歩道整備がされていることが必要な条件ではある。ただそのようなフルセットの歩道は
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人々が「歩きたくなる」ということに直結するわけではない。沿道の賑わい、公共交通や自転

車でのアクセス性、緑による癒し、景観など、多様な要素が絡み合って都市のウォーカビリテ

ィは高まっていくのである。市民が歩き、滞留し、楽しむ姿があってこそ、豊かな都市空間が

産み出される。ハード整備のみならず、市民のアクティビティをいかに引き出すかという視点

の下、またいかにそのアクティビティをマネジメントしていくかという考え方を捉えた上で都

市空間づくりを行っていくことを今後も期待したい。 

 

参考文献 

1) ウォーカブルポータルサイト 

（https://www.mlit.go.jp/toshi/walkable/walkablecity/） 

2) 国土交通省ストリートデザインガイドラインウェブサイト 

（https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001404239.pdf） 

3) 札幌市北３条広場「アカプラ」ウェブサイト 

（https://www.kita3jo-plaza.jp/files/download2/10/pamphlet.pdf） 

4) ジェフ・スペック公式ウェブサイト（https://www.jeffspeck.com/） 

5) ジェフ・スペック著、松浦健治郎監訳、石村壽浩、内田晃、内田奈芳美、長聡子、益子智

之訳（2022年）『ウォーカブルシティ入門：10のステップでつくる歩きたくなるまちなか』

学芸出版社 

6) DataSF ウ ェ ブ サ イ ト （ https://data.sfgov.org/Culture-and-Recreation/Parklet-

Permits/jczu-j2ku/data） 

7) San Francisco Parklet Manual（http://groundplaysf.org/wp-content/uploads/San-

Francisco-Parklet-Manual.pdf） 

8) ソトノバ・ウェブ記事 2016年 11月 18日（https://sotonoba.place/whatisparklet） 

9) 北九州市環境首都総合交通戦略 

（https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000975769.pdf） 

 

- 34 -



北九州市における SDGs に関する取り組みの認知度と SDGsに対する考え方についての調査 

 

片岡寛之、小林敏樹 

 

1.はじめに 

1-1 研究の背景 

 2015年 9月の国連サミットで「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が採択されて

以降、我が国でも SDGsの達成に向けて様々な取り組みが進められてきた。そんななか、い

ち早く SDGsに関する取り組みをはじめた自治体の１つが北九州市であったため、本市は地

方自治体のなかでは SDGsに関して先進的な都市として認知されている。しかし、これまで

行政主体で先行的に取り組んだ際には、行政内部の意識と市民意識との間に温度差のよう

なものが生じるケースが多く見受けられた。そこで、SDGs に関する取り組みが進められる

際、どのような状況になるのかを把握するため、2019 年に第 1 回目の認知度調査を実施し

た。その後は、認知度等にどのような変化が生じているかを把握するために、同様の調査を

2年おきに実施している。 

 

1-2 研究の目的 

 本研究の目的は、今回で 3回目となる北九州市における SDGsに関する取り組みの認知度

等に関するアンケート調査結果の速報値を示すこと、前回調査の結果からどのような変化

が見られるかを示すこと、それらを踏まえて、今後に向けた示唆を得ることである。 

 

1-3 研究の方法 

 本研究では、以下に示すアンケート調査の結果をもとに分析および考察を行った。なお、

アンケートでは、SDGsの認知度や、北九州市で行われている SDGsに関連した取り組みにつ

いての認知度、SDGsに対する考え方等を質問項目とした。 

 

＜調査の概要＞ 

調査実施期間 2023年 2月 22日（水）～2023年 2月 27日（月） 

調査方法 インターネット調査（民間のインターネット調査会社へ委託） 

回答者 北九州在住の 15 歳～74 歳までの男女 1241名 

（20～60 代は男女各 100 名、10 代と 70 代は男女各 50 名を目安に実施） 

 

※参考 

・第 1 回調査 

調査実施期間：2019 年 02 月 22 日（金） ～ 2019 年 02 月 26 日（火） 

調査方法 ：インターネット調査（民間のインターネット調査会社へ委託） 

回答者 ：北九州在住の 15 歳～74 歳までの男女 1241 名 

（20～60 代は男女各 100 名、10 代と 70 代は男女各 50 名を目安に実施） 
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・第 2 回調査 

調査実施期間：2021 年 02 月 26 日（金） ～ 2021 年 02 月 28 日（日） 

調査方法 ：インターネット調査（民間のインターネット調査会社へ委託） 

回答者 ：北九州在住の 15 歳～74 歳までの男女 1,237 名 

（20～60 代は男女各 100 名、10 代と 70 代は男女各 50 名を目安に実施） 
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2.SDGsに関する基礎知識と北九州市の SDGsに関する取り組みの認知度 

本章では、SDGsという言葉の認知度、また、SDGsの 17の目標についての認知度について

分析、考察する。 

 

2-1 SDGsという言葉について 

(1)SDGsという言葉の認知度 

「あなたは SDGsという言葉を聞いたことがありますか？」との設問に対する回答をみる

と（図 1）、聞いたことがある人は 90％を超えていることから、ほぼすべての人に認知され

ていることがわかる。前回調査の約 55％、前々回調査の約 17％であったことから、順調に

認知度が高まっているがわかる。性別、年齢別にみると（図 2）、前回調査では、男性が女

性に比べ 10％ほど認知度が高い傾向にあったが、今回の調査では男女ともに 90％を超えて

おり、性別による認知度の違いは見られない。20 代以上の年齢別データをみても、年齢に

よる違いはほとんどみられない。個人年収別にみると（図 3）、男女ともに、年収が上がる

につれて認知度も上がる傾向にあることがわかる。この点について、前回、前々回の調査に

おいても同様の傾向が見られた。 

 

 

図 1：SDGsという言葉の認知度 

聞いたことがある 92.6%

聞いたことはない 7.4%

あなたは「SDGs」という言葉を聞いたことがありますか。(n=1241)
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図 2：年齢別にみた SDGsという言葉の認知度 

 

 

図 3：男女別、個人年収別にみた SDGsという言葉の認知度 

（サンプル数が 5 以下の年収区分については除いている） 
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(2)SDGsの意味を知っているか 

前節（1）の設問（SDGsという言葉の認知度）において、SDGsという言葉を「聞いたこと

がある」と回答した方を対象に、SDGsの意味の認知度について聞いた結果（図 4）、75％の

方から意味を知っているとの回答を得た。前回調査では約 70％、前々回調査では 60％であ

ったことから、SDGsの意味についても順調に浸透してきていることがわかる。 

 年齢別にみると（図 5）、男性は 30代後半（「35才～39才」）から 50代前半（「50才～54

才」）にかけて、女性は、20代後半（「25才～29才」）と 50代（「50才～54才」、「55才～59

才」）の年齢層において比較的認知度の低い傾向がみられる。 

 

 

図 4：SDGsの意味の認知度 

知っている

75.0%

知らない

25.0%

あなたは「SDGs」の意味を知っていますか。(n=1149)
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図 5：年齢別にみた SDGsの意味の認知度 

 

(3)SDGsを知った時期と経緯 

前節（1）の設問（SDGsという言葉の認知度）において、SDGsという言葉を「聞いたこと

がある」と回答した方を対象に、SDGsを知った時期を聞いたところ（図 6）、「2020年～2021

年ごろ」が最も多く約 50％、次いで、「2018 年～2019 年ごろ」の約 25％、「2022 年以降」

の約 16％となっており、約 8割の方が 2018年以降に SDGsを知ったこと、また、2020年～

2021 年が知った時期のピークであったことがわかる。年齢別にみると（図 7）、20 代後半

（「25才～29才」）および 50代前半（「50才～54才」）の年齢で比較的知った時期が遅いこ

とがわかる。 

どういった手段で SDGsのことを知ったのかを聞いたところ（図 8）、「TVのニュース」が

70％と最も多く、次いで「ネットのニュース」が約 38％、「新聞・雑誌」が約 30％となって

いる。その他の手段は 10％台と低い。前回の調査と比較すると、全体的な傾向は変わらな

（図 9）、若い年齢層では、「SNS」、「学校の授業等」が多く、一方で「新聞・雑誌」、「TVの

ニュース」は少ない。また 50代以上の年齢が高い層では、「新聞・雑誌」、「ＴＶのニュース」

が多いことがわかる。知った時期と、手段との関係をみると（図 10）、「新聞・雑誌」、「講演

会・イベント等」、「会社の研修等」、「学校の授業等」、最近になるに従って、数値が低くな

っていることがわかる。その理由として、「新聞・雑誌」の減少については新聞等の購読者

数の減少と関係性があることが考えられ、「講演会・イベント等」、「会社の研修等」、「学校

の授業等」については、SDGsの普及に伴いに、SDGsに関するイベント等の実施数が減少し

てきていること等が考えられる。 
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図 6：SDGsを知った時期 

 

 

図 7：年齢別にみた SDGsを知った時期 

 

 

図 8：SDGsを知った手段 

2015

年ごろ

から

4.8%

2016

～2017

年ごろ

5.2%

2018～2019

年ごろ

24.8%

2020～2021

年ごろ 49.1%

2022年以降

16.1%

いつごろから「SDGs」のことを知っていましたか。

(n=862)

29.8

70.0

38.1

14.6

6.6

13.7

12.5

3.5

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新聞・雑誌

TVのニュース

ネットのニュース

SNS

講演会・イベント等

会社の研修等

学校の授業等

各種会議

その他 【 】

[Q7]どうやって「SDGs」のことを知りまし

たか。（いくつでも）

(n=862)
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図 9：年齢別にみた SDGsを知った手段 

 

図 10：SDGsを知った時期と知った手段の関係 
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2-2 SDGsの 17 の目標について 

(1)SDGsの 17 の目標に対する認知度 

SDGsの 17 目標（テーマ）について知っているものを聞いたところ（図 11）、前回の調査

と同様に、「貧困をなくそう」が約 74％と最も多く、次いで、「ジェンダー平等を実現しよ

う」、「飢餓をゼロに」、「すべての人に健康と福祉を」、「人や国の不平等をなくそう」を約

68％の方が選択しており、選択率が高い目標をみると福祉的領域に関連した目標の認知度

が高いことがわかる。一方、回答数が低い（30％台）目標をみると、こちらも前回の調査と

同様に、「つくる責任 つかう責任」、「働きがいも経済成長も」、「産業と技術革新の基盤をつ

くろう」、「パートナーシップで目標を達成しよう」が該当する。17 の目標ごとに前回の調

査と比較すると、ほぼすべての目標において前回の認知度を上回っていることがわかる。 

年齢別にみると（図 12）、10代（「12才～19才」）はすべての目標において、選択率が高

く、50代以上（「50才～54才」、「55才～59才」、「60才以上」）においても似た傾向が見て

取れる。一方 20代後半から 30代（「25才～29才」、「30才～34才」、「35才～39才」）につ

いては、選択率が低い傾向にあり、この年齢層では、個別の目標についての認知は低いこと

がわかる。 

 

図 11：SDGsの 17 の目標（テーマ）についての認知度 

73.9

67.5

61.9

56.0

68.1

54.6

60.6

37.7

36.7

55.5

51.4

46.8

58.0

62.8

54.9

47.2

33.4

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貧困をなくそう

飢餓をゼロに

すべての人に健康と福祉を

質の高い教育をみんなに

ジェンダー平等を実現しよう

安全な水とトイレを世界中に

エネルギーをみんなに そしてクリーンに

働きがいも経済成長も

産業と技術革新の基盤をつくろう

人や国の不平等をなくそう

住み続けられるまちづくりを

つくる責任 つかう責任

気候変動に具体的な対策を

海の豊かさを守ろう

陸の豊かさも守ろう

平和と公正をすべての人に

パートナーシップで目標を達成しよう

すべて知らない

[Q8]SDGsの17の目標(テーマ)について、知っているものを選ん

でください。（いくつでも）

(n=862)
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図 12：年齢別にみた SDGs の 17 の目標（テーマ）についての認知度 

 

(2)SDGsの 17 の目標に対する興味・関心 

次に、SDGsの 17 の目標のなかで、興味・関心があるものを聞いたところ（図 13）、10％

台の選択率がほとんどであり、全体的に選択率が低いことがわかる。その中で選択の多い目

標（20％台）をあげると、「貧困をなくそう」、「すべての人に健康と福祉を」がある。前回

の調査と比較すると、全体的に選択率が下がっており、特に前回 2 つあった 30％台の目標

が今回は 0 であり、伸び悩んでいることがわかる。一方 前回 3 つあった 5％以下の低い選

択率の目標が今回は、「産業と技術革新の基盤をつくろう」のみとなっていることから、多

少、全体的な選択率の向上は見られることもわかる。 

 男女別にみると（図 14）、前回の調査と同様に、17 の目標のうち、11 の目標において女

性の選択率が男性の選択率よりも高い。男女間での選択率の差が５％以上の目標をみると、

まず女性の選択率が男性の選択率よりも高い目標は、「飢餓をゼロに」、「すべての人に健康

と福祉を」、「ジェンダー平等を実現しよう」、「平和と公正をすべての人に」があり、男性の

選択率が女性の選択率よりも高い目標は、「エネルギーをみんなに そしてクリーンに」が

あてはまる。女性は、健康、福祉、ジェンダー、平和などへの関心の高さが読み取れる。さ

らに、課題として、男性は、「すべての目標（テーマ）に興味関心がない」の項目の選択率

が女性を上回っていることがあげられる。前回の調査と比較すると、男女間での選択率の差

は小さくなっているが、すべての目標に興味関心がない男性が多いことは継続した課題と

いえる。 
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図 13：SDGsの 17 の目標についての興味・関心 

  

 

図 14：男女別にみた SDGs の 17 の目標についての興味・関心 
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つくる責任 つかう責任
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[Q9]SDGsの17の目標(テーマ)のなかで、とくに興味・関心があるものを
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2-3 北九州市の SDGsに関する取り組みについて 

(1)北九州市の SDGsに関する取り組みの認知度 

 北九州市の SDGs に関する取り組みである、「SDGs 未来都市計画」、「北九州市 SDGs 協議

会」、「北九州 SDGsクラブ」、「環境首都北九州 SDGsアワード ESD表彰」、「高校生 SDGs選手

権大会」、「北九州 SDGs登録制度」、「北九州 SDGsステーション」、「サステナビリティボンド

（北九州市 SDGs未来債）」、「私の SDGsコンテスト」の認知度をみると（図 15）、「SDGs未来

都市計画」を除いた取り組みについての認知度は低く、「SDGs未来都市計画」以外の取り組

みは 10％前後の認知度となっている。認知度が低い取り組みについては、一部、2022年度

スタートの新しい取り組みであることも影響していることも考えられるが、すでにはじま

ってから複数年経過している取り組みもあるため、場合によっては、今後、取り組みのあり

方自体も含めた検討も必要であろう。 

 

 
図 15：北九州市の SDGsに関する取り組みの認知度 
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(2)北九州市の SDGsに関する取り組みを知った手段 

北九州市の SDGsに関する取り組みを知った手段をみると（図 16）、「TVのニュース」、「新

聞・雑誌」、「ネットのニュース」の順に高い選択率にあり、まだまだ従来型のメディアの影

響力が大きいことがわかる。「SNS」は「北九州 SDGsクラブ」の手段として有効であること

がわかり、「高校生 SDGs選手権大会」、「私の SDGsコンテスト」など対象が学生に限定され

る取り組みについては、「学校の授業等」が有効であることがわかる。 

 

 

図 16：北九州市の SDGsに関する取り組みを知った手段 
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2-4 まとめ 

2 章では、SDGsの言葉の認知度、17 の目標の認知度と北九州市の SDGsに関する取り組

みの認知度について把握した。SDGs の言葉についての認知度は 9 割を超えていることが分

かった。また、SDGsの意味についての認知度も 75％とかなり高い割合で認知されているこ

とがわかった。認知した時期については、約 8割の方が 2018年以降に SDGsを知り、また、

2020年～2021年が知った時期のピークであったことがわかった。その手段としてはテレビ、

ネット、新聞や雑誌から知った方が多いことがわかった。年齢層の違いによる知った時期や

手段の違いがあること、知った時期により知った手段が異なっていること、今後は周知、広

報手段について、より緻密な対応が望まれる。 

17 の目標の認知度については、ほとんどの目標において、前回の調査よりも数値が上が

っていることから、17 の目標についてもより認知度が高まっていることがわかった。課題

としては、20 代後半から 30 代の認知度の低さが目立つことが挙げられる。17 の目標の興

味関心については、前回の調査と同様に、認知度と比べて全体的に興味関心が低いこと、ま

た男性に比べて女性の方が何らかの目標に興味関心を持っていることが多いことが分かっ

た。また、17 の目標についての男性の興味関心の低さはこれまでの調査と今回の調査に共

通の課題といえる。 

 北九州市の SDGsに関する取り組みの認知度については、多くの取り組みにおいて認知度

がかなり低い状況にある。そうした取り組みの中には、取り組み開始から比較的長期間すで

に経過しているものもあるため、周知や広報の仕方を含めた、取り組み自体のあり方につい

ても再検討する必要がある。 

以上より、SDGsの言葉の認知度が 9割に達したことから、北九州市の SDGsの取り組みも

言葉を認知してもらう段階から、SDGs の具体的な中身を認知してもらい、具体の目標に興

味関心を持ってもらう次のフェーズにいよいよ入ってきたといえる。そして、さらに次のス

テップである、SDGsの取り組みの実践、実装に向けては、北九州市が取り組んでいる SDGs

の施策をまずは知ってもらうことが大切であると考える。そのためには、それぞれの施策の

ターゲットに的確に取り組みを広報、周知していくことが必要であり、今後はこの部分の手

法の構築が急務といえる。 
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3. 地域や企業等における SDGsに関する取り組みの状況について 

 本章では、地域や企業における SDGs に関する取り組みに対する認知度、勤務先や学校

等での取り組みの実施状況と認知度について、アンケート結果をもとに現況を把握する。 

 

3-1 町内会等での取り組みに対する認知度 

 町内会や自治会等で SDGsに取り組んでいる事例の認知度をまとめたものが表１である。

集計結果をみると、「知らない（92.5%）」と答えた人が 9 割を超えており、前回調査（88.0%）

よりも増えていることが分かった。 

 

表 1:町内会等での取り組み事例の認知度 

 

 

3-2 勤務先や学校等での取り組みの実施状況 

まず、勤務先や学校等での SDGs に関する取り組み実施状況（表２）についての回答結果

をみると、「わからない（37.2%）」という答えが最も多く、次いで「実施していない（32.4%）」

という答えが多かった。その一方で「実施している（21.3%）」と「検討中である（9.1%）」

という回答をあわせると 3 割を超える状況にあり、前回調査時（実施 12.6%、検討中 7.1%）

よりも 10 ポイント以上増加していた。このことから、２年間の間に勤務先や学校等での取

り組みが増加傾向にあると推察される。 

 

表 2:勤務先等における SDGs関連の取り組み実施状況 
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次に、勤務先等における具体的な取り組み状況（表３）について見てみると、「勉強

会・研修会の実施もしくは参加（51.8%）」という回答が最も多く、全体の 5 割を超える結

果となった。次に多かったのが「17 の目標と業務内容のひも付け（45.1%）」という回答

で、前回調査（42.3%）よりも約 3 ポイント上昇していた。また、「経営理念や経営戦略に

SDGs を実装（23.8%）」「17 の目標の複数項目が連鎖する形で事業化（15.0%）」「17 の目

標の１つを事業化（11.4%）」については、いずれも前回調査より 3 ポイント前後減少して

いることがわかった。このように、取り組み内容の全体的な傾向に大きな変化は見られな

かった。 

 

表 3:勤務先等における具体的な取り組み 
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3-3 企業等での取り組みに対する認知度 

 SDGs に取り組んでいる企業の認知度（表４）については、「知らない（72.3%）」と答え

た人が圧倒的に多く、認知度はかなり低い状況にあることが分かった。とはいえ、知ってい

る人の割合は前回調査（16.2%）よりも 11.5 ポイント上昇していることから、企業等での

取り組みに対する認知度は高まりつつあると言える。 

 

表 4:SDGsに取り組む企業の認知度 

 

 

3-4 まとめ 

 本章では、地域や企業等における取り組みの実施状況とその認知度について把握した。そ

の結果、SDGs に関する取り組みを行なっている地域の認知度は依然として極端に低い状況

にあったものの、勤務先や学校等での取り組みについての認知度、企業での取り組みに対す

る認知度は少しずつ高まっていることが分かった。また、具体的取り組み内容については目

立った変化は見られなかった。 
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4. SDGsに対する考え方と意識 

4-1 SDGsに対する現在の考え方や関わり方 

(1) 単純集計結果 

 SDGs に対する個人の考え方や関わり方についての質問に対する回答結果（表５）をみる

と、最も多かったのが「特になし（34.6%）」という回答であったが、前回調査より約 10 ポ

イント減少していた。次に多かったのが「SDGs の考え方に共感している（30.0%）」や「今

後、SDGs が重視される世の中になると考えている（25.0%）」という回答であり、いずれも

前回調査と比べて約 5 ポイント増加していることが分かった。また、「日常生活において

SDGs を意識した行動をとっている（13.5%）」という回答が前回調査よりも 6.5 ポイント

増加している点も特徴的である。 

 以上のことから、個人レベルでは無関心からポジティブな意識への変容傾向がみられ、具

体的な行動を起こす人が増えはじめている状況にあるといえる。 

 

表 5:SDGsに対する考え方や関わり方 
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(2)属性別クロス集計結果 

①性別と考え方について 

 性別による SDGs に対する考え方の差を比較するためにクロス集計（表６）を行なった。 

全体的には性別による大きな差は見られなかったものの、「日常生活において SDGs を意

識した行動をとっている」「SDGs の考え方に共感している」という回答の割合については

女性の方がやや高く、「SDGs に興味関心を持ち、自ら積極的に調べている」「SDGs にはあ

まり興味・関心がない」という回答の割合については男性の方がやや高かった。 

なお、前回調査の結果と比較すると、上述した項目については女性（意識した行動：9.4

ポイント増、共感：7.9 ポイント増）の方が男性（調べる：3.4 ポイント増、関心なし：4 ポ

イント増）よりも大幅に増加していた。 

これらのことを踏まえると、女性の方が男性よりも意識的な行動へとシフトしている様

子がうかがえる。 

 

表 6:クロス集計結果（性別＊SDGsに対する考え方） 
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②年齢と考え方について 

 SDGs に関する年齢別の考え方の違いを把握するためにクロス集計（表７）を行った。 

その結果、10 代のみ「SDGs の考え方に共感している（41.9%）」「今後、SDGs が重視さ

れる世の中になると考えている（40.3%）」というポジティブな考え方の回答率が 4 割を超

えていること、その一方で、「SDGs にはあまり興味・関心がない（8.1%）」「特になし（22.6%）」

という無関心層が 3 割程度と他の世代よりもかなり低いことなどが目立った特徴として挙

げられる。また、10 代と 20 代が他の世代と比べて具体的な行動（調べる、商品選択、株購

入、意識した行動）を起こしている割合が若干高い点も特徴的である。そのほかに目立った

特徴は見受けられないものの、30 代と 50 代では具体的な行動を起こす割合と無関心層の

割合がどちらも他の年代よりもやや高いことから、やや二極化の傾向が見られる。 

なお、前回調査の結果と比較すると、20 代前半、50 代後半、60 歳以上の年代において

SDGs の考え方に共感している割合が 10〜15 ポイント増加している点が特徴的であった。 

以上のことから、10 代をはじめとした 20 代までの若い世代の意識がとくに高く、具体的

な行動を起こしている割合も他の世代と比べて高いことが分かった。 

 

表 7:クロス集計結果（年齢＊SDGsに対する考え方） 
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③個人年収と考え方について 

 個人年収と SDGs に対する考え方の関係（表８））についてみてみると、共感している割

合は概ね年収が高くなるにつれて高くなる傾向にあることが目立った特徴だといえる。そ

のほか目立った点としては、「今後、SDGs が重視される世の中になると考えている」と答

えた年収 1,000-1,200 万未満の層が 5 割を超えている点や、「日常生活において SDGs を意

識した行動をとっている」と答えた割合が高いのは年収が低めの層に比較的多い点などで

ある。 

 なお、前回調査結果の特徴と比較すると、年収と共感度の関係は変わっていないが、今回

の調査では年収が高めの層における二極化の傾向は見られなかった。 

 

表 8:クロス集計結果（個人年収＊SDGsに対する考え方） 
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③ 職業と考え方について 

 職業別（表９）にみてみると、「共感している（40.0%）」や「重視される（34.7%）」など

のポジティブな捉え方が他の職業と比べて目立つのが学生であること、自由業の「重視され

る（35.7%）」という回答率が最も高いこと、日常生活において意識した行動をとっている

割合が専業主婦・主夫（22.6%）や公務員（20.4%）で他より若干高いこと、などが特徴的

であった。その一方で、興味・関心がないという項目の回答率は、経営者・役員（25.0%）

が最も高く、特になし（37.5%）とあわせると唯一 6 割を超えていることが分かった。 

また、前回調査結果と比較すると「重視される」という回答が経営者層で大幅に減少（40.9% 

→20.8%）している点が最も大きな変化であり、上述の傾向とあわせて考えると、経営者層

における SDGs に対する捉え方の優先度がこの 2 年で低下していることが伺える。そのほ

か、公務員の意識がポジティブに変化（共感：12 ポイント上昇、意識した行動：18.1 ポイ

ント上昇、興味・関心なし：13 ポイント減少）していることも特徴的である。 

 以上のことから、学生の意識の高さは変わらないが、経営者層の関心度が低くなり、公務

員の意識がポジティブに変化していることが分かる。 

 

表 9:クロス集計結果（職業＊SDGsに対する考え方） 
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④ 年齢性別と考え方について 

年齢性別と考え方の関係（表 10）についてみてみると、サンプル数の影響は考慮する必

要があるものの、10 代男性において「共感している（60.0%）」「重視される（50.0%）」と

いう回答率が特に高い一方で、同項目の回答率が 20 代後半男性、50 代前半男性、40 代後

半女性で他より大幅に低い点が特徴的である。その一方で、「興味・関心なし」「特になし」

をあわせた無関心層が 5 割を超えているのが、男性の場合は 30 代後半以上の全世代である

のに対し、女性の場合は 20-30 代、40 代後半、50 代後半とばらつきがあるという点で差が

見られた。なお、前回調査結果との比較では、特質すべき差は見られなかった。 

 

表 10:クロス集計結果（年齢性別＊SDGsに対する考え方） 
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(2) SDGsに対する考え方の傾向 

 本節では、SDGs に対する現在の考え方や関わり方にどのような傾向があるのか、前回調

査結果からの変化も踏まえつつ把握した。 

 まず、全体的な傾向としては、無関心からポジティブな意識への変容がみられ、具体的な

行動に移行する割合が増え始めている状況にあることが分かった。 

次に、属性別にみると、性差による特徴としては、女性の方が男性よりも意識的に行動す

る傾向にあること、年齢別の特徴としては、10 代をはじめとした 20 代までの若い世代の意

識が特に高く、具体的な行動を起こしている割合も高いことが分かった。また、個人年収ベ

ースでは、前回同様に、概ね年収が高くなるにつれて共感する割合が高くなる傾向にあるこ

と、職業別では経営者層の関心度が低くなり、公務員の意識がポジティブに変化しているこ

となどが特徴的であった。 
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4-2 SDGsに関する今後のアクションについて 

(1)単純集計結果 

 まず、「あなたは、今後、SDGs に関して何らかのアクションを起こしたいと思いますか。」

という設問に対する回答を集計（表 11）した結果、「はい（31.0%）」と答えた人は３割を超

えており、前回調査よりも 5 ポイント以上増加していた。 

 次に、「17 の目標のうち、どの目標についてのアクションを起こしたいですか。」という

設問に対する回答を集計すると表 12 のようになった。結果をみると、最も多かったのが「海

の豊かさを守ろう（36.6%）＜前回 18.9%＞」という回答で、「つくる責任 つかう責任

（34.3%）＜前回 18.9%＞」「住み続けられるまちづくりを（32.5%）」という回答がそれに

次いで多く、いずれも 3 割を超えていた。その一方で、「産業と技術革新の基盤をつくろう

（9.6%）」「パートナーシップで目標を達成しよう（7.0%）」という回答は１割に満たない結

果となった。前回調査と比較すると、上位を占めた３つの回答のうち、「住み続けられるま

ちづくり」以外の２項目は変化しており、それら上位２項目については、前回調査時よりも

15 ポイント以上増加している点が特徴的であった。 

 さらに、「具体的にはどのようなアクションですか。」という設問に対する回答を集計（表

1）してみると、「日常生活において SDGs を意識した行動をとりたい（57.9%）」と答えた

人が最も多く、「SDGs に関係のあるような商品やサービスを選びたい（38.4%）」「SDGs に

関係のあるような活動に参加・協力したい（29.1%）」という回答がそれに次ぐ結果となっ

た。前回調査と比較すると、日常生活において SDGs を意識した行動をとりたいと考える

人の割合がわずかに増加した以外はすべての項目でわずかに減少していることが分かった。 

 以上のことから、アクション意向はやや増加傾向にあること、17 の目標に対するアクシ

ョン意向としては循環を連想させる項目への意識が高くなっていること、具体的なアクシ

ョンとしては前回同様、日常生活との関連性がイメージしやすい項目に対するアクション

意向が強いことなどが特徴だと言える。 

 

表 11:SDGsに関するアクション意向 

 

 

- 59 -



表 12:17 の目標に関するアクション意向 

 

 

表 13:具体的なアクション意向 
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(2)属性別クロス集計結果 

①性別とアクション意向について 

男女別の SDGs に関するアクション意向（表 14）を集計した結果、女性の方が男性より

も「はい」と答えた割合が高く、「いいえ」と答えた割合が低いことが分かる。また、前回

調査時よりも「はい」と答えた女性の割合が約 9 ポイント増えていた。これらのことから、

女性のアクション意向が高まっているといえる。 

 

表 14:クロス集計結果（性別＊アクション意向） 
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②年齢とアクションについて 

 年齢別の SDGs に関するアクション意向（表 15）を見てみると、10 代（59.7%）のアク

ション意向が最も強く約 6 割を占めていること、それに次いで 30 代前半（40.0%）や 20 代

前半（35.0%）などのアクション意向が強いことが特徴的だといえる。また、40 代以上の世

代では「分からない」という回答が 5 割以上であり、50 代前半の世代では「いいえ」が「は

い」を上回る結果となった。なお、前回調査との比較では、20-30 代における「分からない」

という回答の割合が減少して、いずれも 5 割を下回った点が特徴的である。 

 以上のことから、10 代をはじめとした 30 代前半までの若い世代がそれ以上の年齢層よ

りも強いアクション意向を持つ傾向にあるといえる。 

 

表 15:クロス集計結果（年齢＊アクション意向） 
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③個人年収とアクションについて 

個人年収別に SDGs に関するアクション意向を比較した結果（表 16）、年収が高くなるに

つれてアクション意向が強くなる傾向にあることが分かった。これは、前回調査時と同様

の傾向である。 

 

表 16:クロス集計結果（個人年収＊アクション意向） 
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④職業とアクションについて 

 職業別の SDGs に関するアクション意向（表 17）を比べてみると、「はい」と答えた割合

が最も高いのが学生（48.4%）で、公務員（40.8%）、その他（34.1%）、事務系会社員（33.8%）

がそれに次ぐ結果となった。その一方で、自営業（21.4%）、自由業（21.4%）、経営者（25.0%）

のアクション意向が低いという結果になった。 

前回調査結果と比べて大きく変化したのは、公務員のアクション意向がかなり強くなっ

ている点、学生のアクション意向が 5 割近くまで高まった点である。また、経営者について

は「いいえ」と答えた割合は大幅に減少したものの、「分からない」と答えた割合が大幅に

増えている点を踏まえると、経営的に難しい判断を迫られている状況にあることが予想さ

れる。 

 

表 17:クロス集計結果（職業＊アクション意向） 
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⑤年齢性別とアクションについて 

 年齢性別に SDGs に関するアクション意向（表 18）を比較した結果、サンプル数を考慮

に入れる必要はあるものの、「はい」と答えた割合が最も高かったのは 10 代男性（70.0%）、

10 代女性（57.7%）、30 代前半女性（44.4%）、40 代前半女性（39.0%）、30 代前半男性（36.6%）、

20 代前半女性（36.4%）、20 代後半女性（35.7%）であった。前回結果と比べると、ほとん

どの年代において女性のアクション意向が高まっている点、年齢性別問わず「いいえ」と答

えた人の割合が全ての世代で 3 割を下回った点などが特徴的である。 

 

表 18:クロス集計結果（年齢性別＊アクション意向） 
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(3)今後のアクションについての傾向 

 本節では、SDGs に関する今後のアクションについて、その意向や具体的な内容をもとに

傾向を把握した。 

 まず、全体的な傾向として、アクション意向はやや増加傾向にあること、17 の目標に対

するアクション意向では、循環を連想させる項目への意識が高くなっていること、具体的な

アクションとしては、日常生活との関連性がイメージしやすい項目に対するアクション意

向が強いことが特徴的である。 

 次に、属性別に見てみると、男女別では女性のアクション意向が高まっていること、年齢

別では 10 代をはじめとした若い世代のアクション意向が他の世代よりも強いこと、個人年

収別では年収が高くなるにつれてアクション意向が強くなる傾向にあることなどが分かっ

た。また、職業別では、学生のアクション意向が特に高く 5 割近くを占めていること、前回

と比べて公務員のアクション意向が大幅に高まっていること、経営者のアクション意向が

前回よりも不明瞭になっていることなどが特徴的であった。 

 

4-4 まとめ 

 本章では、SDGs に関する考え方や意識、今後のアクションについての意向を把握した。 

全体的には、無関心からポジティブな意識への変容がみられ、アクション意向はやや増加

傾向にあることが分かった。 

属性別にみると、性別では女性のアクション意向が高まり、年齢別では 10 代の意識が高

くなると同時にアクション意向が強くなる傾向にあることが分かった。また、年収が高くな

るにつれて意識が高くなり、アクション意向も強くなること、職業別ではポジティブな意識

の経営者層の割合が減ったこと、公務員の意識がポジティブに変化していること、学生と公

務員のアクション意向が高く、経営者のアクション意向が不明瞭になっていることなどが

特徴的であった。 

以上を踏まえると、毎回の調査で変わらない特徴として 10 代の意識とアクション意向が

とくに高い点は、これからの時代の在り方を考えるにあたって重要な示唆に富む傾向だと

いえる。その一方で、経営者の思考の変化については詳細な分析が必要だが、コロナ禍にお

ける厳しい経営環境が影響していることが予想される。とはいえ、経営層にとっては、若い

世代の意識や意向の傾向を把握したうえで、それを積極的に活かしていく方向で考えるこ

とができなければ、今後の持続的な経営を担保することが難しくなると予想される。 
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5.おわりに 

5-1 調査結果のまとめ 

2 章では、SDGsの言葉の認知度、17 の目標の認知度と北九州市の SDGsに関する取り組

みの認知度について把握した。まず、SDGs の言葉についての認知度は 9 割を超えており、

SDGsの意味についての認知度も 75％とかなり高い割合で認知されていること、年齢層によ

って知った時期や手段に違いがあることなどが分かった。また、17 の目標の認知度につい

ては、20 代後半から 30 代における認知度が低い点が課題であり、17 の目標の興味関心に

ついては、男性の興味関心の低さがこれまでの調査と共通した課題であることが分かった。 

 ３章では、地域や企業等における取り組みの実施状況とその認知度について把握した。そ

の結果、SDGs に関する取り組みを行なっている地域の認知度は依然として極端に低い状況

にあったものの、勤務先や学校等での取り組みについての認知度、企業での取り組みに対す

る認知度は少しずつ高まっていることが分かった。 

４章では、SDGs に関する考え方や意識、今後のアクションについての意向を把握した。

全体的には、無関心からポジティブな意識への変容がみられ、アクション意向はやや増加傾

向にあることが分かった。属性別にみると、性別では女性のアクション意向が高まり、年齢

別では 10代の意識が高くなると同時にアクション意向が強くなる傾向にあることが分かっ

た。また、年収が高くなるにつれて意識が高くなり、アクション意向も強くなること、職業

別では公務員の意識がポジティブに変化していること、学生と公務員のアクション意向が

高く、経営者のアクション意向が不明瞭になっていることなどが特徴的であった。 

 

5-2 今後に向けて 

前節に示した調査結果のまとめを踏まえると、北九州市における SDGsの取り組みは、言

葉を認知してもらう段階から、SDGs の具体的な中身を認知してもらい、具体の目標に興味

関心を持ってもらうフェーズに移行したといえる。 

したがって、今後は、さらに次のステップである、SDGs の取り組みの実践や実装に向け

て、北九州市や各企業・学校等での取り組みについて知ってもらうこと、そのうえで実践に

関わってもらうことが重要になると考えられる。そのため、各主体による取り組みのターゲ

ットに応じて、効果的かつ的確に広報、周知していくことが求められる。それと同時に、実

践に関わってもらう部分については、3 回の調査で共通していた 10 代の意識の高さとアク

ション意向の強さが重要な鍵を握っていると考えられるため、行政や企業との連携を図り

ながら、教育機関においてできるだけ多くの実践機会を教育のコンテンツとして提供して

いくことが、最も効果的だといえる。 

以上をふまえると、今後も定点観測という意味での調査は継続しつつ、新たに初等中等教

育機関等における実践の状況についても調査を行うことで、さらに一歩踏み込んだ考察や

提案が可能になるのではないかと考えられる。 
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障害者に対する差別・偏見に関する実態調査―福岡県直鞍地区を対象に 

 

深谷 裕 

 

１．はじめに 

 2021 年 5 月、障害者への合理的配慮の提供を民間の事業者にも義務付ける、障害者差別

解消法の改正法が成立した（施行は、公布日である 2021 年 6 月 4 日から起算して 3 年以

内）。当該改正法のポイントは、これまで民間の事業者の「努力義務」とされていた合理的

配慮の提供が、国や地方公共団体などと同様に「義務」（法的義務）とされた点である。た

とえば視覚障害者に対しては資料を拡大文字や点字によって作成したり、資料の内容を読

み上げて伝えたりすることが考えられるが、知的障害者や精神障害者の場合は目に見えに

くいことからどのような配慮が必要か理解されにくいのが実情である。さらに、合理的配

慮は、障害者から「現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場

合」に行う必要があるとされているが、障害者本人が社会的障壁を上手く表明できない場

面も多い。 

    その一方で、小規模自治体では差別の実態を明らかにし、それに対する具体的取り組み

のための組織づくりが進んでいなかったり、形骸化している状況がある。そこで本研究で

は、福岡県直鞍地区（直方市、鞍手市、宮若市、小竹町）における差別解消の取り組みの

充実に向け、障害当事者らが日常的に遭遇している差別的経験にかかる実態調査を実施

し、必要な組織体制に必要な要素を検討する。 

 

２．方法 

2022 年 8月〜12 月に、直鞍地区障がい者等差別解消支援地域協議会からの協力を得て、

記述式のアンケート調査を実施した。対象者は、直鞍地区で開催された福祉イベントの参加

者、各福祉関連事業所（基幹相談支援センター、社会福祉協議会、通所施設、入所施設等）

の利用者であり、100 名程度に回答を求めた。なお、障害者本人による回答が困難あるいは

記述困難という場合は、支援者や家族が代わって回答（記載）している。質問項目は、これ

までにあった嫌だった経験、良かったこと・嬉しかったこと、配慮してほしいこと・工夫し

てほしいこと、改善されたこと、伝えたいことである。 

個人情報の保護の必要性から無記名で実施しており、以下の結果の公表では回答者の年

齢や住まい等については伏せている。 

 

３．結果 

 各質問について、以下に整理した。なお括弧内に本人の障害種別と回答者の属性をわかる

範囲で記載している。 
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３−１．嫌だった経験について 

 これまで経験した嫌だった経験を記述してもらったところ、何らかの理由で他者に障害

があるとわかる場合と、気づいてもらいにくい障害とで、それぞれ異なるネガティブな経験

をしていることが明らかになった。他者に障害があるとわかる場合は、嫌な経験として、た

とえば周囲の人からの眼差しや教育関係者や職場の人からの対応、車いす利用者に対する

ハード面での不便さ等が挙げられる。一方で、障害に気づかれにくいが故に生じているネガ

ティブな経験もあった。本人に障害があると気づいている場合でも、周囲の人々や教育関係

者、職場の者が不適切な対応や振る舞い、言葉がけをしている場合があることが明らかにな

った。また、回答からは、たとえ年月が経った後でも負の経験は記憶に刻まれるものである

ことが示唆された。以下、具体的な回答を列記する。 

⚫ 周囲の理解が得られずトラブルが多く、その都度に謝罪が続いた。補聴器をつけている

と嫌な目で見られたり、手話で話すと周囲の目が気になるようで、本人に拒否が見られ

た。（重複障害／母親） 

⚫ 職場内で心ない言葉を言われた。（支援者） 

⚫ マンション入居の際に嫌がられた。科目履修の学生証を見せることで、何とか入居でき

た。（精神／父親） 

⚫ B 型就労支援事業所で他の利用者に精神的に体調が悪いことを伝えても、それを理解

してもらえずに、嫌な事ばかり言われた。（精神／本人） 

⚫ 20 年ほど前、職場で障害を理解してもらえず暴言やいじめを受け、結果的に居られな

いようにされた。（精神／本人） 

⚫ 吃音について、「何でそんなしゃべり方」とか「変なしゃべり方」と同級生に言われた。

（身体／支援者） 

⚫ 障害を理由に退職に追い込まれた。（知的・精神／本人） 

⚫ 30 年くらい前、小学生の頃、友達からいじめられた。集団リンチを受けた。（知的／本

人） 

⚫ 職場で「“それをやって”って言ったじゃん」と怒られた。（知的／支援者） 

⚫ 障害について分かってくれていたら、仕事を辞めなくて済んだかもしれない。（精神／

本人） 

⚫ 公園や遊園地などで乗れない乗り物がある。学校などで「バリアフリー」とうたってい

てもトイレ、手洗い等、使いにくい時がある。たとえば手洗い場の足元にスペースがな

いために車いすの足元があたって手が届かない。（身体・家族） 

⚫ 職場に、常勤はまだ難しいと医師から言われていることを伝えると、短時間勤務の相談

にのってもらえず、仕事復帰できなかった。（精神／本人） 

⚫ まだ小さい頃、公共でパニックを起こしたり、大声を出したりするので、陰口を言われ

たり、指をさされた。（知的／家族） 

⚫ 作業所にいたときに代表者だけに挨拶されて、障害がある当事者は無視された。（精神
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／本人） 

⚫ 幼稚園がなかなか受け入れてくれなかった。（知的／家族） 

⚫ 地元の学校に入学する際、地元以外の学校を何度も勧められた。（知的／家族） 

⚫ 10 年ほど前、行政機関で「人に迷惑をかけるのだったら施設に入ったら」と言われた。

（知的／本人） 

⚫ 支援体制が整っていないという理由から、幼稚園・保育所の受け入れを断られた。（発

達／母親） 

⚫ 幼稚園で他の園児と同じ事ができず悔しい思いをしたことはある。できるだけ一緒に

活動してもらえるように、努力はしてもらっているが、身体的な面で難しいこともあ

る。あきらめも必要とは思うが、工夫すればできることもあるため、一緒に取り組んで

ほしい。（身体／母親） 

⚫ 跡取りをダメにしたのは貴方のせいだと親族から言われた。（精神／本人） 

⚫ 施設を利用しようとしたときに、他の客の迷惑になりそうという理由で断られた。（知

的／支援者） 

⚫ 10 年ほど前、家族で外食をした際、レストランの店長らしき人から、他の客の迷惑に

なるので早く出ていくように言われた。（知的／家族） 

⚫ 子どもの頃から、学校や職場や地域の人から身体のことをいろいろ言われる。（身体／

本人） 

⚫ 母親から「頭がおかしい」と言われた。母親は娘に精神疾患があることに抵抗感があり

見下した表現をしている。（精神／支援者） 

⚫ 外出時や事業所周辺を散歩する際など、利用者さんが大きな声を出して注目が集まり、

周囲に居た人の目が気になった。（支援者） 

⚫ タクシーを呼んだら、車椅子の者がいるのを見て運転手から舌打ちされ嫌な顔をされ

た。（身体／家族） 

⚫ 強度行動障がいのある人が母親と話しているのを見た高校生が、指をさして笑ってい

た。（発達） 

⚫ 自動車学校で高齢の教官から「難病があるから免許取得難しいんじゃない。怪我する

よ」など、否定的なことを言われた。（難病・知的） 

⚫ 外食をしたいと思っていても車いすが入るスペースがなかったり、トイレが車いすで

は入れないなどの理由によりあきらめる事になった。（身体／家族） 

⚫ 銀行で口座開設をする際、本人確認が必要なため、本人を連れてきてほしいと言われ肢

体不自由なため困った。（身体／家族） 

⚫ 役所の手続きで高圧的な態度をとられて委縮してしまい、うまく答えられなかった。

（知的・精神） 

⚫ 役所に手続きに行ったが、わかりやすく説明してもらえず、結局手続きができず帰宅し

た。（知的／支援者） 
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⚫ スポーツ施設を利用したいと申し込みをした時に、他の人に迷惑がかかるかもしれな

いとのことで日時を変更させられた。 

⚫ ハローワークで上手く話せない時に「何言ってんの？」というようなことを言われ、馬

鹿にされた。（精神／本人） 

⚫ 公共施設の障害者スペースの駐車場に車をとめたら、内部障害で外見ではわからない

ためか、にらまれた。（身体／本人） 

⚫ 車いすで花火大会に参加し、人ごみの中を車いすで通っていたら、「こんな人ごみの中

を車いすで通るなんて非常識だ！他の人がケガをしたらどうするんだ！」と怒鳴られ

た。（身体／本人） 

⚫ 食事を注文する際に指でメニューを指していたが、気づいてもらえず注文がうまくで

きなかった。 

⚫ 精神障害があるため正規職員ではなくパートの採用となった。（精神／本人） 

⚫ 未診断のときコミュニケーションが上手にとれなかったが、学校の先生や医者の理解

がなく、心ない発言があった。それにより不登校や病院に行けなくなった。 

⚫ 近所の子どもが「あの子どうして‥」と言いかけたら、親が「黙ってなさい」と言い、

子どもの手を引いて遠くに行ってしまった。（身体／家族） 

⚫ 病気があるため、スーパーでカートから物をレジの台に移したり抱えたりすることが

でないが、見た目にわかりにくいため頼みにくい。レジの人に頼んだ時に「何で？」と

じろじろ見られ嫌な思いをした。（難病／本人） 

⚫ スーパーの通路に特売品を積まれていて、車いすでは通ることができず、買い物ができ

なかった。（身体／家族） 

⚫ 職場で調子が悪いときに上司から怒鳴られて、「病院で診察を受けて来い」と怒鳴られ

た。（精神／本人） 

⚫ 店員に話しかけても、返答は同行したヘルパーさんに答えられることが多い。（身体／

本人） 

 

３−２．良かったこと・嬉しかったこと 

 回答者の中には、周囲から親切に対応してもらったり、学校の友人や職場の人から配慮し

てもらうというポジティブな経験をしていることが明らかになった。また、近年では交通機

関の割引制度や、スロープの設置、多目的トイレの設置などバード面での改善などもあり、

それらの取り組みが、障害のある人の生活状況の改善につながってきていることが示唆さ

れた。 

◼ 同級生が車いす移動していた息子の車いすをよく押してくれた。（身体／家族） 

◼ 道を譲ってもらった。（身体／本人） 

◼ 選挙の投票所で介助してもらった。（身体／本人） 

◼ 行列に並んだ時、優先的に入れてもらった。（身体／本人） 
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◼ お手伝いしましょうと声をかけてもらった。（身体／本人） 

◼ 医療機関で体を気遣ってもらった。（精神／本人） 

◼ バス等で割引してくれるようになったことで、近年友達が沢山できた。（精神／本人） 

◼ 優しく丁寧に教えてもらった。（精神／本人） 

◼ 「仕事を頑張っているね」と言われる。最近では、作業所でも私に話しかけてくれるこ

とが多くなった。また挨拶をしたら、相手も挨拶を返してくれる。（精神／本人） 

◼ 近所の清掃を一人で始めたところ、「障害があるのに頑張ってもらって有難う」「無理し

ないでくださいね」と言われた。（身体／本人） 

◼ 杖を持っていると、エレベーターや座席を優先的に譲ってもらえる。（身体／本人） 

◼ 車いすなので、エレベーターを降りる際に、急に閉まらないように扉を押さえてくれ

る。（身体／本人） 

◼ 飲食店で車いすから手を伸ばしてもテーブルに届かなかった際、店員さんが嵩上げす

る木の板を、テーブルの上に置いてくれた。（身体／本人） 

◼ 車いすでスーパーに行った際に、「何か商品をとりましょうか？」「困ったことないです

か？」と心配して声かけをしてもらった。（身体／本人） 

◼ 音声で本の朗読を聞ける作品の数が増え、質も上がり、視覚障害者が楽しめるコンテン

ツの幅が広がった。（身体／本人） 

◼ バリアフリー化が進んでおり、大型ショッピングセンターなどでは屋根付きの駐車ス

ペース（障がい者用）が設けられている。 

◼ 生活介護事業所利用者複数で外食に行くときに、個室を用意していただき皆で楽しむ

ことが出来た。（知的／支援者） 

◼ 場所や相手を問わず、誰にでも話しかけてしまう方だが、電車内で話しかけても笑顔で

返してくださる人がたくさんいた。少し騒がしくなっても許容して下さった。 

◼ 職場で体調が悪いときなど、気づいて「大丈夫？」と声をかけてくれる。また、いつで

も相談できるように環境も整えてもらう事ができた。（精神／本人） 

◼ 車いす利用者でも使える自販機ができたこと。 

◼ 役所で大きな声が出ていた知的障害者に対して、優しく「大丈夫ですか？」と声をかけ

てくれたスタッフがいた。 

◼ 作業所の職員が理解しようと親身になってくれて、友人も出来た。作業所での対応が良

く、人に頼ることを覚えた。（精神／本人） 

◼ 幼稚園の方から補助具の製作や利用など、進んで工夫案を提示してもらえた。（身体／

母親） 

◼ 落ち込んでいた時に、職場の上司が気にかけてくれた。（知的／本人） 

◼ 役所の担当者が気を利かせてくれたこと。（身体／家族） 

 

３−３．配慮してほしいこと、工夫してほしいこと 
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 当該質問項目に対する回答からは、障害者の社会生活を改善するような制度が導入され

ても、制度への理解不足や運用方法に課題があり、それが不便さを生み出していることが明

らかになった。また、多くの回答者は、他者の障害に対する無理解ゆえに、さまざまな不本

意な経験をしてきたが、それらを障害にかかる教育や啓発の不足としてとらえていた。その

ため、学校教育やメディアを通して障害（者）への理解が広まることを強く願っていること

が明らかになった。 

◆ 優しくしてほしい。（知的／本人） 

◆ 曖昧な表現より、分かりやすく短く伝えてもらえると助かる。（精神／本人） 

◆ 動画等を使って、表現しやすくすると皆さんが過ごしやすいと思う。（知的／本人） 

◆ 自分自身の長所を生かせるような働きかけ。（精神／本人） 

◆ 学校でも障害者についてちゃんと学習に取り入れてほしい。（精神／本人） 

◆ うつ状態が強くて、体が動かせない時などに少し休ませて頂けると嬉しい。（精神／本

人） 

◆ 障害の理解について、広く周知するところを増やす。（身体／支援者） 

◆ アプリの充実（IT の活用、発展を期待したい）。 

◆ まずは「できない」という考え方から「どうしたらできるか？」という考えで接しても

らえたらと思う。障害があっても「自分でやりたい」「やってみたい」という思いがあ

ると思う。 

◆ スロープの角度を大人用ではなく子どもでも使えるように角度を緩やかにして欲しい。

（身体／家族） 

◆ 障害者自身が声を出して広報できる場所があればと思う。（精神／支援者） 

◆ 精神障害者は見た目ではわかりにくいので、優先席など座るのに遠慮してしまうが、抵

抗のないマークや目印等あればと思う。（精神／本人） 

◆ 障害者だと分かっていても、どのような対応が望ましいのか分かりにくいことが多い

ため、分かりやすく表現できるものがあったらいいと思う。 

◆ 困っているとき、無視せずに声をかけてほしい。（知的／本人） 

◆ ゆっくり分かりやすい説明であれば理解できる方も多い。（精神／支援者） 

◆ 子どもの頃から障害者との接触やチャンスを増やす事。いつでも誰でも事故などで障

害者になり得る可能性がある事を仮想体験して頂く機会を設けること。（知的／家族） 

◆ 漢字をひらがなにかえてほしい。（知的／本人） 

◆ 本人の気持ちを想像してみてほしい。（身体／本人） 

◆ 学校の授業、メディア、映画、ドラマ等で、障害者と健常者の共生社会についてたくさ

ん取り上げてもらいたい。障害者は配慮内容が個人レベルで違うので、障害者側はそれ

を（取説書を作る等）発信し、周囲はそれに配慮する。（身体／家族） 

◆ 実際に交流し、触れ合う場を作ること。障害者ばかりで集まるのではなく、交流が理解

に繋がる。（身体／家族） 
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◆ 車いす利用の者には、「まごころ駐車場制度」1があるが、車いす利用者が運転手ではな

い場合、障害者を降ろしてから一般の駐車場利用を勧められることがある。本人を一人

にできない状況なので、色々な状況を理解して配慮してほしい。（身体／家族） 

◆ 健常者の人達と同様に接してほしい。（精神／本人） 

◆ お互いに気遣い、話しかけること。差別されている人にも話しかけること。（精神／本

人） 

◆ 見た目では判断しないでほしい。（身体／本人） 

◆ 障害の有無に関係なく、相手に対する接し方など具体的にもっと啓発運動が必要。（身

体／本人） 

◆ 健常者が車いす利用者の駐車場に駐車していて、障害がある人が駐車できないことが

多く見受けられる。（身体／本人） 

◆ もっと障害や病気のある人の人権や自由を認める学習が必要だと思う。障害者につい

て理解を深められるような場を設けることが大切だと思う。（知的／家族） 

◆ 障害者がいる家族や接触経験のある知人は自然に接して、一人の尊厳ある人間として

尊重してくれる。人々の接触経験を増やすためにも、障害者が外に出て社会参加する機

会を増やせるようにする支援が大切だと思う。（身体／本人） 

◆ 障害者について伝わりやすいように漫画形式を用いる等の工夫が必要だと思う。（身体

／本人） 

◆ 障害がある方の社会参加に向けて、何が出来るか関係者で話し合う場を増やす。 

◆ 公共交通機関に差別解消の部署を作ってもらう。 

◆ 今の状況では障がいのある人とない人が分け隔てられて生活しているように思われる。

時間はかかると思うが、小さいころから障がいのある人、ない人が一緒に過ごすことで

差別がなくなり、必要な支援を当たり前のように出来る様になり、障がいのある人も生

きやすい社会になるのではないかと思う。 

◆ コンビニは支払いの形態が変わって、JR は無人化が進んでいるが、障害者にとっては

利用が難しいケースが出てくるかもしれないので、誰もが利用しやすくなってほしい。 

◆ 障害者がもっと自由に安価でできる移動手段（介助を含め）があったら良いと思う。 

◆ 地域のお祭りや大会等、開催する時に合理的配慮に対する準備は十分にできているの

か審査したり、検討する機会や人を必ず入れてほしい。障害のある人が嫌な思いをする

前に、事前に対策をしてほしい。 

◆ 「ヘルプマーク」2をもっと広く普及させてほしい。 

 

1 障害のある方や高齢の方、妊産婦の方など、車の乗り降りや移動に配慮が必要な方が、公共施設、店舗

等の障害者等用の駐車場などに車をとめ、安全かつ安心して施設を利用できるように支援する制度。 

2 目や耳、言語の障害、内部障害や難病、知的障害、精神障害、認知症など、外見からわからなくても援

助や配慮を必要としている方が、周囲の方に配慮を必要としていることを知らせるマーク（タグ）。市区

町村窓口で配布している。 
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◆ 多目的トイレの増設（公園や商店街など）。 

◆ 障害者が不自由さを感じて外出が億劫になったり、社会との繋がりが薄くならないよ

うにすることが大切だと思う。 

 

３−４．改善されたと思うこと 

先の「良かったこと・嬉しかったこと」と一部重複するが、近年ではハード面での整備が

進み、車いすを利用する障害者にとっては、かつてと比較すれば生活環境が改善されたとい

うことが示唆された。また、さまざまな技術革新やアプリケーションの普及もまた彼らの生

活を大きく変えていることが明らかになった。さらに少しずつではあるが、人々の間で人権

が意識されるようになってきていることを示すような記述もあった。 

・ 障害児が利用できる放課後等デイサービスが増えたこと。（身体／家族） 

・ 障害当事者による SNS の発信も多く、明るいイメージになった。（身体／家族） 

・ 物理的なバリアフリーが進み、また理解してくれる人も多くなり、外出が苦にならなく

なってきた。（身体／家族） 

・ ユニバーサルデザインおよびバリアフリーは少しずつ増えてきており、安心して社会

参加できるようになった。（身体／本人） 

・ 「高次脳機能障害」という名称は、以前に比べると知っている人が増えてきた。（身体

／家族） 

・ 親としては本人の障害を隠さない生き方をしているので、近所の人や知り合いはいつ

も協力してくれる。（精神／家族） 

・ バスの料金が半額になった。生活費が少ないので助かっている。（精神／本人） 

・ 「防災メール・まもるくん」3が分かりやすい。（身体／本人） 

・ 駐車場で障害者のためのスペースが多くなった。（身体／本人） 

・ トイレに「みんなのトイレ」と示してあることで、親子で入れるようになった。（知的

／家族） 

・ 発達障害について理解をしてもらえるようになった。（精神／本人） 

・ テレビで障害者についての色々な特集がある。（精神／本人） 

・ ハード面では充実してきたと思う。ソフト面では様々な書籍や動画でも身近なものに

なってきたので、あとは受け取り側の姿勢次第。 

・ SNS での発信が自由にできるようになったことは大きいと思う。（家族） 

・ 精神科受診が特別なことではなく、障害を持ちながら働いている人もいるという認識

を持っている人が増えた。（精神／本人） 

 

3 福岡県の防災メール。災害などの情報を登録された携帯電話やパソコンに E メールで配信している。地

震、津波、気象情報や注意報･警報他、避難情報、安否情報、不審者情報などの地域の安全に関する情報

を得ることができる。 
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・ 障害がある人もない人も利用できるようなサービスやお店が増えたと思う。車いすの

人などに配慮した席などが増えた。（精神／本人） 

・ 駅などで転落事故防止等の工夫が増えている。 

・ 以前と比べると障害者が街に出ているのをよく見かけるようになった。スロープや信

号、わかりやすい表示などは誰にでも優しい。（知的／家族） 

・ 最近は障害者と知っても馬鹿にはしなくなった。（身体／本人） 

 

４．考察 

 今回の聞き取り調査からは、バリアフリーやユニバーサルデザインという語句が一般的

になってきたことが示すように、スロープの設置や車いす専用駐車場、ヘルプカード等、建

物や道具を通したハード面での変化が、障害者の日常生活によい影響をもたらしつつある

ことがわかる。日本では、障害者や高齢者を含むあらゆる人が活力ある日常生活を送り、社

会参加できるユニバーサル社会の実現に向けて施策を講じてきた。東京オリンピック・パラ

リンピック開催を契機に、2018 年には障害者、高齢者等に関する個別の施策を統一的かつ

有機的な連携をもって進める仕組みが必要になったことから、「ユニバーサル社会の実現に

向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関する法律」が施行されている。また、同年に「高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（通称：バリアフリー法）が改正さ

れている。これらの法律や制度的な変化により、アクセスの利便性が上がり、また適切なサ

ポートを受けることができる施設が増えている。それは、今回の聞き取りの対象となった直

鞍地区にも当てはまるということであろう。 

 また、2021 年に改正された障害者差別解消法では、合理的配慮義務が規定されており、

障害のある人から、社会の中にあるバリアを取り除くために何らかの対応を必要としてい

るとの意思が伝えられたときには、負担が重すぎない範囲で対応することになっている。し

たがって、日常生活を送る中で障害者が不都合を感じていることがあれば対話を重ねつつ、

不都合をなくしていく取り組みをしなければならない。 

 しかし実際は、これまで不都合がある場合でも我慢を強いられてきた障害当事者あるい

はその家族にとって、その不都合を相手に伝えることは必ずしも容易ではない。したがって、

不便を感じている事柄については、そのことを伝えてもよい、伝える権利があるということ

を障害当事者に理解してもらう必要がある。また、支援者や家族は当事者が置かれている不

状況の改善に向けて働きかけをしていくことが重要になる。 

 とりわけ本調査結果からは、人々の認識に関わる側面（ソフト面）においては、改善され

ていかなければならないことが多くあることが明らかである。たとえば、職場における対応

や、日常生活における声掛け、障害に配慮した態度や振る舞いは、回答者が「配慮してほし

いこと・工夫してほしいこと」の中で希望するような方向性へと改善される必要があり、そ

のためには、一人一人が障害のある人の暮らしや気持ちを想像し、「心のバリアフリー」を

目指すことが求められる。 
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確かに、障害の程度や種別等により必要な配慮の個別性が高いため、場面によって求めら

れる配慮のあり方が異なることもある。また、障害があり困っている人に遭遇した時、手を

差し伸べたいと思っていても、具体的にどのような声掛けをすべきかわからない、逆に迷惑

になるのではないか、断られたら恥ずかしい等の気持ちから実行に移せない場合もあるか

もしれない。したがって、さまざまな障害者との対話を通して、どのような場面でどのよう

なサポートや関わりが必要になるのかを少しずつ学び取ると同時に、声をかけることを習

慣化し、声かけに慣れることも必要であろう（実際は、回答でもある通り、親切な声掛けに

対しては肯定的に受け止められるものである。） 

 一方で、昨今では学齢期には特別支援教育として学びの場が分けられ、親族に障害者がい

るという環境ではない限り、子どもの頃から障害のある人と直接的に交流する機会はかつ

てと比較すると減少しているのも事実である。また、職場においても障害者雇用は進められ

ているものの、そのことによって障害のある人を目にする機会は増えても、多様な障害者と

の直接的交流の機会が増加したというわけではないだろう。このような障害のある人との

接触機会の減少は、障害者に対する理解の広まりを阻む要因になっている。したがって、障

害のある人の社会参加をどのように促進していけるかについて継続的に検討し、工夫をし

ながら実現させていかねばならない。 

 そのためにも、障害者支援の組織体制においては、多様な当事者からの声を反映できるよ

う、構成員に障害当事者を含めることが重要である。また、住民と障害当事者が接触できる

機会を積極的に創りだしたり、既存の地域活動において障害者がより参加しやすい工夫を

講じることが求められるのである。 

 

５．まとめ 

 福岡県直鞍地区における差別解消の取り組みの充実に向け、障害当事者らが日常的に遭

遇している差別的経験を明らかにすることを目的に、実態調査を実施した。具体的には、こ

れまでにあった嫌だった経験、良かったこと・嬉しかったこと、配慮してほしいこと・工夫

してほしいこと、改善されたこと、伝えたいことについて、尋ねた。その結果、ハード面で

の改善が障害者らの生活に肯定的な影響を及ぼしてきている一方で、ソフト面での改善が

必要とされており、心のバリアフリーの促進を進める必要性が今後特に重要であることが

明らかになった。 

調査からは本人に障害があると気づいている場合でも、周囲の人々や教育関係者、職場の

者が不適切な対応や振る舞い、言葉がけをしている場合があることが明らかになった。した

がって、障害のある人との直接的な交流や対話の機会を増やすことで、適切な配慮がなされ

る環境を構築していく必要がある。SDGs では「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と

包摂性のある社会の実現を目指しているが、言うまでもなく、ここには障害のある人も含ま

れている。誰にとっても暮らしやすい社会とは、障害者にとっても暮らしやすい社会であり、

その実現のために何ができるのか、今一度再確認する必要があるだろう。 
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新しい外国人労働者の活用モデルの模索（その４） 

―技能実習生と大学生の交流についての実現性に関するヒアリング調査― 

 

見舘 好隆**・河合 晋** ・竹内 治彦** 

要約 

第一著者と大学生が企画した技能実習生との街歩きツアーの振り返りを土台に、遠賀町や

直方市、北九州市の国際交流担当者へのヒアリングレポートを素材に考察した、今後の大学

生と技能実習生との交流の可能性について提案する。 

まず、技能実習生の支援についてのポイントは 3つ。①技能実習生の働き方改革の着手。

少子化で人材不足に悩む地方の中小企業にとって、技能実習生の継続的な確保は重要。しか

しながら、従来の安価な労働力として酷使する姿勢では、SNSを通して母国の若者にマイナ

ス面が認知され、さらに法改正によって技能実習生も転職可能になれば、持続的な雇用はで

きない。だからこそ、働き方改革の一環で日本語教育や文化交流が必要。②企業を巻き込ん

だ支援の着手。従来の地域国際化協会が行っている外国人住民への支援では、実質出稼ぎに

来ている技能実習生が勤務終了後や休日などに参加することは難しい。よって、彼らを雇用

している企業からの後押しが不可欠。③日本語教室等のボランティアの育成、及び若手の参

加の必要性。ボランティアの多くが高齢で活動の持続性が危惧される。さらに 20代の技能

実習生が交流したい若者の参加が望まれる。 

また、地方公共団体による技能実習生支援を阻害する可能性がある要因の一つが、地元企

業の支援を行っている部署と、外国人と住民との交流を担っている部署が別々に存在するた

めに、連携しなければ実現できない点にある。例えば北九州市の場合、技能実習生を含む外

国人雇用による地域企業支援は産業経済局、外国人の生活支援を企画調整局（及び北九州国

際交流協会）が担当しており、前者は主に人手不足解消に向けた技能実習生の地域企業での

雇用について、後者は技能実習生を含めた外国人市民全体への支援や交流について活動して

おり、多くが日本語レベルの高くない状態で就労している技能実習生の職場での定着と生活

支援両方に関わる、すなわち技能実習生に特化した日本語教育や文化交流は、その組織の役

割の隙間に存在するため、後手に回っている現状が観察された。 

さらに、本稿のテーマである大学生との技能実習生との交流の実現性について、技能実習

生と年齢が近い大学生だからこそ、日本語教育や文化交流を活性化する可能性があることが

見出された。 

 

 

１．これまでの研究のまとめ 

本研究は、大学生が外国人労働者と交流することで、双方のキャリア形成に資する学習環

境を生み出すことの模索からスタートした。 

 
* 北九州市立大学 ** 岐阜協立大学 
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問題の背景として、まず日本で働く外国人労働者（特に技能実習生）について、主に一次

産業や中小企業における「安価な労働力」としての酷使、いわゆる労働基準関係法令違反が

報じられている。この現状に危機感を持った政府は、外国人の技能実習の適正な実施及び技

能実習生の保護に関する法律（2016年法律第 89号）及び出入国管理及び難民認定法及び法

務省設置法の一部を改正する法律（2018年法律第 102号）の附則に基づき、技能実習制度

及び特定技能制度の検討を行うため、外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議の下、

両制度の施行状況を検証し、課題を洗い出した。その上で、外国人材を適正に受け入れる方

策を検討し、関係閣僚会議に対して意見を述べることを目的として、2022年 11月 22日に

技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議の開催が決定された。現在、

2023年 2月 15日に第 3回、同年 3月 8日に第 4回会議が開催されており、概ね技能実習制

度と特定技能制度を統合し、労働者の転職を可能とする方向で議論されている（現在の技能

実習制度を残そうとする業界関係者の意見も散見されるので、どうなるのかは不明）。なお、

法律では、実習実施者（企業単独型のみ）又は監理団体は、技能実習生の入国後、技能等の

修得を行わせる前に技能実習の遂行や日常生活に不自由しない水準の日本語教育を含めた講

習を行わなければならないとなっているが（出入国在留管理庁・厚生労働省 2022）、現実に

は十分な日本語能力が身についているとは言い難い。この視点においても、地方公共団体を

はじめとした地域の支援が期待されるところである。 

他方で、また大学生の側も、2019年 12月初旬より新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）が発生以降、海外での留学やインターンシップ、スタディーツアー等海外で異文化を体

験する機会をほとんど失った。日本学生支援機構の日本人学生留学状況調査（2023）による

と、2021年度の日本人留学生数は 10,999名と、前年度（1,487名）に比べ増加しているも

のの、コロナ禍前の 2018年度 115,146名には程遠い。現在、コロナ禍は沈静しつつあるも

のの、円安の進行や渡航費の高騰（燃油特別付加運賃）など、阻害要因は多く、異文化共生

の機会は激減し、再構築が求められていると言ってもよい。 

この二つの問題を解決する方策として、まず技能実習生自身のキャリア形成はもちろん、

受入先（実習実施機関）の職場活性化及び良質な人材獲得にも寄与する、新しい外国人労働

者の活用モデルを構築するために、見舘

（2020）「新しい外国人労働者の活用モデル

の模索（その１）－インドネシアの技能実

習生（派遣前）の予備的調査－」におい

て、技能実習生及び実習受入機関双方に配

慮している送り出し機関 A社（インドネシ

ア）の協力を得て、予備的調査を行った。

結果、「新しい外国人労働者の活用モデル」

について３つのヒントを得ることができた

（図表１）。 

次に、外国人労働者がどんなキャリア形

図表１ 新しい外国人労働者の 

活用モデルの 3つのヒント（研究その１） 
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成の場を欲しているのかについて、見舘

（2021）「新しい外国人労働者の活用モデル

の模索（その２）―岐阜県高山市で活躍す

るベトナム人技能実習生の質的調査―」に

おいて、岐阜県高山市にて働くベトナム人

技能実習生 11名に対しM-GTAを援用して

どんな支援を求めているかについて調査し

た。結果、ストーリーラインは、スキル獲

得と貯金、日本文化に触れることを動機

に、スキル向上と自立、上司や同僚を働き

がいとして、修了後においては日本及び母

国においてのキャリアプランを有していた

が、実習受入機関で継続して働くプランを持つ技能実習生はいなかった。また、技能実習生

のキャリア形成を阻害する要因として、「日本語を学ぶ機会の喪失」が挙げられた（図表

２）。 

さらに、見舘（2022）「新しい外国人労働者の活用モデルの模索（その３）―福岡県北九州

市で活躍する技能実習生等外国人労働者の質的調査―」、及び見舘・河合・竹内（2022）にお

いて、技能実習生を戦力として活用している株式会社中園（なかぞの、以下Ｎ社）に勤める

中国人及びベトナム人の技能実習生や特定技能、国際業務の社員 11名に対しM-GTAを援用

して大学生との交流機会の可能性を分析した。 

N社は 1974年 1月創業の北九州市を代表する建築会社であり、従業員数は 117名で、内

訳は社員 102名・技能実習生 15名である。注目すべきは、近年は外国人社員を積極的に採

用し、戦力としている点である。具体的には、技能能実習生を安価で短期（通常 3年間）な

労働力としてではなく、昇給及び賞与のあ

る雇用形態で雇用し、新築の社宅を付与

し、「特定技能」への切り替えを前提として

採用している。つまり日本人の正社員同様

の長期間雇用をモデルないし前提とした雇

用を行っている。さらに外国人留学生を

「技能実習生管理」として雇用し、監理団

体に依存せず、技能実習生の日常生活まで

サポートしている。つまり近年報道されて

いる、技能実習生関連のネガティブな要素

（「安価な労働力」としての酷使）は無く、

外国人労働者を日本人と差別なく雇用し、

生き生きと働く場を提供しており、同社

は、SDGsの目標 10「人や国の不平等をな

図表３ 概念ならびにカテゴリ相互の

関係図（研究その３） 

※研究（その２）の図表２と比べて増加した概念を

太字にしている 

図表２ 概念ならびにカテゴリ相互の 

関係図（研究その２） 
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くそう」の 10-3「差別的な法律、政策やならわしをなくし、適切な法律や政策、行動をすす

めることなどによって、人々が平等な機会（チャンス）をもてるようにし、人々が得る結果

（たとえば所得など）についての格差を減らす。」を具現化している、日本を代表する本当の

意味でのグローバル企業である。 

結果、ストーリーラインは、スキル獲得と貯金、日本文化、さらに口コミや、社長や社員

の印象、親近感を動機に、スキル向上と上司や同僚、さらに報酬と福利厚生を働きがいとし

て、今後については日本・母国でのキャリア形成、特にほとんどがＮ社で継続して働くプラ

ンを持っていた。また、彼・彼女らのキャリア形成を阻害する要因は無く、日本での暮らし

をより豊かにするために日本語や日本文化を学ぶ機会があった。最後に、大学生との交流の

可能性については「日本語教育」と「文化交流」が挙げられた（図表３）。 

 以上をまとめると、大学生との交流の可能性については「日本語教育」と「文化交流」が

挙げられた。前者は新型コロナウイルス感染防止のために Zoomを用いた日本語講座、後者

はそれぞれの国の料理をふるまう「お料理対決」が発話から拾うことができた。 

 

２．研究方法 

これまでの研究を土台に、2022年度は第一著者の勤務校である北九州市立大学の大学生

と、研究その 3でご協力いただいた N社の技能実習生との交流イベントを実施し、振り返り

のインタビューデータをまとめる予定だった。しかし、新型コロナウイルスのパンデミック

がなかなか収束せず、N社の技能実習生の予定及び、技能実習生との交流を希望した大学生

の参加可能日を調整することが遅れ、実施日が 2023年 1月 29日（日）となった。内容は、

研究その３で提示された「日本語教育」「文化交流」のうち後者と定め、新型コロナウイルス

感染防止を企図して「お料理対決」ではなく「街歩き」をすることに同意した。参加者は大

学生が 2名（地域創生学群 2年生 1名、外国語学部 3年生 1名、2名とも女性）と、N社は

技能実習生（中国人、男性）とその指導を行う社員（中国人、男性）で、事前に双方が電話

や Eメールで、門司港や唐戸市場などをフィールドに、街歩きプランを策定した。しかし、

イベント当日、参加する予定だった大学生が 2名とも発熱し、新型コロナウイルス感染防止

を配慮して、急遽、私とN社の技能実習生及び社員と、3名で街歩きのテスト実施を行うこ

ととなった。 

このままでは研究成果として厚みを持てないと考え、技能実習生と大学生の交流について

の実現性について、3つの地方公共団体にヒアリングを行い、その実現性について分析する

ことにした。 

 

２．結果 

（１）技能実習生との街歩きテスト実施と振り返り 

前述した通り、大学生との交流の成果を確認することができなくなったため、大学生と歩

く予定だったコースを技能実習生と技能実習生を管理する社員（ともに中国人）と一緒に歩

くことで、この街歩きのイベントが、今後の交流イベントに資するか、そして実施する上で
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課題は何かについて、終了後にヒアリング調査を行うこととした。 

⚫ 実施日：2023年 1月 29日（日）10：30～14：30 

⚫ 参加者：Ｎ社の技能実習生（中国人・3年目・男性）と、技能実習生管理の社員（中

国人・在留資格は国際業務・男性）と、第一著者 

⚫ コース：門司港をスタートし、連絡船で唐戸市場へ。昼食後、赤間神宮に寄ってから

バスで城下町長府に行き古江小路や功山寺を散策し（写真１）、古民家カフェで休

憩。その後バスで壇之浦へ向かい、関門トンネル人道を歩いて関門海峡を渡り、めか

り街道を歩いて、門司港へ。歩いた距離は約 5.5㎞。 

⚫ 終了後喫茶店でインタビューを実施した。 

以下は技能実習生の発話を要約して掲載する。（カッコ）は第一著者の補足。なお、文中に

おける「研修生」とは、Ｎ社における技能実習生のことである。 

 

【イベントの感想について】 

寒かったけど、楽しかった。時間的にも体力的にも問題ない。また参加したい。知らない

場所を歩いて、分からないことがあったら質問するのが楽しい。若い大学生がいたらもっと

良かったかもしれない。船には初めて乗った（中国の内陸部の出身のため）。鯨やふぐのから

揚げが美味しかった。お寿司も（座るところが少なく、ビニールシートを持参するべきだっ

た）。長府は空気、潮の香りもして良かった。あと、古い建物が一番好き。以前に倉敷を歩い

たことがある。古民家カフェで飲んだコーヒーも美味しかった。 

【改善点について】 

街歩きをする場所の希望はない。いろんな景色

がみえて、いろいろお話しながら歩けたら楽し

い。ただし、それは私が、街歩きが好きだったか

ら。他の研修生が参加するかどうかは分からな

い。もし次回実施するなら、自由参加ではなく、

会社からの指示にした方がいい。先生や大学生か

ら研修生を直接誘うのは、言葉の問題で無理です

し。社員旅行のように、すべて会社負担のイベン

トでない限り、集めるのは難しい。自分の休みの

日は自分の個人の時間ですから。 

【日本語教育について】 

日本語の勉強会なら、街歩きなどのイベントより集まるかもしれない。普通、研修生が使

う日本語は現場だけで、それ以外はほとんど使いません。だから、積極的に学ぼうという研

修生は少ないですね。大学生と交流したい研修生は多分います。でも私は、先生が優しく

て、研修生のことをよく考えてくれているので参加したしたいと思った。だから大学生との

交流の必要性があるなら、他の研修生にも伝えたい。でも参加してくれるかは分からない。 

 

写真１ 街歩き 

（山口県下関市の城下町長府にて） 
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以上、技能実習生 1名の感想に過ぎないが、以下の示唆を得ることができた。 

① 会社経由： 

会社からの指示がない限り、技能実習生を自由参加の文化交流に集めるのは難しい。 

② 日本語教育：日本語教育の方が文化交流よりニーズは高い。日本語教育をメインに、サブに

文化交流が良いだろう。 

③ 交流する意義の再確認： 

大学生と交流したい技能実習生はいると思うが、職場によって違う。お金を稼ぐために来て

いる技能実習生は、文化交流をする気持ちも湧かないだろう。それは交流する意義を技能

実習生はもちろん、雇用主、そして交流する日本人が理解しなければならない。 

 

実際、歩きながら技能実習生から私にあった最初の質問が「なぜ、先生は技能実習生と交

流したいと思ったのか？」だった。その思いを伝えたことが結果的にイベントを楽しんでも

らえて、満足につながったのかもしれない。いずれにしろ、技能実習生をただ支援するとい

う目線でなく、対等な立場で交流する、言い換えれば、Ｎ社のように雇用者が技能実習生を

単なる安い労働力として扱っていないことが大前提で、その上で日本語をもっと学びたい、

日本人と交流したいと思う技能実習生でなければならず、さらに技能実習生と交流する大学

生もその意義を理解した上で、日本語教育や文化交流に参加しなければ、双方に価値は生ま

れないことに改めて気づかされた。 

 

（２）地方公共団体に対する技能実習生と住民との交流についてのヒアリング調査 

技能実習生と街歩きをした結果得られた 3つの示唆「①会社経由」「②日本語教育」「③交

流する意義の再確認」を踏まえた上での、大学生との交流の可能性は少ないながらも存在す

ることがわかった。同時に一社だけのイベントでは難しく、その地域で働く技能実習生を雇

用している複数の企業を巻き込んで実施しなければならないことも明らかになった。 

そこで生まれる仮説は「地方公共団体や地域のレベルで、その地域で働く技能実習生に対

し、企業を巻き込んで実施する日本語教育や文化交流が実施できるか？」である。1989年 2

月に自治省から出された「地域国際交流推進大綱の策定に関する指針について」によると、

地域国際交流のプレイヤーは以下の３つである（図表４）。本稿に関わる部分に下線を引い

た。 

しかし近年、外国人住民の増加・多国籍化、在留資格「特定技能」の創設、多様性・包摂

性のある社会実現の動き、デジタル化の進展、気象災害の激甚化等、多文化共生施策を取り

巻く社会経済情勢は大きく変化し、それに応じて政府は 2018年 12月に「外国人材の受入

れ・共生のための総合的対応策」（外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）を取

りまとめて、以後順次改訂を行い、拡充を図っている（最新版は 2022年 6月版）。さらに

2020年 9月に総務省から出された「地域における多文化共生推進プランの改訂について」に

よると、都道府県や市町村の多文化共生推進担当部局は、地域国際化協会の協力を得て、

NPO法人等をはじめ、地域の外国人住民に関わる組織等の把握に努めるとともに、協議の場
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を設置するなど、多文化共生施策を推進するため幅広く外国人住民に関わる組織等との連

携・協働を図るとされている。特に、「技能実習」「特定技能」の在留資格の外国人の受入れ

機関等、近年新たに外国人住民に関わるようになった組織等も含めて、幅広く地域における

多文化共生施策の推進に必要な連携・協働体制を構築する必要があることに留意するとして

いる。つまり「技能実習」「特定技能」の新資格の外国人にも対応するべきとの指導である。 

 

図表４ 地域国際交流の主体とその役割 

 役割 具体例 

地
方
公
共
団
体 

民間部門の国際交流を促進す

るための国際交流活動の場の

提供、情報の収集・提供及び地

域国際交流推進大綱等地域の

国際化に関する計画の作成等

のほか、民間部門では実施でき

ない国際化施策を行うこと。 

地域の国際化に関する計画の作成、国際化に対応しうる人材の育

成、海外からの人材招致、研修員受入れ等技術協力事業の推進、国

際交流施設等の整備、庁舎・道路等公共施設での外国語表示の推

進、姉妹都市の締結、市町村等からの各種相談に対する指導、地域

内の市町村及び民間国際交流組織等との連絡調整、民間国際交流

組織の育成・支援、（財）自治体国際化協会の活用等 

地
域
国
際
化
協
会 

地域における国際交流活動の

中心となって主体的・創造的な

活動を行うとともに、民間団体、

住民等との連絡調整を行うこと

が望ましい。 

国際交流情報の収集及び地域への提供、各種民間交流組織との連

絡・調整及び同組織が行う事業への支援、生活情報の提供等在住外

国人に対する支援事業、宿舎のあっせん等留学生に対する支援事

業、国際交流会館等の運営、各種国際交流・協力事業の企画・推進、

ボランティアの育成及び組織化、民間資金の中核的受け皿としての役

割等 

民
間
団
体
、
住
民 

真の意味で地域が国際化するた

めには、地域における国際交流

の本来の担い手である民間団

体、住民が国際交流に積極的に

関与することが必要である。 

国際交流団体に対する出資及び寄付、ホームステイ、ホームビジィッ

ト等外国人の積極的受け入れ、身元引き受け・宿舎の提供等留学生

に対する支援、国際交流・協力に関するボランティア活動 

 

ただし、以上は「技能実習」「特定技能」の外国人が増えていることを前提とした提言であ

り、北九州市及びその周辺地域がそれに該当するかどうかは分からない。そこで出入国在留

管理庁（2022）「在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表」の最新版（2022年 6月末）

で確認したところ、福岡県内の技能実習生の数は 10,132名で、5年前（2017年 6月末）の

8,058名に比べ 2,074名増加している。また、特定技能を取得した者の人数は 3,273名であ

り、このうち出入国在留管理庁（2023）によると技能実習からの移行した割合は 2022年 12

月時点で 73.6%である。さらに市町村別に見てみると（図表５）、技能実習と特定技能を合算

した人数が、留学生よりも上回った市町村が 52、居住資格を持っている外国人の数よりも上

回った市町村が 33と、すでに技能実習と特定技能で生活している外国人との共生は無視で

きない数に上っている。 
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そこで、仮説「地方公共団体や地域のレベルで、その地域で働く技能実習生に対し、企業

を巻き込んで実施する日本語教育や文化交流が実施できるか？」について、地方公共団体の

担当者にヒアリング調査を行うこととした。対象とした地方公共団体は、遠賀町と直方市、

そして政令指定都市である北九州市である。この 3つを選んだ理由は、事前に webサイトを

観て調べた結果、地域国際化協会を介さず、プロジェクトを立ち上げて積極的に技能実習生

に向けた支援をスタートさせており、同時に「技能実習」「特定技能」の割合が福岡県全体

（18.2%）よりも高く（遠賀町 45.3％、直方市 44.4％）、留学生や居住資格者よりも多い 2

団体（遠賀町・直方市）を選んだ。その比較対象として、事前にヒアリングをした結果、技

能実習生に向けた支援を行っていないこと、また交流部分は地域国際化協会に任せているこ

と、同時に「技能実習」「特定技能」の割合が福岡県全体（18.2%）よりも低く（北九州市

14.8％）、留学生や居住資格者の方が多い北九州市を対象とした。 

 

① 遠賀町の技能実習生と住民との交流についてのヒアリング調査 

⚫ 実施日：2023年 2月 6日（月）16：00～17：30 

⚫ 場所：遠賀町役場 

⚫ 対象者：遠賀町役場 住民課 協働人権係内 国際交流クラブ事務局 

柴田英里子氏（会計年度任用職員）、林望氏（正規職員）  

 

技能実習生の支援のヒアリング調査の窓口になっていただいた柴田氏は、遠賀町役場の国

際交流の専門職員として任用されている方で、宮若市などにも同様の活動を行っている地域

活動指導員だった。林氏はその活動を支援する正規職員である。なお、遠賀町にも以前、

2003年から国際交流協会はあったが、運営していた地域の方々の高齢化等の理由で、2012

年度に解散した。しかし近年、外国人住民が増えているため、役場主導で役場内にクラブを

作った。将来は役場から独立して、活動費を渡して、日本語教室や文化交流の活動を担って

ほしいと考えているそうだ。以下、発話を要約して掲載する。（カッコ）は発話者である。 

 

【活動内容について】 

⚫ 交流のイベントと、日本語教室、その他広報活動（文化祭の展示物作成やステージイベ

ントへ登壇など）。この職に就いたのが 2022年 9月から。以前からあったことを引き継

いで、ほかの協働人権係の正規職員の方と協力してやっている。なお、宮若市には、地

域活動指導員国際交流担当はなく、秘書政策課がそれを担っている。（柴田氏） 

⚫ 建設や介護などは、外国人の方の力を借りないと労働力の確保が難しく、採用募集をか

けても人は応募してこない。やはり日本の労働力はもう外国の方に頼るしかないと感じ

ている。（柴田氏） 

⚫ 現在、日本語教室に参加している外国人住民は、約 15名。建築が一番多い。次にスー

パーの総菜製造や、介護など。（柴田氏） 
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【集客について】 

⚫ 技能実習生に関しては、商工会で、町内の事業所で外国の方がいるという情報が知るこ

とができるので、そこから少しずつ勧誘していきます。企業から技能実習生に参加する

ように声をかけてもらうことで、彼らが日本語教室に参加する可能性が高まる。（林

氏） 

⚫ 建築系の技能実習生は、会社の社長や社員が連れてきてくれる会社もある。また、技能

実習生の中で免許を持っている人に「この車使っていいからみんなを乗せて行け」とい

う場合もある。逆に総菜系の製造業の技能実習生は特に支援が無く、なかなかないので

参加できない。経営者が本活動を理解してくれることが前提。（柴田氏） 

⚫ 交流の企画があったら、一般向けに広報するだけでなく、技能実習生を雇用している会

社を経由して告知する方が参加者は増える。外国人の方と一緒に参加していただけませ

んかと。（柴田氏） 

⚫ 日本語教室やイベントは、有給ではなく、「社長が行けって言ってるし行こうかな」と

いう感じが多いのではないか。あと、日本語教室の夜の部は２週間に１回なので、「た

まにはちょっと外に出て、会社じゃないところで、人と話そうかな」という感じで来て

いると思う。（林氏） 

 

【技能実習生のニーズについて】 

⚫ 先日、ボビナムという、ベトナム発祥の総合武術を学ぶ教室をやったのですが、若い女

性のベトナムやタイ人の技能実習生が参加してくれた。動機を聴いたら、休日に行く場

所がないので来て、交流ができてよかったと感想を頂いた。（林氏） 

⚫ アンケートの参加理由には、友達作りや、文化交流と書いている。技能実習生の中にも

そんなニーズはある。（柴田氏） 

⚫ 日本語を学びたいというニーズはあるが、職種や国籍によって違う。例えばインドネシ

アの方は、来て間もないため周りに友達もいないし、日本は暮らし易く、稼ぎも本国よ

り格段に高い。だからインドネシアの方たちは、会社が雇ってくれるならずっといたい

から、日本語を学びたいと言っている。半面、ベトナムの方は母国語を話す仲間もたく

さんいるし、帰国後日本語を使う仕事するか分からないのでと、日本語を学ぶニーズは

少ない。（柴田氏） 

 

【今後の課題について】 

⚫ 交流時に気を付けていることは、対等であること。日本語を教える立場だと、相手はど

うしても「先生」と呼びます。だから、「私もあなたから学んでいるから先生ではな

い。だから友達。暮らしたときに困ったときとか、いつも連絡してくれたらいいから」

と説明している。一緒に関わっているボランティアの一部は、先生の目線で対応してし

まっているところが改善したい点です。（柴田氏） 

⚫ ご年配の方も多く、実習生の方が、自分の息子とか娘くらいの年齢になっているのも原

- 87 -



因の一つ。しかし、遠賀町には若いボランティアの方が少ない。大学生が手伝ってくれ

るなら助かります。（柴田氏） 

 

以上をまとめると、遠賀町は既存の地域国際化協会が消滅したこと、そして外国人住民の

増加に伴い、彼らの支援を目的としたクラブを役場内に立ち上げた結果、既存の枠組みに囚

われず、技能実習生を雇用している企業を巻き込んで、日本語教育を軸に、交流活動を行っ

ていることが確認された。同時に、職種や国籍にもよるが、日本語を学びたい、日本人と交

流したいというニーズは存在することがわかった。さらに課題としては、若いボランティア

と協働して、技能実習生がより参加しやすい場所を作りたいということだった。この点にお

いて、大学生が参画できる余地が見出された。 

 

② 直方市の技能実習生と住民との交流についてのヒアリング調査 

遠賀町を取材している時に、技能実習生の支援により深く切り込んでいる直方市の取り組

みを教えていただいた。直方市は、直方市域における技能実習生等の外国人の支援を行うた

め、外国人技能実習生の受け入れ企業等と、直方市及び直方商工会議所を構成メンバーに、

2022年 7月に「直方市技能実習生等外国人支援協議会」を設立している。注目すべきは、文

化・スポーツ推進課と商工観光課の二つの部署の職員がヒアリングに参加してくれたことで

あり、本事業が二つの組織が連携して実施されていることを物語っている。 

 

⚫ 実施日：2023年 3月 2日（木）13：00～14：00 

⚫ 場所：直方市役所 

⚫ 対象者：直方市役所 直方市教育委員会 文化・スポーツ推進課 課長 梅原達巳氏 

同 男女共同参画推進係 係長 堀由紀子氏 

産業建設部 商工観光課 工業振興係 係長 後藤靖宏氏 

同 尾崎麗依奈氏 

 

「直方市技能実習生等外国人支援協議会（以下、協議会）」の設立背景は以下の 3つ。 

⚫ 増加する外国人居住者： 

東南アジアからの技能実習生（製造業・建設業）が大半。 

⚫ 労働力人口の減少：今後 5～15年で大きく減少する見込み。 

団塊 2世の退職、特に製造業では当該世代の労働力比率大。 

⚫ 低い若年層（若者）の地元就職率： 

外国人労働者による労働力確保は、事業継続上の大きな課題。 

 

次に、協議会の主目標は、「直方市内に事業所等を置く企業等に勤務し、日本語を母語とし

ない技能実習生、特定技能在留資格者等）の地域居住支援に関する活動を行うこと」と定義

し、活動内容は、(1)技能実習生等の地域文化・歴史の理解促進に寄与する活動、(2)技能実習
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生等と地域住民との交流促進を支援する活動、(3)市が開催・運営する日本語教室の運営方針

に関する協議、(4)その他、技能実習生等の地域定着に資する活動とした。具体的には以下の

3つである。 

 

⚫ 語学スキル習得の支援日本語教師による日本語教室の開催 

＜効果＞コミュニケーション能力不足による離職予防 

⚫ 文化・生活様式の理解につながる支援市民ボランティア主体の教室の開催 

＜効果＞地域文化を理解することによるトラブル等予防 

⚫ 国際交流事業の実施 

＜効果＞就労の場としての直方市の魅力向上 

 

次に設立の経緯について述べる。まず、2020年度に在留外国人向けの日本語教室運営を中

心とした国際交流事業の検討を開始し、在留外国人の現状確認及び企業ヒアリングを実施し

たことから始まる。同時に福岡県「令和 2年度日本語教育環境整備事業」に参加し、「私たち

の日本語教室のコンセプトをつくる」ワークショップを開催（10・11月）、続いて日本語教

室実施に向けて「在留外国人協議会（仮称）準備会議」を開催した（12・3月）。そして、

2021年度に市内事業者へアンケート実施した（4月）。内容は、技能実習生の受け入れ状

況、協議会が行う支援への希望、日本語教室へのニーズ、今後の技能実習生の受け入れ予定

など。結果、357社対象 76社回答（回答率 22.4％）。この 76社のほとんどが技能実習生を

雇用もしくは雇用を検討しており、本事業に参加する母集団を把握した。そして、在留外国

人支援協議会（仮称）発起人会議を開催した（10月）。その後参加企業を募り、20社が手を

挙げ、2022年 7月に協議会は設立された。なお、協議会の年会費は 1万円である。 

最後に、運営する組織としては、国際交流事業を担う協議会の事務局を商工観光課が所管

し、日本語教室の運営の事務局を文化・スポーツ推進課の男女共同参画推進係が所管してい

る。二つの組織が連携して運営している点が本事業の特色と言える。 

以下、発話を要約して掲載する。（カッコ）は発話者である。 

 

【本事業の立ち上げについて】 

⚫ もともと、多文化共生ではなく、外国人従業員を雇用する市内事業者の後方支援、つま

り外国人労働者の定着支援を通して、市内事業者の事業継続支援から始まった。そし

て、事業の立ち上げ時点は市内事業者が雇用する技能実習生を対象とした。（梅原氏） 

⚫ 対象となる技能実習生を市役所が完全に把握はできていない。直方市に居住していない

人が直方市で働いていることや、その逆もあり、一から把握するしかなかった。（梅原

氏） 

⚫ 直方市はみんなで協力しないとできない。小さい自治体の方が小回りは利く。（堀氏） 

⚫ よく「社会教育の担当部署と商工の担当部署と連携できましたね」と言われる。大きな

自治体では、連携が難しいのではないか。（梅原氏） 
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【本事業に対する企業の思いについて】 

⚫ 直方市は、企業からの発意が大きかった。（梅原氏） 

⚫ 直方市は、製造業中心で、人手不足が課題だった。高校生だけでは賄えないため、技能

実習生を求めていた。しかし、安易に安価な労働力としてはいけないというメッセージ

は出していた。中には、修了後に本国に戻って、海外事業を担ってもらうことを企図し

ている企業もある。（後藤氏） 

 

【日本語教室について】 

⚫ 日本語教室の受講料は企業負担（3,000円）。週 2回開催。平日の仕事終わりの時間に設

定（土日は来ない）。一つはテキストに沿ったカリキュラムの日本語教室で、もう一つ

が文化交流を目的とした楽しい教室（料理や和装、年賀状作りなど）。現在 24名が参加

している。実際、講師料と会場費は企業からの受講料だけでは賄えず、直方市が不足分

を負担する形となっている。（梅原氏） 

⚫ Zoomなどオンラインの日本語教室のニーズは少ない。学習意欲が高いわけではなく、

会社の方針で受講しているため、寮などではなく、きちんとした学習環境で学ぶことに

意義がある。もちろん、ニーズがあれば今後対応する。（梅原氏） 

⚫ ベトナム人の場合、すでに多くの先輩が働いていて、通訳的な役割を担っている。ま

た、日常生活においてもベトナム人のコミュニティがあるので、日本語を学ばなくて

も、あまり困っていないように感じる。（後藤氏） 

⚫ 課題としては、日本語教師による日本語教室の受け入れ条件の拡大がある（現在、入国

１年未満に限定）。技能実習生以外の外国人のニーズもあるが、今は対応できていな

い。場所や教師の確保、事務局事務の負担が大きくなると、今のスキームで対応できる

か、検討している。あと、ニーズの掘り起こし。新しい企業を巻き込むことが課題。

（梅原氏） 

 

【技能実習生のキャリアについて】 

⚫ 日本に 4年働いている特定技能の男性は、大学に行きたいという夢を語ってくれた。

（堀氏） 

⚫ ベトナム人の技能実習生はすでに多く市内で働いていて、法改正や特定技能取得後、よ

り賃金の高い大都市の企業に移りたいという声も聞く。（後藤氏） 

⚫ 技能実習生が法改正で転職 OKになれば、福岡市や北九州市に流出しないか心配。（梅

原氏） 

 

【今後の運営について】 

⚫ 近隣の高校生と大学生がボランティアで参加している。（堀氏） 

⚫ イベントの時に、北九大生に参加してもらいたい。（梅原氏） 
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⚫ いずれは、協議会の事務も市役所から切り離せるぐらいに、教室の運営経費が、受講料

やイベント参加費で賄えるようにして、協議会として独立した運営ができるようにした

い。（梅原氏） 

 

以上をまとめると、直方市も遠賀町と同じく、地域国際化協会を介さず、増加した技能実

習生の支援を目的とした協議会を立ち上げ、既存の枠組みに囚われず、技能実習生を雇用し

ている企業を巻き込んで、日本語教育を軸に、交流活動を行っていることが確認された（厳

密に言えば、日本語教室は直方市教育委員会が協議会からの意見を反映して実施している）。

同時に、職種や国籍にもよるが、日本語を学びたい、日本人と交流したいというニーズは存

在することがわかった。さらに課題としては、遠賀町に比べ、若いボランティアの参加もあ

るが、特に交流イベントにおいて、大学生が参画できる余地が見出された。 

 

③ 北九州市の技能実習生と住民との交流についてのヒアリング調査 

最後に、北九州市の技能実習生支援の現状について述べる。 

前述した通り、就労支援は産業経済局、生活支援を企画調整局（及び北九州国際交流協

会）が担当しており、前者は主に技能実習生の雇用について、後者は技能実習生といった区

分なくすべての外国人市民の支援や交流について活動している。北九州市の場合、遠賀町や

直方市のように自治体自らが日本語教育や文化交流を実際に行っているのではなく、地域国

際化協会である「北九州国際交流協会」が担っている。 

北九州国際交流協会（以下、協会）は、1990年に北九州市及びその周辺地域において国際

交流を推進することにより、相互理解と友好親善を深め、国際平和に貢献することを目的に

設立された。以来、草の根交流の拠点として市民が身近に海外を感じることのできる国際交

流、国際協力に対する活動支援などにより、北九州市の国際化を推進してきた。しかし、近

年の高齢化と人口減少により、労働力不足や地域活動の担い手不足が課題となる中、2016年

より外国人市民の増加に対応して外国人市民の生活環境の充実を図り、安全で安心して暮ら

せるよう相談・コミュニケーション支援体制を強化、2019年 4月に「北九州市多文化共生ワ

ンストップインフォメーションセンター」を開設した。また、日本語教育の推進、外国人支

援機関とのネットワーク構築などにより、安全で安心して暮らせる生活環境は順次整備して

いった。そして新中期計画（2021年 4月から 2026年 3月まで）の目標は以下の 3つ。 

 

⚫ ポストコロナ時代を見据えた外国人市民のコミュニケーション環境の充実 

世界的な感染症拡大など新たな課題に対する相談対応や防災などの情報発信を行うとと

もに、自動翻訳技術など ICTの発展、オンラインの普及などを踏まえて、行政・生活情

報の多言語化や日本語学習支援の多様化を図る 

⚫ 外国人市民による地域の活性化やグローバル化への貢献 

外国人としての視点や外国人がもたらす多様性を積極的に活用することによって、地域

の魅力発信や活性化、まちづくりに繋げていく。特に、留学生等の地域における就職を
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促進する。 

⚫ 地域社会への外国人市民の積極的な参画と多様な担い手の確保 

外国人市民が主体的に地域社会に参画し、自治会活動、防災活動、他の外国人支援等の

担い手となる取り組みを促進する。 

 

一つ目はワンストップセンターと日本語教育の強化、二つ目は留学生の市内企業への就職

促進、三つめは若者を含むボランティアの育成ということになる。協会は北九州市からの補

助金等によって運営されている以上、この中期計画に書かれている「外国人市民」全体に向

けたサービスを行うことが前提である。技能実習生だけに特化したサービスの提供や、技能

実習生に関する情報を得ることが難しいのが現状であることが推察された。実際、2023年 2

月 21日に北九州国際交流協会にお伺いし、技能実習生に特化したサービスを行っているか

について確認したところ、現在展開している日本語教室（直轄の日本語教室はオンライン形

式で開催、地域のNPO法人などが実施している日本語教室は 13教室。2023年 3月 16日現

在）に参加している技能実習生は把握出来ていないとのことだった。また、2022年に外国人

就労者受入企業向け日本語教育プログラムを作成し、技能実習生の監理団体を通じて日本語

教師を派遣したことがあったが、その後手を挙げる企業は無かったそうだ。さらに幕田

（2022）が指摘するように、全国 13の地域国際化協会にインタビューした結果、協会の予

算が減少していること、そして協会内での国際交流事業に対する優先順位は低下し、また同

様に日本人の国際交流事業に対するニーズも低下し、協会の国際交流事業は減少傾向にある

としている。予算的な観点でも、その成果が見えにくい文化交流の優先順位が下がることは

否めないだろう。 

もちろん、北九州市は「技能実習」「特定技能」の割合が福岡県全体（18.2%）よりも低く

（北九州市 14.8％）、留学生や居住資格者の方が多い以上、技能実習生に特化した日本語教

育や文化交流を行っていないことを批判はできない。また、北九州市の補助金によって運営

されている地域国際化協会である以上、北九州市の国際交流に関するミッションにおいて、

技能実習生の支援が提示されない限り、新たな活動として着手できないのもやむを得ない。 

 

３．考察 

技能実習生と街歩きをした結果得られた 3つの示唆「①会社経由」「②日本語教育」「③交

流する意義の再確認」を踏まえた上での、大学生との交流の可能性は少ないながらも存在す

ることがわかった。同時に一社だけのイベントでは難しく、その地域で働く技能実習生を雇

用している複数の企業を巻き込んで実施しなければならないことも明らかになった。 

そこで生まれる仮説は「地方公共団体や地域のレベルで、その地域で働く技能実習生に対

し、企業を巻き込んで実施する日本語教育や文化交流が実施できるか？」について、遠賀町

や直方市、北九州市の担当者にインタビューをした結果、技能実習生に向けた支援について

の 3つのポイントと、それらを今後の対策についてまとめることができた。 
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まず、技能実習生の支援を検討する時のポイントは３つ考えられる。 

 

①技能実習生の働き方改革の着手 

少子化で人材不足に悩む地方の中小企業にとって、技能実習生の継続的な確保は重要であ

ることに異論はないだろう。しかしながら、従来の安価な労働力として酷使する姿勢では、

SNSを通して母国の若者にマイナス面が認知され、新たな技能実習生の確保は難しくなるこ

とは否めない。さらに法改正によって技能実習生も転職可能になれば、すぐに転職してしま

って持続的な雇用はできないことは明らかである。だからこそ、街歩きをした技能実習生が

教えてくれたように、技能実習生を日本人と新卒と同じように、戦力として育成する一員と

して対峙し、彼らが持続的に働いてくれるように、日本語教育や文化交流、いわゆる働き方

改革が必要であると考える。 

 

②企業を巻き込んだ支援の着手 

従来の地域国際化協会が行っている外国人住民への支援だけでは、街歩きをした技能実習

生が教えてくれたように、実質出稼ぎに来ている技能実習生が勤務終了後や休日などに参加

することは難しい。日本人の社員が研修に参加する時のように有給で実施するのは無理で

も、せめて経営者がその価値を理解して参加するように指導しつつ、教室に行く手間やコス

トをサポートしながら、より良い日本語教室や文化交流の在り方を地方公共団体と対話しな

がら推し進めていくこと、つまり、彼らを雇用している企業からの後押しが不可欠であると

考える。 

 

③日本語教室等のボランティアの育成、及び若手の参加の必要性 

ボランティアの多くが高齢で活動の持続性が危惧されることは、各団体で確認された。特

に北九州市のように面積が大きい地方公共団体は、点在した地域に居住する技能実習生すべ

てに適応した日本語教室や文化交流の機会を提供することはできず、それぞれの地域におい

てボランティアの育成が必須となる。また、20代の技能実習生の立場になって考えれば、高

齢者より自分と年齢が近い若者と交流したいことは遠賀町や直方市でも確認された。若者の

さらなるボランティアへの参加が望まれる。 

 

また、ここで浮かび上がってきた、地方公共団体による技能実習生支援を阻害する可能性

がある要因の一つが、地元企業の支援を行っている部署と、外国人と住民との交流を担って

いる部署が別々に存在するために、連携しなければ実現できない点にある。例えば北九州市

の場合、技能実習生を含む外国人雇用による地域企業支援は産業経済局、外国人の生活支援

を企画調整局（及び北九州国際交流協会）が担当しており、前者は主に人手不足解消に向け

た技能実習生の地域企業での雇用について、後者は技能実習生を含めた外国人市民全体への

支援や交流について活動しており、多くが日本語レベルの高くない状態で就労している技能

実習生の職場での定着と生活支援両方に関わる、すなわち技能実習生に特化した日本語教育
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や文化交流は、その組織の役割の隙間に存在するため、後手に回っている現状が観察され

た。逆に直方市は地元企業を支援する商工観光課と、国際交流を支援する文化・スポーツ推

進課が連携することで技能実習生支援を具現化していた。遠賀町はさらに小さな自治体なの

で、連携する悩み自体が存在しなかった。よって、北九州市も今後は直方市のように、地元

企業の支援を行う部署と、国際交流を担う部署が連携して、技能実習生を雇用する企業を巻

き込む、技能実習生に特化した支援を行うことが望まれる。 

 

最後に、本稿のテーマである大学生との技能実習生との交流の実現性についてだが、未着

手の北九州市を除き、遠賀町や直方市においては、そのニーズが存在することが確認され

た。つまり、技能実習生と年齢が近い大学生だからこそ、日本語教育や文化交流を活性化す

る可能性があることが見出された。 

 

４．今後の課題 

少なくとも遠賀町や直方市には、第一著者の勤務校の大学生が参加して貢献できる可能性

を見出すことができたので、2023年度には実現したい。また、北九州市にも多くの技能実習

生がおり、JICA九州センター（2022）が指摘するように、情報収集力の高い人が流出する

傾向が強い以上、今後の法改正によって転職可能となれば、北九州市であっても喫緊の課題

として浮上する可能性は否めない。また、すでに北九州市企画調整局国際政策課が主催す

る、大学生と北九州市在住のベトナム人がペアを組み、ロゲイニングを行う「多文化共生ロ

ゲイニング」が 2023年 3月 25日に開催予定である。若手のベトナム人であればその多くが

技能実習生であり、彼らと大学生がロゲイングを通して交流する試みは日本全国においても

新しい画期的な試みだろう。北九州市でも技能実習生への支援の機運は高まりつつある。今

後の就労支援を担う産業経済局と、生活支援を担う企画調整局のみなさまと情報交換をしな

がら、大学生が参加して貢献する機会を探し続けたい。 
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https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei05_02000138.html 

2023年 3月 16日閲覧 

出入国在留管理庁（2022）「在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表」

https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_touroku.html 

2023年 3月 16日閲覧 

出入国在留管理庁（2023）特定技能在留外国人数（令和 4年 12月末）

https://www.moj.go.jp/isa/policies/ssw/nyuukokukanri07_00215.html  

2023年 3月 16日閲覧 

出入国在留管理庁・厚生労働省編（2022）「技能実習制度運用要領～関係者の皆さまへ～」

https://www.mhlw.go.jp/content/000899641.pdf 2023年 3月 16日閲覧 
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図表５ 福岡県の市町村における技能実習生の割合（2022年 6月末日集計） 
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ウィズコロナ時代の「みるスポーツ」等に対する 

北九州市民の行動、意識 

 

南  博 

 

１．本調査研究の背景と目的 

 新型コロナウイルス感染症のもたらす社会的影響は 2022 年度においても引き続き大き

い状況であったが、2020 年度、2021 年度と比較するとスポーツを含む集客イベントや観

光行動への制約は小さくなったと感じられる。北九州市においても様々な制約はあったも

のの、大規模集客イベント（例：わっしょい百万夏まつり）がコロナ禍以前に近い形態で

開催されるようになり、スポーツにおいても参加ランナー数 1 万人以上にのぼる北九州マ

ラソンが 3 年ぶりに開催される等、活発な動きがあった。感染症対策に様々な配慮が行わ

れつつ社会経済活動が以前の状態に戻りつつあると言えよう。 

 北九州市立大学地域戦略研究所の地域課題研究において継続的に取り組んでいる「みる

スポーツ」関連の 2022 年度の動向としては、サッカーＪリーグのギラヴァンツ北九州は

降格したＪ３において戦績面では苦戦し、2023 シーズンも引き続きＪ３に所属することと

なった。ミクニワールドスタジアム北九州でのホームゲームの入場者数については、Ｊ２

所属であった 2021 シーズンの 2,974 人／試合から、Ｊ３に降格しながらも 2022 シーズン

は 3,613 人／試合に改善した。これは社会全体における人流の活発化が大きな要素として

考えられるが、2022 シーズン終盤からは声を出して応援することが可能となる等の応援環

境の変化があったことも影響した可能性がある。 

その他、「みるスポーツ」関連の 2022 年の新たな動向としては、野球の独立リーグ・九

州アジアリーグに所属する福岡北九州フェニックス（2023 シーズンからは北九州下関フェ

ニックスに名称変更）が興行を開始したことが特筆できる。北九州市外でのホームゲーム

開催も多い状況とならざるをえず、入場者数も十分な状況にはなかったと考えられるが、

興行としての野球をみる機会が北九州市において増えたことは確実であり、今後の動向が

注目される。また、女子ソフトボールの新たな国内リーグ戦となるＪＤリーグが創設され、

北九州市をホームタウンとするタカギ北九州ウォーターウェーブが参画し北九州市民球場

で試合を行う等の新たな動きもあった。北九州市内における「みるスポーツ」の機会は増

加傾向にあると言えるが、一方で、ラグビーでは宗像市を本拠地としながらも北九州市内

のミクニワールドスタジアム北九州や本城陸上競技場で試合を実施することもあった宗像

サニックスブルースが活動停止する等のマイナス要素もあった。 

 国際スポーツ大会に目を向けると、2021 年 10 月に有観客開催された「2021 世界体操・

新体操選手権北九州大会」に続く国際スポーツ大会となる「WDSF Breaking for Gold 

World Series in 北九州」（ブレイキンの国際大会）が 2023 年 2 月に西日本総合展示場新

館で有観客開催され、開催前には様々なプロモーション活動も展開された。 
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 筆者はギラヴァンツ北九州がＪリーグに加盟した 2010 年以降のほぼ毎年、各シーズン

開幕直前または直後の時期（2 月または 3 月）に、北九州市民を対象としてギラヴァンツ

北九州やミクニワールドスタジアム北九州に関するアンケート調査を実施し、また近年は

「みるスポーツ」全般や、その時点での状況に応じて設問を追加して実施する等、北九州

市民のスポーツに関する市民意識を把握してきた 1)。 

 これまでの研究報告においても記しているとおり、市民意識の経年的な変化を定点観測

的に把握することで把握できることは多いと考えられる。またコロナ禍となって 3 年間を

経て社会経済活動が徐々に活発化してきた、いわば「ウィズコロナ」状態に実質的に移行

した 2022 年度という時期にスポーツに対する北九州市民の意識を把握することは、北九

州市における「みるスポーツ」の現状を把握し今後のあるべき方策等を展望するに際して

極めて重要であると考える。 

そこで例年と同様、北九州市における「みるスポーツ」に対する市民意識の現状と変化

を把握し、地域における取り組みの成果と課題等を考察するとともに政策提言に結びつけ

ることを目的として、Ｊリーグの 2023 シーズン開幕直前となる 2023 年 2 月末から 3 月

初旬に北九州市民に対する市民意識調査を実施した。本稿は南（2022a）等と同様、その

結果を速報的にとりまとめ、経年比較を加えて考察したものである。 

 なお、本稿は筆者がこれまで実施してきている一連の調査研究（定点調査）の一部とな

る。比較検討の観点から、本稿全般にわたり過去の一連の調査結果を踏まえた記述となっ

ており、特に南（2016）、南（2017）、南（2018）、南（2019）、南（2020a）、南（2021）、

南（2022a）の記述をもとに加筆修正を行った表現および内容で構成している。 

 

２．調査方法および実施概要 

（１）方法と実施概要 

 過去の一連の市民意識調査においては、北九州市に居住する 18 歳以上の市民のうち、

民間調査会社が管理・利用する調査モニターへ登録している市民を対象としたインターネ

ット調査を用いてきた 2)。経年変化の把握の観点から、2023 年 2 月末から 3 月初旬にかけ

ての市民意識調査においても同様の手法で実施した。実施概要を表 1 に示す。なお、便宜

上、本調査については調査終了時点の日付に基づき「2023 年 3 月調査」と本稿において 

 

表 1 2023 年 3 月実施の市民意識調査の実施概要 

調査対象 
北九州市に居住する 18 歳以上の市民のうち、民間調査会社が管理・利用する調

査モニターへ登録している市民 

調査方法 インターネット調査（調査協力依頼・回収は民間調査会社に委託） 

実施期間 
2023 年 2 月 28 日（火）～3 月 2 日（木） 

※2023 シーズンのギラヴァンツ北九州の北九州での開幕戦： 2023 年 3 月 5 日（日） 

有効回収数 1,049 サンプル 

 

- 98 -



表 2 過去の一連の調査実施概要 

年（年度とは
異なる） 

調査対象 調査方法 実施期間 
 有効 

回収数 ※ギラヴァンツ開幕戦  

2010 年 
北九州市に

居住する 18

歳以上の市

民のうち、民

間調査会社

が管理・利用

する調査モ

ニターへ登

録している

市民 

インターネ

ット調査 

2010 年 

2月 26 日(金)～3 月 2 日(火) 

2010 年 

3 月 7 日(日) 
2,486 

2012 年 
2012 年 

2 月 24 日(金)～29 日(水) 

2012 年 

3 月 4 日(日) 
1,818 

2013 年 
2013 年 

3 月 25 日(月)～27 日(水) 

2013 年 

3 月 3 日(日) 
1,468 

2015 年 
2015 年 

3 月 4 日(水)～6 日(金) 

2015 年 

3 月 8 日(日) 
1,844 

2016 年 
2016 年 

3 月 15 日(火)～17 日(木) 

2016 年 

2 月 28 日(日) 
1,087 

2017 年 
2017 年 

3 月 24 日(金)～27 日(月) 

2017 年 

3 月 12 日(日) 
1,088 

2018 年 
2018 年 

3 月 16 日(金)～19 日(月) 

2018 年 

3 月 17 日(土) 
1,062 

2019 年 
2019 年 

3 月 6 日(水)～8 日(金) 

2019 年 

3 月 10 日(日) 
1,045 

2020 年 
2019 年 

3 月 9 日(月)～11 日(水) 

2020 年 

2 月 23 日(日) 
526 

2021 年 
2021 年 

3 月 5 日(金)～8 日(月) 

2021 年 

2 月 27 日(土) 
1,030 

2022 年 
2022 年 

3 月 2 日(水)～4 日(金) 

2022 年 

3 月 13 日(日) 
1,035 

2023 年 
2023 年 

2月 28 日(火)～3 月 2 日(木) 

2023 年 

3 月 5 日(日) 
1,049 

※2011 年、2014 年は調査を実施していない。 

 

は称することとする。ギラヴァンツ北九州の北九州市内でのシーズン開幕戦との時期的な

関係性については、開幕戦の 1 週間以内の調査実施となる。また、筆者が実施してきた過

去の一連の調査実施概要を表 2 に示す。各年とも同様の手法で概ね同様の時期に実施して

おり、これらを比較することは妥当と考える。 

 

（２）調査項目 

 2023 年 3 月調査の調査項目を表 3 に示す。今回の調査から、北九州スタジアムの来場

回数に関する設問を割愛した。「みるスポーツ」全般を扱う大問「スポーツ関連のその他の

こと」では、北九州市等で活動しているスポーツチームの試合の観戦意向に関する質問を

新設し、2022 年 3 月調査で実施したコロナ禍におけるスポーツに関する行動変化に関す

る設問は割愛する一方、スポーツを現地でみる活動量の意向に関する設問は継続した。 

 さらに、新たに「各種イベントのこと」に関する大問を設け、ウィズコロナにおける大

規模集客イベント等の認知度を把握する観点から、2022 から 2023 年に北九州市内で開催

された、あるいは開催予定の主な国際スポーツ大会、文化芸術関連のイベントの認知度に

関する設問や、文化芸術・スポーツ関連のイベントを北九州市役所が関わる形で開催する

ことの重要性に関する意識を尋ねる設問等を新設した。これは、国際スポーツ大会の認知
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度を他のイベントと比較することによって明確化すること等を指向するとともに、今後の

大規模集客イベントに関する政策のあり方を考察するうえで参考とすべき市民意識を把握

する目的で設けたものである。 

 

表 3 2023 年 3 月調査における調査項目一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）回答者の属性 

 過年度の一連の調査と同様、性別は男女ほぼ同数であり、年齢は 40 歳代～50 歳代で半

数強となっている（表 4）。インターネット調査の特性上 70 歳以上の回答は比較的少なく、

また 18 歳未満が対象外であるため、実際の北九州市の人口構成とは異なっている点に留

意が必要である。なお、30 歳代以下の回答者は全体の 13.9%と少ないが、令和 2 年国勢調

査における北九州市の 18～39 歳人口（191,120 人）は市全体の人口（939,029 人）の 20.4%

であり、際立って乖離があるものではない。 

居住する行政区については、実際の行政区別人口構成比と近似している（表 5）。これも

過年度の一連の調査と同様であり、比較を行う上での支障はないと考えられる。 

分類 番号 設問 備考① 備考②

Q1-1 性別

Q1-2 年齢

Q2 居住する行政区

Q3 ミクスタ来場経験の有無（2017年2月～現在） 経年比較可

Q4
ミクスタへの満足度［立地場所、施設・設備の快適さ、施設管
理状況、使われ方、総合的な評価］※5段階評価

Q3「行ったことがある」対象 経年比較可

Q5 ミクスタで開かれるイベント種類の希望 経年比較可

Q6 今後のミクスタへの来場意向【コロナ考慮しない場合】 経年比較可

Q7 今後のミクスタへの来場意向【コロナ考慮する場合】 経年比較可

Q8 応援しているＪリーグクラブ 経年比較可

Q9 ギラヴァンツ北九州の認知度 経年比較可

Q10
ギラヴァンツ（前身のニューウェーブ含む）試合のスタジアム観
戦経験有無

Q9「知っている」対象 経年比較可

Q11 今後のギラヴァンツの試合をミクスタで観戦する意向 コロナは考慮せず 経年比較可

Q12 観戦したい、観戦するかもしれない理由 Q11「観戦可能性あり」対象 経年比較可

Q13 観戦するつもりのない理由 Q11「観戦しない」対象 経年比較可

Q14 ギラヴァンツ北九州に対する愛着の有無 経年比較可

Q15

北九州市等で活動しているスポーツチームの認知・観戦状況
［福岡ソフトバンクホークス、北九州下関フェニックス、ギラヴァンツ北九州、ボル
クバレット北九州、タカギ北九州ウォーターウェーブ、ライジングゼファーフクオ
カ］

経年比較可

Q16
北九州市等で活動しているスポーツチームの観戦意向［福岡ソ
フトバンクホークス、北九州下関フェニックス、ギラヴァンツ北九州、ボルクバレッ
ト北九州、タカギ北九州ウォーターウェーブ、ライジングゼファーフクオカ］

★新設

Q17 国際スポーツ大会、外国選手団キャンプ誘致の意義 経年比較可

Q18
2023年にスポーツを現地でみる活動の量（コロナ禍前との比
較）

経年比較可

Q19 スポーツをみる活動を減らしたい理由 Q18「活動量を減らす」対象 経年比較可

Q20

2022～23年にかけて北九州市内で開催された（あるいは開
催予定の）イベントの認知度　［わっしょい百万夏まつり、日本遺産フェ
スティバル、TGC北九州、KPF、アニソンピアノ、ブレイキン、ツール・ド・九州、北
九州国際映画祭］

★新設

Q21
文化芸術やスポーツ関連のイベントを市役所が関わる形で開
催することの重要性

★新設

Q22 北九州市に対する愛着の有無 ★新設

基本属性

北九州スタジアム
（愛称：ミクニワー
ルドスタジアム北
九州、ミクスタ）に
ついて

サッカーＪリーグに
ついて

スポーツ関連のそ
の他のことについ
て

各種イベントのこと
について
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表 4 回答者の性別・年齢        表 5 回答者の居住する行政区 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．調査結果および考察 

（１）ミクニワールドスタジアム北九州（ミクスタ）について 

① ミクスタ北九州来場経験の有無 

 「あなたは、2017 年 2 月から 2023 年（今年）2 月までの間に、北九州スタジアム（ミ

クスタ）に行ったことがありますか。スポーツ観戦以外で行ったことがある人も『行った

ことがある』と回答してください。（回答は１つ）」として、ミクスタ来場経験の有無を尋

ねた。供用開始から約 6 年間にミクスタに行ったことがある人は回答者全体の 22.6%とな

っている（図 1）。経年比較すると「行ったことがある」市民は年々増加傾向にある（図 2）。

スタジアムの市民利用が着実に進んでいることが改めて確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ミクスタ来場経験の有無（2023 年 3 月調査） 

　　　　 性別
年齢

男性 女性
回答
しない

回答者計
(n=1,049)

18-29歳 0.7% 3.3% 0.1% 4.1%

30-39歳 3.2% 6.4% 0.2% 9.8%

40-49歳 10.6% 13.4% 0.4% 24.4%

50-59歳 13.1% 13.3% 0.1% 26.4%

60-69歳 13.3% 9.2% 0.0% 22.4%

70歳以上 8.8% 4.1% 0.0% 12.9%

回答者計
(n=1,049)

49.6% 49.7% 0.8% 100.0%

 回答者数
(n=1,049)

構成比
（参考）R2国調

人口構成比

門司区 102        9.7% 10.0%

小倉北区 216        20.6% 19.5%

小倉南区 228        21.7% 22.3%

若松区 90          8.6% 8.6%

八幡東区 69          6.6% 6.9%

八幡西区 274        26.1% 26.6%

戸畑区 70          6.7% 6.1%

合計 1,049     100.0% 100.0%

22.6%

27.5%

17.7%

25.0%

23.3%

12.6%

25.4%

21.7%

25.1%

22.2%

20.6%

25.0%

21.1%

16.7%

21.7%

23.4%

28.6%

77.4%

72.5%

82.3%

75.0%

76.7%

87.4%

74.6%

78.3%

74.9%

77.8%

79.4%

75.0%

78.9%

83.3%

78.3%

76.6%

71.4%

0% 25% 50% 75% 100%

回答者全体

男性

女性

回答しない

18-29歳

30-39歳

40-49歳

50-59歳

60-69歳

70歳以上

門司区

小倉北区

小倉南区

若松区

八幡東区

八幡西区

戸畑区

行ったことがある 行ったことはない

【性別】

【年齢】

【住所】

(n=1,049)

- 101 -



 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 ミクスタ来場経験（経年比較） 

 

② ミクスタへの満足度 

 ①でミクスタに「行ったことがある」と回答した人（n=237）に対し、「北九州スタジア

ム（ミクスタ）への満足度について、最もあてはまる気持ちを一つ選んでください。」とし

て、立地場所、施設・設備の快適さ、施設管理状況、使われ方、総合的な評価の 5 項目に

関し、5 段階評価でミクスタへの満足度を尋ねた。 

 2023 年 3 月調査においても過年度調査と同様、「大変満足」および「やや満足」という

肯定的な回答が「使われ方」を除く 4 項目で 60%以上となっている（図 3）。ミクスタを

訪れたことがある市民からのミクスタの施設面への評価は高評価と言えよう。ただし、「使

われ方」については肯定的な回答が過年度調査と同様 40%台となっており、「やや不満」「大

変不満」とする否定的な回答も 20%近くにのぼっている。ハード面、環境面では高評価に

あるスタジアムについて、一層有効活用していくことが引き続き課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 ミクスタへの満足度（来場経験ありの回答者対象）（2023 年 3 月調査） 

 

 この評価についてスコア化 3) して経年変化をみると、毎年、概ね一致した評価傾向とな

っている（図 4）。2023 年 3 月調査については 2022 年 3 月調査とほぼ同様の結果となっ

ている。南（2022a）と同様の記述となるが、供用開始から 6 年経過しても施設に対する

高い満足度を維持していると言え、ミクスタが適切に活用されており、さらに所有者（北
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九州市）や指定管理者による適切な管理運営が行われていることが 2023 年 3 月調査にお

いても確認されたと言えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 ミクスタへの満足度（来場経験ありの回答者対象）（経年比較） 

 

 

③ ミクスタで開かれるイベント種類の希望 

 回答者全体に対し、「あなたは北九州スタジアム（ミクスタ）で開かれるイベント等につ

いて、どのような内容のものであれば観戦・利用に訪れたいとお考えですか。当てはまる

ものをいくつでもお答えください。」として、ミクスタで開かれるイベント種類の希望を尋

ねた。 

 本調査項目はミクスタが供用開始された直後の 2017 年 3 月調査から行っており、経年

比較した結果を図 5 に示す。過年度調査において毎回最も多いのは「アーティストによる

コンサート、ライブ」であり、2023 年 3 月調査においても同様である。この選択肢への

回答は減少傾向にあったが、2023 年 3 月調査では増加に転じている。その理由としては

コロナに対する意識に変化があり大規模集客イベントの開催に肯定的な市民が増加したこ

と、あるいは 2022 年 9 月にミクスタを会場として人気アーティストが参加した「北九州

ロックフェスティバル 2022 with SDGs spirits」が開催されたことが肯定的に評価された

こと等が考えられる。 

 スポーツ関連の選択肢については、「サッカーＪリーグ（ギラヴァンツ北九州など）の試

合」、「サッカー日本代表（男子オリンピック代表や、女子代表など）の試合」、「ラグビー

日本代表やオールスター級の試合、あるいはラグビーの国際試合」が約 19～24%で概ね同

程度となっている。サッカー、ラグビー関連についてはハイレベルな「みるスポーツ」の
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開催が期待されていると言えよう。 

 これらと並び、「市民が芝生を活用するイベント」も 21.2%で多くなっている。この選

択肢についても近年は減少傾向にあったが、2023 年 3 月調査では増加に転じており、コ

ロナに対する市民意識に変化があり、市民参加型イベント開催に対する意識が 2023 年 3

月時点では前向きになってきている可能性が指摘できる。 

 2022 年度（2023 年 3 月調査）においてはウィズコロナという意識へと変化が進み、ミ

クスタでの集客イベントに対して肯定的な北九州市民が増えたことが考えられる。ミクス

タは天然芝のスタジアムであり、芝生の良好な状態確保の観点から利用日数や用途に一定

の制約はあるが、コロナに対する市民意識の変化も考慮しつつ、今後も継続的に様々なス

ポーツやイベント誘致の取り組みを進め、市民の多様なニーズに応えていくことが期待さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 ミクスタで開かれるイベント種類の希望（経年比較） 
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④ 今後のミクスタへの来場意向【新型コロナウイルス感染症の影響を考慮しない場合】 

 回答者全体に対し、「あなたは今後、北九州スタジアム（ミクスタ）に行きたいと思いま

すか。最もあてはまる気持ちを一つ選んでください。この問では、新型コロナウイルス感

染症のことは考慮しないでお答えください。」として、今後のミクスタへの来場意向を尋ね

た。 

 市民のスタジアムへの来場意向は新型コロナウイルス感染症の状況が影響すると考えら

れることから、2021 年 3 月調査、2022 年 3 月調査と同様、まず新型コロナウイルス感染

症を考慮しない状態での問を設け、次の問で新型コロナウイルス感染症を考慮した状態で

の回答を求めた 4)。 

 コロナの影響を考慮しない場合の 2023 年 3 月調査の結果をみると、回答者全体では「ぜ

ひ行きたい」が 7.2%、「できれば行きたい」が 33.6%となっており、40.8%が来場に肯定

的な回答である（図 6）。一方で「あまり行きたくない」「全く行きたくない」という否定

的な回答は 17.4%となっており、「どちらとも言えない」が 41.8%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 今後のミクスタへの来場意向【コロナの影響を考慮しない場合】（2023 年 3 月調査） 
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 コロナの影響を考慮しない場合の経年変化をみると、「ぜひ行きたい」「できれば行きた

い」とする肯定的回答の合計が 2022 年 3 月調査では過去最多であったが、2023 年 3 月調

査は減少に転じ、一方で「あまり行きたくない」「全く行きたくない」とする否定的回答は

近年は減少傾向にあったが 2023 年 3 月調査は微増に転じている（図 7）。いずれも変化の

幅は小さいが、ミクスタへの市民の来場意欲が頭打ちの状態となっていると言え、留意が

必要である。ミクスタにおいては近年、指定管理者の取り組みもあってスポーツ以外の多

様なイベント開催も進んでいるが、市民の来場促進にはまだ課題がある可能性が指摘でき

る。今後も引き続きミクスタの魅力向上、利用促進、情報発信を続けていくことで、スタ

ジアム利用と整備効果がより一層促進されることが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 今後のミクスタへの来場意向【コロナの影響を考慮しない場合】（経年比較） 

 

 

⑤ 今後のミクスタへの来場意向【新型コロナウイルス感染症の影響を考慮する場合】 

 前問と対になる形で、回答者全体に対し「前の問と類似した質問になりますが、あなた

は今後、北九州スタジアム（ミクスタ）に行きたいと思いますか。最もあてはまる気持ち

を一つ選んでください。この問では、新型コロナウイルス感染症のことを考慮してお答え

ください。」として、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮した場合のミクスタへの来場

意向を尋ねた。2023 年 3 月調査の結果をみると、回答者全体では「ぜひ行きたい」が 6.5%

「できれば行きたい」が 32.3%で、来場に肯定的な回答は 40%に満たない結果となってい

る（図 8）。一方で「あまり行きたくない」「全く行きたくない」という否定的な回答は約

20%となっている。 
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図 8 今後のミクスタへの来場意向【コロナの影響を考慮する場合】（2023 年 3 月調査） 

 

 

 コロナの影響を考慮しない来場意向結果と考慮する結果を比較し、かつ経年比較したも

のを図 9 に示す。過去 3 か年ともコロナの影響を考慮した場合の方が、来場に肯定的な回

答が減少し、かつ否定的な回答が増加している。コロナの影響が、スタジアムへの来場に

とってはマイナスに作用していることが明らかである。 
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場合の結果の差が小さくなっていることは、コロナがスタジアム来場意向に与える影響が

減少していることを示しており、コロナに対する市民意識が変化してきて、ウィズコロナ

の考え方が広まっている可能性が指摘できる。 
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図 9 今後のミクスタへの来場意向【コロナの影響を考慮する／しない場合の比較】 

（2021 年 3 月調査、2022 年 3 月調査、2023 年 3 月調査の比較） 

 

 

 

（２）Ｊリーグおよびギラヴァンツ北九州について 
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図 10 応援しているＪリーグクラブ（2023 年 3 月調査） 

 

 この結果について、「ギラヴァンツ北九州」「アビスパ福岡」および「応援しているクラ

ブは無い」に特に着目して基本属性別に集計した結果を図 11 に示す。「ギラヴァンツ北九

州」を応援している回答者については、性別では男性の方が多く、年齢別では 40 歳代以

上で多い傾向がみられる。「応援しているクラブは無い」については、女性および 18～59

歳では 70%以上の回答率となっており、これらの属性ではＪリーグおよびギラヴァンツ北

九州への関心が低いことがうかがわれる。過年度調査と概ね同様の結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 応援しているＪリーグクラブ（基本属性別）（2023 年 3 月調査） 
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 また、応援しているＪリーグクラブについて「ギラヴァンツ北九州」と「応援している

クラブは無い」に絞って経年変化を見た結果を図 12 に示す。ギラヴァンツ北九州を応援

すると回答した市民は前年にＪ３最下位であった 2019 年 3 月調査が最少であり、そこか

ら増加傾向に転じたものの、前年にＪ２下位となってＪ３に降格して開幕を迎えた 2022

年 3 月調査では減少に転じ、同様にＪ３で開幕を迎えることとなった 2023 年 3 月調査で

はさらに減少している。ミクニワールドスタジアム北九州に本拠地を移した 2017 年以降

は、前年のチーム成績が好調であれば応援者が増え、前年が不調であれば応援者が減少す

る傾向がみられ、成績と応援者数について連動性があると考えることができる。南（2022a）

においては、二度目のＪ３降格となった 2022 年 3 月調査の結果について「応援者の維持

という点ではギラヴァンツ北九州はＪ３降格の影響を最小限にとどめたと考えることがで

きる」と記したが、2022 シーズンのチーム成績が不振に終わったことを受け、2023 シー

ズン開幕当初においては最初にＪ３に降格した時期（2017～2019 年）に近い応援者比率

に下落している。Ｊリーグクラブの応援者数はチーム成績のみで決まるものではないが、

応援者の増加に向けては成績面の改善が優先事項と言えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 応援しているＪリーグクラブ（一部抜粋）（経年比較） 

 

② ギラヴァンツ北九州の認知度 

 回答者全体に対し「あなたは、Ｊリーグのクラブである『ギラヴァンツ北九州』を知っ
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ていますか。（回答は１つ）」として、ギラヴァンツ北九州を認知しているかどうかを尋ね

た 5)。回答者全体では 94.7%が認知しており、ほとんどの市民に知られている状況にある

（図 13）。若年層においてはやや認知度が低いが、全体的に認知度は高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 ギラヴァンツ北九州の認知度（2023 年 3 月調査） 

 

③ ギラヴァンツ北九州（ニューウェーブ北九州含む）の試合のスタジアム観戦経験 

 「あなたは、「ギラヴァンツ北九州」（あるいは、その前身のニューウェーブ北九州）の

試合をスタジアム（ミクスタのほか、本城陸上競技場なども含む。）で一度でも観戦したこ

とがありますか。（回答は１つ）」として、ギラヴァンツ北九州の試合のスタジアム観戦経

験をたずねた。2023 年 3 月調査では回答者全体でみると「スタジアムで観戦したことが

ある」が 16.5%となっており、経年変化をみると、「スタジアムで観戦したことがある」

の比率は概ね増加傾向にある（図 14）。 

 

④ 今後のギラヴァンツ北九州の試合をミクスタで観戦する意向 

 回答者全体に対し「あなたは今後（2022 年 3 月以降）、ギラヴァンツ北九州の試合を北

九州スタジアム（ミクスタ）で観戦することについて、どのようにお考えですか。お気持

ちに当てはまるものをお答えください。なお、新型コロナウイルス感染症のことは考慮し

ないでお答えください。」として、ギラヴァンツ北九州の試合のスタジアム観戦意向を尋ね

た。 
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図 14 ギラヴァンツ北九州の試合のスタジアム観戦経験（経年比較） 

 

 2023 年 3 月調査の回答者全体でみると、「ぜひスタジアムで観戦したい」は 9.1%、「き

っかけがあればスタジアムで観戦するかもしれない」は 34.6%、「今のところはスタジア

ムで観戦するつもりはない」は 56.3%であった（図 15）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 今後のギラヴァンツ北九州の試合をミクスタで観戦する意向 

【コロナの影響を考慮しない場合】（2023 年 3 月調査） 
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 経年変化をみると、「ぜひスタジアムで観戦したい」とする回答者は 2020～2022 年調査

の横ばいの状態から 2023 年 3 月調査では微減している（図 16）。また、「きっかけがあれ

ばスタジアムで観戦するかもしれない」とする回答は 2023 年に明確に減少し、「今のとこ

ろはスタジアムで観戦するつもりはない」は増加傾向にある。観戦意向に関しては、前回

にＪ３に降格していた 2017～2019 シーズンと同程度の状況になっており、いわば「Ｊ２

に昇格して好成績を収めて応援者増や観戦意欲向上に繋がった 2020 シーズンの“貯金”

を使い果たした」状態と言えよう。コロナによる社会的影響が薄まりつつある 2023 年 3

月時点でありながらもギラヴァンツ北九州の試合の観戦意向が前年より減少していること

は、クラブにとっても地域にとっても大きな課題としてとらえる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 今後のギラヴァンツ北九州の試合をミクスタで観戦する意向（経年比較） 

 

⑤ ギラヴァンツ北九州の試合を観戦したい、観戦するかもしれない理由 

 ④で「ぜひスタジアムで観戦したい」および「きっかけがあればスタジアムで観戦する

かもしれない」とした回答者（n=458）に対し、「観戦したい、あるいは観戦するかもしれ

ない理由について、主なものを３つまで回答してください。（回答は３つまで）」として理

由を尋ねた。この結果を経年比較したものを図 17 に示す。 

 最も多いのは 2023 年 3 月調査においても過年度と同様「ギラヴァンツ北九州が地域に

貢献しているから」であるが、前年からは減少している。ギラヴァンツ北九州は 2022 年

も引き続き SDGs 関連をはじめとする様々な地域貢献活動に取り組んできたが、こうした

取り組みについてギラヴァンツに関心を持っている人に対しても十分に情報が届いていな
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い可能性がある。 

次いで多いのは「特に理由は無い」と「スタジアムの雰囲気が楽しいから」であり、こ

れらは横ばい傾向にある。チーム成績や選手が観戦動機となっている回答者は少ない。増

加傾向にあるのは「サッカーに関心があるから」と「一緒に行ったり、スタジアムで会っ

たりする人がいるから」となっている。後者については比率としては小さいものの、人と

人とのつながりが観戦動機となっている人が増加しているのは好ましい傾向と言えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 ギラヴァンツ北九州の試合を観戦したい、観戦するかもしれない理由（経年比較） 

 

 

⑥ ギラヴァンツ北九州の試合を観戦するつもりのない理由 

 一方、④で「今のところはスタジアムで観戦するつもりはない」とした回答者（n=591）

に対し、「『今のところはスタジアムで観戦するつもりはない』と考える理由について、主

なものを３つまで選んでください。（回答は３つまで）」として理由を尋ねた。この結果を

経年比較したものを図 18 に示す。 

 最も多いのは「サッカーに関心がないから」の 55.2%であり突出して多いが減少傾向に

ある。次いで「ギラヴァンツ北九州の選手のことをよく知らないから」が 22.8%で多くな

っており、これについては増加傾向にある。 
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スタジアム（ミクスタ）で販売されているグルメが楽しみだから

一緒に行ったり、スタジアムで会ったりする人がいるから

自分や家族、知人がスポンサー企業に勤めているから

周囲で話題になっているから

対戦相手を観たいから

その他

特に理由は無い

2021年3月(n=514)

2022年3月(n=507)

2023年3月(n=458)

【３つまで複数回答】
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 このほか、増加傾向にあるのは「サッカーには関心はあるが、Ｊ３（2021 年調査ではＪ

２）に関心がないから」、および「ギラヴァンツ北九州は弱いと思うから」である。南（2022a）

で記したように、チーム成績の不振に伴うＪ３降格・残留は、観戦意向の高くない市民を

一層スタジアムから遠ざけることにつながっている可能性を指摘できる。 

南（2022a）で指摘したが、ギラヴァンツを既に応援している人々への浸透を深めるの

みならず、関心の低い市民にどのように効果的にアプローチしていくかがギラヴァンツ北

九州やそれを支える地域にとって引き続き大きな課題となっており、コロナに関する状況

が緩和してきている 2023 年においては一層の工夫した取り組みが必要と言えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 ギラヴァンツ北九州の試合を観戦するつもりのない理由（経年比較） 

 

 

⑦ ギラヴァンツ北九州に対する愛着 

 回答者全体に対し、「あなたは、ギラヴァンツ北九州に対して「愛着」を感じますか。（回

答は１つ）」として、ギラヴァンツ北九州に対する愛着をたずねた。 

 回答者全体をみると、「大いに感じる」は 5.7%にとどまり、「やや感じる」の 37.5%を加

えても愛着があるとする回答は半数に満たない（図 19）。属性別にみると、若い世代にお

いて愛着をもっている回答者の割合が少ない。 
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6.8%

2.7%

2.1%

16.9%

56.8%

12.1%

2.7%

20.3%

3.4%

3.2%

5.9%

4.9%

6.3%

3.6%

2.3%

10.2%

3.0%

4.2%

15.3%

55.2%

14.4%

3.7%

22.8%

3.7%

3.0%

5.6%

4.9%

7.8%

4.6%

2.4%

11.2%

2.7%

2.4%

16.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

サッカーに関心がないから

サッカーには関心はあるが、Ｊ３ (2021調査ではＪ２)に関心

がないから

試合の日程の情報が少ないから

ギラヴァンツ北九州の選手のことをよく知らないから

スタジアム（ミクスタ）への交通の便が不便だから

スタジアムに行っても楽しくないから

試合がある日は、仕事・家事等で時間的余裕がないから

一緒に行ってくれる人がいないから

チケットの値段が高いから

体力的に観戦が難しいから

インターネット中継で観戦できるから

ギラヴァンツ北九州は弱いと思うから

ギラヴァンツ北九州を応援したくない、あるいは嫌いだから

その他

特に理由はない

2021年3月(n=516)

2022年3月(n=528)

2023年3月(n=591)

【３つまで複数回答】
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図 19 ギラヴァンツ北九州に対する愛着（2023 年 3 月調査） 

 

 経年変化をみると、愛着を「大いに感じる」と「やや感じる」の合計は減少局面となっ

ており、ギラヴァンツ北九州にとって大きな課題を表していると言えよう（図 20）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 ギラヴァンツ北九州に対する愛着（経年比較） 
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0% 25% 50% 75% 100%

回答者全体

男性

女性

回答しない

18-29歳

30-39歳

40-49歳

50-59歳

60-69歳

70歳以上

門司区

小倉北区

小倉南区

若松区

八幡東区

八幡西区

戸畑区

大いに感じる やや感じる あまり感じない 全く感じない

【性別】

【年齢】

【住所】

(n=1,049)
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2015年3月調査 (n=1,844)

2016年3月調査 (n=1,087)

2017年3月調査 (n=1,088)

2018年3月調査 (n=1,062)

2019年3月調査 (n=1,045)

2020年3月調査(n=526)

2021年3月調査(n=1,030)

2022年3月調査(n=1,035)

2023年3月調査(n=1,049)

大いに感じる やや感じる あまり感じない 全く感じない
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（３）「みるスポーツ」を中心とした、スポーツ関連のその他のことについて 

① 北九州市等で活動している主なスポーツチームの認知・観戦状況 

 次の質問からは、みるスポーツを中心とした、スポーツ関連のその他のことについて回

答者にたずねた。 

 まず定点観測の質問として、回答者全体に「あなたは、北九州市や周辺で活動している、

以下のチームやクラブについて御存知ですか。それぞれ一つ選んでください。」として、北

九州市等で活動している主な 6 つのスポーツチームの認知・観戦状況について尋ねた。回

答者全体でみた結果を図 21 に示す。なお、2023 年 3 月調査から北九州下関フェニックス

を対象に加えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 北九州市等で活動している主なチームの認知・観戦状況（2023 年 3 月調査） 

 

 プロ野球（NPB）の福岡ソフトバンクホークスについては認知度が非常に高いうえに観

戦経験のある回答者も 74.3%にのぼる。サッカーＪリーグのギラヴァンツ北九州について

も認知度は 90%を超えている。 

 次いで認知度が高いのは、2022 年から北九州市内等でホームゲームを開催している北九

州下関フェニックス（野球の九州アジアリーグ）であり、50%近くにのぼっている。活動

開始間もないチームとしては高い認知度と言えるが、実際に観戦したことのある人は少数

となっている。その他、認知度が高い順にバスケットボールＢリーグのライジングゼファ

ーフクオカ、女子ソフトボールＪＤリーグのタカギ北九州ウォーターウェーブ、フットサ

ルＦリーグのボルクバレット北九州となっている。これらのチームについては、北九州市

内で活動を開始してから数年以上は経過しているものの、認知度向上が課題になっている

と言えよう。 

 なお、これらのうちギラヴァンツ北九州、タカギ北九州ウォーターウェーブ、ボルクバ

レット北九州、北九州下関フェニックスの 4 チームと北九州市役所は、2022 年秋に北九
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22.3%

1.5%
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23.3%

44.7%

72.4%

17.6%

28.7%

36.0%

2.5%

52.7%

5.3%

80.8%

69.9%

60.8%

0% 25% 50% 75% 100%

福岡ソフトバンクホークス（プロ野球）

北九州下関フェニックス（野球の独立リーグ［九州アジアリーグ］）

ギラヴァンツ北九州（サッカー Jリーグ）

ボルクバレット北九州（フットサル Fリーグ）

タカギ北九州ウォーターウェーブ（女子ソフトボール JDリーグ）

ライジングゼファーフクオカ（バスケットボール Bリーグ）

知っており、試合会場やテレビ・ネットで観戦したことがある

知っているが、観戦したことはない

知らない

(n=1,049)
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州市プロスポーツチーム等連絡会議を発足している。連携して PR 活動等を行うことによ

り、認知度が高まっていく等の相乗効果が生まれることが期待される。 

 経年変化をみると、福岡ソフトバンクホークス、ギラヴァンツ北九州については認知度

が高い状態で大きな変化は無い。タカギ北九州ウォーターウェーブについては、認知度が

上昇傾向にある（図 22）。 

2020 年春以降のコロナ禍となってから、試合観戦、あるいはチームによる地域貢献活動

等が難しい状況が続いてきたが、北九州下関フェニックス、ボルクバレット北九州、タカ

ギ北九州ウォーターウェーブにとっては、コロナに対する市民意識に変化がみられる 2023

年は認知度向上に向けた取り組みが行いやすくなるはずであることから、今後の認知度向

上、集客促進、ひいては経営安定化に向けて 2023 年が重要な年であると言えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 北九州市等で活動している主なチームの認知・観戦状況（経年比較） 
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ライジングゼファーフクオカ（バスケ Ｂリーグ） 2019年3月調査

2020年3月調査

2021年3月調査

2022年3月調査

2023年3月調査

知っており、試合会場やテレビ・ネットで観戦したことがある

知っているが、観戦したことはない

知らない
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② 北九州市等で活動している主なスポーツチームの試合の観戦意向 

 2023 年 3 月調査からの新たな質問として、①の 6 チームに関し、「あなたは、各スポー

ツチームの試合の観戦を行いたいですか。最も近い気持ちを、それぞれ一つ選んでくださ

い。」として、北九州市等で活動している主な 6 つのスポーツチームの試合の観戦意向に

ついて尋ねた。 

 「スタジアムや体育館で観戦したい」については、福岡ソフトバンクホークスについて

は 43.9%にのぼっており、次いでギラヴァンツ北九州の 21.4%が多い（図 23）。北九州下

関フェニックス、ライジングゼファーフクオカについては現地観戦の意向がある市民は約

10%程度となっている。現地観戦意向が最少のボルクバレット北九州においても 5.7%が観

戦に興味を示していることは、集客増の可能性は広がっていると見なすことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 北九州市等で活動している主なチームの試合の観戦意向（2023 年 3 月調査） 

 

 

③ 国際スポーツ大会、外国選手団キャンプ誘致の意義 

 次に、回答者全体に対し「北九州市内では、様々な国際スポーツ大会の開催や、外国選

手団のキャンプ誘致などに取り組んでいます。あなたはこうした取り組みについてどのよ

うにお考えになりますか。最もあてはまるものを一つ選んでください。」として、国際スポ

ーツ大会、外国選手団キャンプ誘致の意義について尋ねた。回答者全体でみた経年変化の

結果を図 24 に示す。 

2023 年 3 月調査においては「とても意義のあることと考える」が 19.9%、「ある程度意

義のあることと考える」が 44.8%であり、合計すると 60%以上が肯定的な回答となってい

る。否定的な回答は 10%に満たず、北九州市が取り組んでいる国際スポーツ大会、外国選

手団キャンプ誘致については多くの市民から意義を認められている。一方で経年比較する

と、2019 年 9 月におけるラグビーワールドカップ 2019 日本大会でのウェールズ代表の北
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北九州下関フェニックス（野球の独立リーグ［九州アジアリーグ］）

ギラヴァンツ北九州（サッカー Jリーグ）

ボルクバレット北九州（フットサル Fリーグ）

タカギ北九州ウォーターウェーブ（女子ソフトボール JDリーグ）

ライジングゼファーフクオカ（バスケットボール Bリーグ）

スタジアムや体育館で観戦したい テレビやネットで観戦したい

観戦したいと思わない

(n=1,049)
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九州キャンプよりも前に実施した 2019 年 3 月調査と比較し、以降の調査では肯定的な回

答が増え否定的な回答が減少しているものの、2022 年と 2023 年の比較では肯定的な回答

がやや減少している。南（2021）等で指摘しているが、誘致活動を推進することへの市民

理解は概ね得られているため、今後も引き続き誘致活動に取り組むとともに、国際文化交

流や産業面への波及なども含めて具体的な意義を分かりやすく市民に提示し、また実際の

開催効果（レガシー）を持続的に発揮していく取り組みが引き続き必要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 国際スポーツ大会、外国選手団キャンプ誘致の意義（経年比較） 

 

 

④ スポーツを現地でみる活動の量（コロナ禍前との比較） 

 コロナ禍が「みるスポーツ」に与える影響を把握する観点から、「スポーツをグラウンド

や体育館、スタジアムなどの現地で「みる」ことについて、コロナ禍前（2019 年以前）と

比較し、今年（2023 年）の御自身の活動量をどのようにしたいとお考えですか。最も当て

はまると思うものを一つ選んでください。」として、今後の活動量に関する意思をたずねた。

回答者全体でみた 2022 年 3 月調査との比較を図 25 に示す。 

 2022 年 3 月調査では「わからない」が 35.39%で最多であったが、2023 年 3 月調査で

は「コロナ禍前と同程度にしたい」が 29.4%で最多となっている。また、「コロナ禍前よ

り増やしたい」は 2022 年の 8.7%から 2023 年は 15.0%に増加しており、コロナに対する

市民意識が大きく変化した様子がうかがわれる。「コロナ禍前より減らしたい」については

大きな変化はみられず、少数となっている。 

 2023 年は「みるスポーツ」に関する行動について、2020～2022 年のコロナ禍の期間か

ら大きな変化が生じる可能性がある年であることが改めてうかがわれる結果である。 
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全く意義のあることとは考えない

※2019年3月調査の選択肢は「大いに必要である」

「ある程度必要である」（以下略）という、”必要”とい

う文言を用いた形式
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図 25 今年、スポーツを現地でみる活動の量（コロナ禍前との比較）（経年比較） 

 

 

⑤ スポーツをみる活動を減らしたい理由 

 前問で「コロナ禍前より（スポーツを現地でみることを）減らしたい」とした回答者

（n=55）に対し、「スポーツを現地で“みる”ことについて、コロナ禍前より減らしたい

理由として最も大きな理由を一つ選んでください。」とたずねた。 

 突出して多いのは「新型コロナウイルス感染症への感染の恐れがあるから」の 54.5%と

なっている（図 26）。その他、2022 年 3 月調査と概ね一致した傾向となっている。コロナ

禍前よりスポーツをみる活動を減らしたい人は少数派ではあるが、そうした人々にとって

は新型コロナウイルス感染症が引き続きネガティブな影響を与えることが改めて確認され

た。より多くの人が「みるスポーツ」を気兼ねなく楽しむためには、スタジアム等におけ

る感染に対する懸念をできるだけ取り除くための取り組みが引き続き求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26 スポーツをみる活動を減らしたい理由（2023 年 3 月調査） 
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観戦したいと思うスポーツの実施回数が減ったから

なんとなく／特に理由はない

その他

n=55

【択一式】
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（４）各種イベントのことについて 

① 2022～23 年にかけて北九州市内で開催された（開催予定の）イベントの認知度 

 ２（２）で記したとおり、2023 年 3 月調査においては、過年度の調査では行っていな

かった「各種イベントのこと」に関する大問を新たに設けた。 

 回答者全体に「あなたは、2022～23 年にかけて北九州市内で開催された（あるいは開

催予定の）次のイベントをご存知ですか。それぞれ一つ選んでください。」として、国際ス

ポーツ、文化芸術等の 8 つのイベントを取り上げて認知度を尋ねた結果を図 27 に示す。 

1988 年から毎年開催され、2022 年 8 月には 3 年ぶりに通常開催 6) に戻った「わっしょ

い百万夏まつり」については、スポーツ・文化芸術関連とは異なる種類のイベントである

が、認知度に関する指標として回答対象として取り上げた。「知っている」とする回答者は

95.7%にのぼり、高い認知度となっている。ただし 18～29 歳においては比較的認知度が低

い傾向にある。 

2022 年 10 月に開催された「日本遺産フェスティバル in 関門」は、メイン会場が下関

市、サテライト会場が門司港、小倉、若松に設置された。「知っている」とする回答者は

10.4%であり、世代による大きな差はみられない。 

2022 年 11 月に 3 年ぶりに開催された TGC 北九州（TGC KITAKYUSHU 2022 by 

TOKYO GIRLS COLLECTION）については、「知っている」とする回答者は 60.0%と高

くなっている。2022 年の開催は計 6 回目となる北九州市での開催であり、北九州に定着

したイベントとなってきていると言えよう。女性および若い世代の方が認知度が高くなっ

ている点は、イベントの特徴を表している。 

同じく 2022年 11月に 3年ぶりに開催された北九州ポップカルチャーフェスティバルに

ついては、「知っている」とする回答者は 11.2%であり、若い世代の方が認知度が高くなっ

ている。 

2 年連続の開催となった北九州アニメソングピアノライブ（2022 年 12 月開催）につい

ては、「知っている」とする回答者は 9.4%であり、若い世代の方が認知度が高い傾向にあ

るが顕著な差はみられない。 

2023 年 2 月に開かれたダンスの国際スポーツ大会「ブレイキン ワールドシリーズ in 

北九州」は、「知っている」とする回答者が 45.6%と比較的高くなっている。ブレイキン

というスポーツの性格上、イベントとしては若い世代との親和性が高いと思われるが、世

代別にみると年配層の方が認知度が高くなっている。これはテレビ、新聞等で同大会につ

いて数多く報道された効果であると考えられる。 

2023 年 10 月に開催予定であり、北九州市内においては 2 日間の大会日程が組まれてい

る自転車ロードレースの国際スポーツ大会「ツール・ド・九州 2023」については、「知っ

ている」とする回答者は 9.2%であり、世代による大きな差はみられない。大会を盛り上げ

るため、今後の普及活動が課題と言えよう。 

2023 年 12 月に開催予定の北九州国際映画祭については、「知っている」とする回答者 
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図 27 2022～23 年にかけて北九州市内で開催された（開催予定の）イベントの認知度 
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は 20.3%となっている。調査時点では本格的な告知活動が始まっていないイベントである

が、一定の認知度はあると言える。しかしこのイベントについても今後の普及活動が課題

と言えよう。なお、当該イベントについては旦過地区火災からの復興をめざす小倉昭和館

を巡る報道で触れられる場合が多いことが認知度上昇につながっている可能性がある。 

 全体的に単発開催あるいは開催回数が少ないスポーツ・文化芸術イベントの認知度は比

較的低い傾向にあるが、報道で多く取り上げられるものについては単発開催であっても認

知度が高い傾向になっていると考えられる。また、来場対象者が比較的絞られるであろう

種類の文化芸術イベントは比較的認知度が低い傾向にある。これらに関してもイベント内

容や PR 活動のあり方に関する検討が今後の継続開催に向けては重要と言えよう。 

 

② 文化芸術やスポーツ関連のイベントを市役所が関わる形で開催することの重要性 

 回答者全体に「北九州市の活性化に向けて、文化芸術やスポーツ関連のイベントを市役

所が関わる形で開催することは重要であると考えますか。最もあてはまるものを一つ選ん

でください。」と尋ねた結果を図 28 に示す。 

 全体でみると「とても重要である」20.8%、「ある程度重要である」46.2%となっており、

多くの市民が重要性を認めており、否定的な回答は計 6%程度にとどまる。地域活性化に

文化芸術やスポーツ関連のイベントが果たす役割や、それに対して行政が支援することに

ついて、世代や性別を問わず市民からの一定の理解が得られていると言えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28 文化芸術やスポーツ関連のイベントを市役所が関わる形で開催することの重要性 
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③ 北九州市に対する愛着 

 最後の設問として、イベントには直接関係しないが、今後に他の問の詳細分析を行う際

に用いる観点から、「あなたは、「北九州市」に対して「愛着」を感じますか。」と尋ねた結

果を図 29 に示す。 

 全体では「大いに感じる」39.3%、「やや感じる」47.9%となっており、80%以上が北九

州市に愛着を感じている。性別による差は無く、年代別では年齢が高いほど愛着は高い傾

向にあるが、18～29 歳においても 80%近くが愛着を感じているとともに「大いに感じる」

回答者の比率は 30 歳代、40 歳代よりも 18～29 歳の方が高くなっている。居住地別では

大きな差は無いが、八幡東区、門司区において愛着を感じている人が比較的多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 29 北九州市に対する愛着 

 

４．おわりに 

 本稿では、南（2022a）等と同様、参考文献 1)～12)を踏襲し、北九州市民を対象に毎年

2～3 月に定点観測的に行っているギラヴァンツ北九州や「みるスポーツ」に関する意識調

査を 2023 年 3 月に実施した結果を整理した。2022 年調査で設けたコロナの影響に関する

問を引き続き質問するとともに、2023 年調査においては文化芸術関連も含む各種イベント

に関する設問も追加して調査を実施した。 
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 南（2022a）で取り上げた新型コロナウイルス感染症がミクニワールドスタジアム北九

州への来場やスポーツ観戦行動に与える影響については、2023 年 3 月調査結果において

は 2022 年 3 月調査と比較してマイナスの影響が小さくなり、コロナ禍前の状況に戻りつ

つある傾向が明らかとなった。 

 ギラヴァンツ北九州に関しては、ギラヴァンツを応援している市民、観戦意向のある市

民、愛着をもつ市民が減少傾向にあることが明らかとなった。要因としては、調査前年の

2022 シーズンにおける成績不調が挙げられる。チーム成績の向上をクラブが図ることに加

え、2023 年はコロナの与える社会的影響が小さくなりクラブによる地域貢献活動や市民に

対する普及活動が 2020～2022 年よりも活発に展開することが可能となることが考えられ

るため、ギラヴァンツ北九州に関心のない市民も対象とした幅広い活動を展開し、応援し

てくれる市民、愛着を持ってくれる市民を増やしていく取り組み充実が急務と言えよう。 

 北九州市における「みるスポーツ」の状況に関しては、北九州市等で活動している主な

スポーツチームの試合について、競技やチームによる大きな違いはあるものの、いずれも

一定の観戦意向をもつ市民がいること、また、スポーツを現地でみる活動の量については

コロナ禍前の状態、あるいはそれ以上にしたいと考えている市民が増加しておりコロナの

影響が薄らいでいること等が明らかとなった。 

 新たに設けたスポーツ・文化芸術関連の各種イベントに関する設問に関しては、地域活

性化に文化芸術やスポーツ関連のイベントが果たす役割の重要性や行政がイベント支援を

行うことことに対し市民からの一定の理解があること等が明らかとなった。 

 北九州市民の「みるスポーツ」の意識に関し、コロナ禍によるマイナスの状況から改善

傾向にあると言える結果が得られた。新型コロナウイルス感染症については今後も罹患者

の発生が見込まれ感染症対策は引き続き重要であるが、「みるスポーツ」や国際スポーツ大

会・文化芸術関連の各種イベントについて、ウィズコロナの観点で新しい段階へと進んで

いき、北九州の地域社会・地域経済の活性化に繋げていくことが期待されよう。南（2021）

などで指摘しているように、コロナ禍で約 3 年にわたり地域活力が低下してきた状況であ

るからこそ、スポーツの持つ力をいかした地域社会・地域経済の活性化が求められる。各

スポーツチームや行政、企業・各種団体、市民が協働してスポーツの持つ力の発揮に取り

組んでいくことが引き続き重要となっている。 

 今後も継続して「みるスポーツ」に着目するとともに、それに加えて国際スポーツ大会

や文化芸術関連の各種イベントも対象として北九州市民の意識を把握し、その結果を地域

に還元していくことを今後の研究課題としたい。 

 

 

注 

1) これらの調査結果については、参考文献 1)～12)に掲げる一連の論文等において報告し

ている。 
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2）調査の実施に際しては、調査名によって回答者にバイアスが生じないよう、「生活に関

するアンケート」といったように、直接的にギラヴァンツ北九州等の名称を表に出さな

いタイトルでモニターに回答依頼を行っている。 

3) 「大変満足」5 点、「やや満足」4 点、「どちらとも言えない」3 点、「やや不満」2 点、

「大変不満」1 点として、各評価の回答人数を乗じた上で平均点を算出した。 

4) 2020 年 3 月調査時点においても既に新型コロナウイルス感染症の社会的影響が拡大し

つつある状況にあったが、2020 年 3 月調査では新型コロナウイルス感染症を考慮しな

い状態のみの設問としていた。 

5) この設問については 2020年 3月調査まではギラヴァンツ北九州とその前身であるニュ

ーウェーブ北九州に分けて認知度を質問していたが、ニューウェーブからギラヴァンツ

に名称変更して 10 年以上が経過したため、2021 年 3 月調査からはギラヴァンツ北九州

の認知度のみに絞った選択肢に変更している。設問形式を変更したため、経年比較につ

いては省略している。 

6) コロナ禍となった 2020 年、2021 年においてはオンライン開催となっていたが、2022

年においては小倉都心部の勝山公園周辺を会場として、感染症対策を講じながら通常開

催された。 
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第 6回 北九州市立大学地域戦略研究所研究報告会 

 

 

北九州市立大学地域戦略研究所の主要事業の一つである「地域課題研究」は、北九州地域の

抱える様々な課題等について調査研究し、それに基づいた政策提言等を行うことによって地域

貢献を行うことを目的としている。その取り組み結果について市民、地域に還元するため、毎

年度当初に前年度の研究成果を報告する研究報告会を開催している。 

第 6 回 北九州市立大学地域戦略研究所研究報告会は、2021 年度に取り組んだ 5 テーマの

研究結果を対象として 2022年 6月 3日（金）に開催した。なお、第 5回報告会は新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大防止の観点からオンラインでの開催であったが、第 6 回報告会は

コロナ禍以前と同様、対面方式で開催し、参加者との質疑応答も活発に実施された。 

 

【日時】        2022年 6月 3日（金） 14:00～16:20 

【会場】    西日本総合展示場新館（AIMビル） 314・315会議室 

【参加者数】   38名    【報道機関取材】 J:COM北九州（ニュース番組にて報道） 

【プログラム】 

14:00  開会あいさつ  柳井雅人 地域戦略研究所長（理事・副学長） 

14:05  災害時における自転車の活用に関する研究    地域戦略研究所教授 内田晃 

14:30  北九州市における SDGsに関する取り組みについての認知度の変化 

地域戦略研究所准教授 小林敏樹・地域戦略研究所教授 片岡寛之 

14:55～15:05  休憩 

15:05  障害児者への意思決定支援にかかる家族の認識 －北九州地域を対象として 

地域戦略研究所教授 深谷裕 

15:30  新しい外国人労働者の活用モデルの模索（その３）－福岡県北九州市で活躍す

る技能実習生等外国人労働者の質的調査－  地域戦略研究所教授 見舘好隆 

15:55  コロナ禍 2年目におけるスポーツに対する北九州市民意識の変化 

地域戦略研究所教授 南博 

16:20  閉会 

 

【報告概要】 

 各報告の概要を以下に示す。なお、この概要は本研究所発行『公立大学法人北九州市立大学

地域戦略研究所 NewsLetter』No.22（2022年 7月号）からの転載である。 
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■災害時における自転車の活用に関する研究 

内田晃 

本研究は、災害時の自転車活用を前提として、必要な対応や提案可能な施策について検討す

るとともに、大阪府堺市で開発中の災害対応用自転車の特徴を捉え、北九州市で活用するため

の条件整理を目的とするものである。 

まず国や地方公共団体で策定されている自転車活用推進計画を対象として、災害時の活用の

観点からその特徴について整理した。活用目的は被災状況の把握、住民避難、避難所での移動

手段など様々であり、公共施設等への自転車の配備、自転車販売団体との連携協定による災害

時の車両提供など具体的な施策や措置を提案している自治体も、特に南海トラフ地震の影響が

大きい太平洋沿岸の自治体で多く提案がされていた。一方で、計画に盛り込まれている記載は

「災害時の活用を検討する」というような曖昧な記述にとどまっている自治体も多く、予測不

可能な大規模災害に対して喫緊の対応が求められる。 

次いで堺市で開発中の災害支援用自転車について、その製作背景や課題などについて現地調

査を行った。電動アシスト機能が付いたコンパクトなデザインに仕上がっており、災害時に

様々なシーンで活用されることが想定される。今後災害が発生した全国の被災地に赴き、実際

の利用を通じて様々な課題が抽出され、さらに改良が進んでいくことが予想される。将来的に

実用化され、多くの自治体で普及が進み、災害時に多くの市民を救うことができることを期待

したい。 

ここ数十年大規模災害が発生しておらず、本格的な避難所の運営も経験していない北九州市

においても、普段からの備えや訓練は必要であり、災害時に向けた備えは喫緊の課題である。

ノーパンクタイヤの地域拠点への配備、地域主体による自転車を活用した避難訓練など地域主

体の取り組み、さらには、災害時にシェアサイクルや放置自転車を転用できる体制や地形や災

害想定などの特性に適合した災害用自転車の開発体制を整えていく事も課題として指摘した。 

 

■北九州市における SDGsに関する取り組みについての認知度の変化 

小林敏樹・片岡寛之 

過去 2 回実施した北九州市における SDGs に関するの認知度のアンケート調査をもとに、

SDGsの認知度や北九州市で行われている SDGsに関連した取り組みの認知度、SDGsに対す

る考え方の変化を把握、分析および考察を行った。 

SDGsという言葉の認知度は全体的に上がっており、なかでも学生や女性の認知度上昇が顕

著である。また公務員や会社など組織に所属する方の認知度が高い。一方で、30～40 代およ

び高齢者層、組織に所属するケースが少ない職業の方の認知度の低さが課題である。次に、

SDGs の意味の認知度も全体的に上がっており、年齢別では 10 代の認知度が特に高く、職業

別では公務員や経営者層、学生の認知度が高い。今後の更なる認知度向上のためには、年齢や

職業を意識した上でのメディアの積極的な活用が求められる。17の目標の認知度は、「ジェン

ダー平等を実現しよう」が特に増加している。年齢別では若者や高齢者の認知度は高いが、20
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代後半～40代前半の認知目標数が少ない傾向が強まっている点が課題である。 

地域や勤務先等での取り組み状況や認知度の変化については、町内会等における取り組みの

認知度は極端に低いままであるが、認知度は若干上昇している。また、勤務先等での実施状況

は、分からないというケースが半数近くを占めているが、実施もしくは検討中という回答が増

えており、具体的取り組み内容については、経営理念等に SDGs を実装しているケースが増

えていた。これらのことから、地域での SDGs に関する取り組みの認知度や実施状況は本格

的な普及段階には至っていないが、企業や学校等では具体的な実施段階へ移行し始めていると

いえる。 

SDGsに対する考え方の変化については、全体的には SDGsの重要性を理解し、考え方に共

感する人が増加傾向にあり、年齢別では 20代以下の若い世代におけるポジティブな意識への

変化が顕著であること、職業別では学生におけるポジティブな意識の変化が目立っていること

などが分かった。また、アクション意向の変化については、日常生活における購買行動の面で

全体的にポジティブな変化がみられ、年齢別では 30代以下の世代において、職業別では経営

者層において肯定的な反応が増加している。 

以上から、SDGs を前提とした社会の捉え方が若い世代全体の意識として定着しつつあり、

経営者の意向が今後の人材獲得に影響することが予想される。また、企業等では理解ある経営

者層のもとで取り組みを進めながら、社員レベルで意識啓発を図っていくことが求められる。 

 

■障害児者への意思決定支援にかかる家族の認識 －北九州地域を対象として 

深谷裕 

 障害者権利条約批准を機に国内では、障害者に対する意思決定支援がこれまで以上に重視さ

れるようになっている。本調査では、障害のある人に対する家族のかかわり方や、支援者によ

るかかわりに対する家族の認識を「意思決定支援」に照らして検討した。 

 障害者家族を対象に、質問紙によるアンケート調査（回答者 71名）と、グループインタビ

ューによる聞き取り調査（5団体：45名参加）を実施した結果、次のようなことが明らかにな

った。 

まず、親は家庭において本人が幼少の頃から道具を使ったり、聞き方やタイミングを工夫し

つつ、意思表明を促す取り組みを行なっていることが明らかになった。とはいえ、支援が豊富

にある環境でのかかわりではなく、また将来の見通しも立てにくいことから、複数の葛藤（例：

意思形成・表明の理想／障害特性ゆえの難しさ、自己決定・意思尊重／本人の長期的利益など）

を抱えていた。 

支援者による意思決定支援の取り組みに対して、家族は大きな不満は抱いていないことも明

らかになった。意思決定支援は複数のステークホルダーによる協働作業であるため、信頼関係

が不可欠である。この意味で、今回の回答者が支援者に対して一定程度信頼を置いていること

が推察される。 

しかし、支援者による力量の差、個別支援計画の課題、相談支援専門員のあり方（多機関で
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の情報共有の課題）等、研修や制度の見直しを通して改善すべき課題があることも示唆された。

また、地域全体へのアプローチが必要な課題も見出された（例：視覚支援の充実、さまざまな

障害により特別なニーズのある方向けの旅行プランを考案したり、感覚過敏のある方が安心し

て商業施設を利用できる時間枠を設定するなど、民間ベースでの取り組み）。今後は、福祉関

係者が障害者に対する地域社会の認識を変えるための働きかけを積極的に行うことが求めら

れる。 

 

■新しい外国人労働者の活用モデルの模索（その３）－福岡県北九州市で活躍する技能実習生

等外国人労働者の質的調査－                        見舘好隆 

 本研究の目的は、大学生が外国人労働者と交流することで、双方のキャリア形成に資する学

習環境を生み出すことの模索である。問題の背景として、まず日本で働く外国人労働者（特に

技能実習生）について、主に一次産業や中小企業における「安価な労働力」としての酷使、い

わゆる労働関連法規違反が報じられている。また大学生においても、2019 年 12 月初旬より

コロナ禍により海外で異文化を体験する機会をほとんど失っている。 

以上の二つの問題を解決する研究方法として、株式会社中園（なかぞの）に勤務する外国人

労働者 11名に対してインタビューを行い M-GT A を援用して分析をした。同社を選んだ理

由は、技能能実習生を安価で短期な労働力としてではなく、昇給および賞与、新築の社宅を付

与して「特定技能」への切り替えを前提とした日本人同等の長期雇用を行い、さらに監理団体

に依存せず、技能実習生の日常生活までサポートする外国人をも雇用しており、研究対象とし

てふさわしいと考えた。 

分析の結果、ストーリーラインは、スキル獲得と貯金、日本文化、口コミや、社長や社員の

印象、親近感を動機に、スキル向上と上司や同僚、報酬と福利厚生を働きがいとして、今後に

ついては日本・母国でのキャリア形成、特にほとんどが同社で継続して働くプランを持ってい

た。また、彼らのキャリア形成を阻害する要因は無く、より豊かにするために日本語や日本文

化を学ぶ機会があり、大学生との交流の可能性については「日本語教育」と「文化交流」が挙

げられた。 

今後の研究計画は、日本各地において技能実習生と地域の若者が連携して行っている「日本

語教育」と「文化交流」に関する現場を参与観察しつつ、本学の地域共生教育センター等と連

携して中園と本学の学生が交流する企画を実践したい。 

 

■コロナ禍 2年目におけるスポーツに対する北九州市民意識の変化 

南博 

 北九州市においてもコロナ禍で「みるスポーツ」に様々な影響があったと予想される。一方、

2021世界体操・新体操選手権北九州大会が有観客で開催される等、コロナ禍 2 年目において

スポーツを取り巻く環境にプラス面の変化が出てきている可能性ある。ただし 2022年はＪリ

ーグ・ギラヴァンツ北九州がＪ３に再降格して開幕を迎える等、コロナ禍以外の状況変化も生
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じている。 

地域課題研究では 2010 年度以降のほぼ毎年 2・3 月に北九州市民を対象として「みるスポ

ーツ」に関する市民意識調査を実施してきた。2021 年度においてもコロナ禍 2 年目における

スポーツに対する市民意識の変化等を把握することを目的とし、2022 年 3月初旬に調査を実

施した。手法は 18 歳以上の市民を対象としたインターネット調査であり、有効回収は 1,035

であった。 

スポーツ以外でも多様な活用が進みつつあるミクニワールドスタジアム北九州については、

来場意向のある市民が年々増加しているが、コロナの影響で利用を控える傾向があることが明

らかとなった。2022 年からＪ３に再降格したギラヴァンツを応援する市民は前年より減少し

たが、前回Ｊ３降格時より前年（Ｊ２所属時）からの減少は小幅になっており、応援者維持と

いう点では降格の影響を最小限に抑えている。ただし今後の観戦意向について観戦意向のない

市民が半数を占め、ウィズコロナの状況に応じた地域貢献活動や普及活動等を通じ幅広い市民

への PRが引き続き課題となっている。 

北九州市等で活動している主なスポーツチームの認知・観戦状況はコロナ禍においても年々

上昇しており、現地観戦が難しい状況下においてもスポーツへの市民理解は促進されている。

チームによる普及・広報活動に加え、行政やスポンサー、サポーターによって様々な支援活動

が行われ認知度が上昇している可能性がある。 

2020年 1 月以降のスポーツに関する行動変化をみると「スポーツをグラウンドや体育館、

スタジアムなどで“みる”こと」は 35%が減少と答えている。コロナ禍の閉塞的な社会状況であ

るからこそ、スポーツによる地域社会・経済の活性化が求められおり、各スポーツチームや行

政、企業・団体、市民一人ひとりが協働してスポーツの持つ力の発揮に取り組んでいくことが

重要と考えられる。 

 

 

※第 6 回 北九州市立大学

地域戦略研究所研究報告

会 会場の様子 

 （2022年 6月 3日撮影） 
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（文責：南 博） 
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ポストコロナにおける地域創生 

～スポーツビジネス創出の経験を踏まえて～ 

 
 地域戦略研究所アジア地域連携部門（旧アジア文化社会研究センター）と中華ビジネス研究

センターが合同で開催するセミナーは今回で 5回目（地域戦略研究所としては 3回目）となり

ました。今回はこれまで同様にアジアにおけるビジネス経験を踏まえながら地域における新た

な複合的スポーツビジネスの起業に関するご講演であったことから、コメンテーターは地域創

生学群で非営利のソーシャルワーカーの立場からの地域創生を研究しておられる坂本毅啓基

盤教育センター准教授（地域戦略研究所兼任所員）にお引き受けいただきました。 

 

【日時】             2022年 11月 26日(土) 14:00 ～ 16:30 

【会場（開催方法）】 北九州市立大学北方キャンパス厚生会館 2階フランキー・ウー アジア

国際交流ホール 

【参加者数】        35名 

【プログラム】 

        

14：00    主催者代表挨拶 

         八百啓介（北九州市立大学地域戦略研究所アジア地域連携部門長） 

工藤一成（北九州市立大学大学院マネジメント研究科長） 

14：10     講演 ポストコロナにおける地域創生 

～スポーツビジネス創出の経験を踏まえて～ 

      講師 

       阿川 裕 氏（経営コンサルタント、元イオン株式会社中国本社副総裁） 

15：45     コメント 

坂本毅啓 氏（基盤教育センター准教授、地域戦略研究所兼任所員） 

16：00   質疑応答 

 16：20    閉会挨拶 

              王 効平（マネジメント研究科教授、中華ビジネス研究センター所長） 

 

【開催結果】 

 阿川裕氏の講演ははじめに 2011 年の 1 ドル 75円か

ら 150 円近くまで価値が半分になった円安をはじめコ

ロナ禍、ウクライナ情勢、値上げという最近の世の中

の動きを示された。 

次に 20代の頃からのマレーシア、中国での駐在員か
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ら日本への帰国後、イオンの専門店への特化に合わせて

「空中ヨガ」のスタジオと物販が一緒になった総合ビジネ

スを立ち上げたものの失敗した理由として①初期投資が

回収できなかったこと、②従来、量販店として衣料を仕入

れていたのに対して専門店として仕入れなければならな

かった問題を指摘された。 

３番目に再チャレンジは「伸びている企業を徹底調査」

することが必要であるとして、スポーツ専門店は業績が横ばいであるのに対して業績を伸ばし

ている「カーブス」と「ワークマン」に注目したとされた。「ワークマン」の成功の要因とし

て①低価格高機能、②仕入れ、③消費者の声を生かした商品企画、④販売・プロモーションを

挙げ、「カーブス」の成功の要因として運動経験のない中高年女性を対象としたことや初期投

資の低さという「ワークス」との共通点を挙げられた。 

４番目に「コロナ禍における環境変化」として、①中間所得層の収入減、②モノからサービ

スへの消費項目の変化、③消費価値感の変化を挙げるとともにスポーツ衣料とカジュアル衣料

の境界線がなくなったことをゴルフウェアを例に指摘された。またアジア・オセアニア諸国の

名目ＧＤＰの中で日本は 2001 年から横ばいとなり、Ｇ７に韓国を加えて国々の実質賃金では

日本は韓国にも抜かれる中で小売業 150兆円規模の中で百貨店が 1991年の 9.7兆円から 2022

年には 4 兆円と半分に減少する一方、ホームセンターは増加しているという変化を指摘され

た。 

こうした変化の中で５番目に「スポーツ市場の変化」としてＤＯスポーツが減っている一方

道具がいらないアウトドアが増加するとともに若い人が増加しておりスポーツ市場は数少な

い成長領域であり 2025年までに市場規模はさらに 15兆円規模になるとされた。 

６番目にこうした「カーブス」「ワークマン」の調査と環境の変化を踏まえた新たなビジネ

スとして、「健康への意識の多様化」と「手軽に体を動かしたいという欲求を満たし、ライフ

スタイルが豊かになる実感を得るウエルネス価値」を求めた「スポージアム」のＭＤ（マーチ

ャンダイジング＝商品政策）コンセプトについて、この新しいモデルは単に買い物だけではな

く行政や地域サークルとの連携であるとして、青森県内のイオンモールで弘前大学、青森県と

の産学官による事業として始まった「モールウォーキング」を例として挙げられた。またＭＤ

コンセプトの「フィットネス」「アウトドア」「ウォーキン

グ」のバランスが地方・都市部・都心で異なっていること

から店舗バターンを 3つとしたことを説明された。 

７番目に今後の課題を挙げられ、とりわけ日本では女

性目線での商品方法が遅れていることを指摘された。 

最後に「まとめ」として、日本のビジネスパーソンを取

り巻く環境は劇的に変化しているとして、地域創生もグ

ローバルな視点でアジアと繋ぐことが必要であること、
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「勤勉」「誠実」「謙虚」「倫理観の高さ」という日本人の美徳は有力な武器となるとされた。 

 講演に対してコメンテーターの坂本毅啓准教授は地域創生の視点から、地域の再生と創造に

は市民活動と企業活動の 2 つの側面が必要であることから興味深いお話であったとの感想を

述べられて社会福祉学との共通点を指摘された。さらに授業での地域創生の取り組みとしての

学生による団地での調査との共通点や地域創生においては「やりたいことではなく求められて

いること」が必要であることを説明された。さらに地域に密着する上で地域の社会資本として

のコンビニの重要性を指摘された。 

 続いてコメンテーターの司会で質疑応答が行われ、

「海外展開でのパートナー選びの秘訣は？」「日本と海

外とのコミュニケーションのギャップをどう埋めたの

か？」「人脈作りのテクニックはあるのか？」「日本のプ

レゼンスが下がった時代のアジアとの関係の変化につ

いての感想と処方箋は？」「日本の見るスポーツがアジ

アに展開していく可能性は？」「アジアから投資を呼び

込むには？」という質問が相次いだ。 

長年の社内プレゼンの経験を生かした聞く者を惹きつけるお話で時間が短く感じられた。予

定を 20 分超過して補足の「経験から学んだこと」では、「経営する判断力を養う」「仕事は人

脈がする」「年に一つは自慢話（成功体験）を作る」という箴言の数々に熱弁を振るっていた

だいた 90 分であった。今回は地域戦略研究所との共催ということでもありアジアでのビジネ

スの経験よりも地域社会での新ビジネスをテーマとしていただいたが、質問はアジアでのビジ

ネスに関するものが大半であった。これらの質問にも丁寧に答えていただいたが、とりわけ

「日本は組織で動いているがアジアは個人の信頼関係で動いている」というお答えは印象的で

あった。 

 

（文責：八百啓介） 
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第 15 回（2022 年度）  

北九州市立大学・仁川研究院共同研究発表会 

 

 

 
 2006 年、北九州市立大学地域戦略研究所は、韓国・仁川広域市の仁川研究院と友好交流協

定を締結した。その友好交流協定に基づき、毎年、国際交流・共同研究発表会を開催している。

第 15 回となる今年度の共同研究発表会は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響に

より、第 13、14 回に続き 3 年連続、オンライン開催となった。今年度のテーマは、≪仁川と

北九州のコミュニティの現在と政策≫であり、両都市のコミュニティについて、研究報告を行

った。 

 

【日時】 

2022年 12月 9日(金)    14：00～18：00 

【会場（開催方法】 

 オンライン開催 

【参加者数】  

64名 （北九州市立大学 14名  仁川研究院など 50名） 
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■ プログラム 

※司会：尹河衍(YUN,Hayeon、仁川研究院研究企画室室長)

  

□開会式      14：00～14：15 

· 開会宣言、参加者紹介、式次第紹介 

· 歓迎の挨拶：李鎔植(LEE,Yongshik、仁川研究院長） 

· 答辞：柳井雅人（北九州市立大学副学長/地域戦略研究

所長） 

 

□第 1部：主題発表及び討論  14：15～15：45 

· 発表１:金晶旭(KIM,Jungwook、ソウル市立大学都市行

政学科教授、元仁川研究院都市社会研究部研究委員)

「仁川市まちコミュニティ基本計画樹立過程」 

· 発表 2：深谷裕（北九州市立大学地域戦略研究所教授）

「依存症回復者のコミュニティへの包摂」 

· 質疑応答 

□休憩                        15：45～16：00 

□第 2部：主題発表及び討論              16：00～17：30 

· 発表 3：閔赫基(MIN,Hyuk-ki、仁川研究院都市空間部研究委員）「仁川市住宅整備事業

の推進可能性分析」 

· 発表 4：李錦東（北九州市立大学地域戦略研究所特任准教授）「超高齢社会縮減都市

におけるコミュニティオーガナイズ－北九州市の生涯夢追塾を事例に－」 

· 質疑応答 

□実務会議                      17：30～17：45 

· 次年度共同研究方向協議 

□閉会の言葉                      17：45～18：00 
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【開催結果】 

 第 15 回（2022 年度）共同研究発表会では、両機関が 2021 年に設定した 2 カ年研究テーマ

≪仁川と北九州の「コミュニティ」≫の第 1年次の研究報告として、≪両都市のコミュニティ

の現在と政策≫というタイトルで、両都市における実証研究を行った。 

 

まず、第 1 発表では、ソウル市立大学都市行政学科の金晶旭(KIM,Jungwook、元仁川研究院

都市社会研究部研究委員)教授が「仁川市まちコミュニティ基本計画樹立過程」というタイト

ルで、仁川広域市の第 1期のまちコミュニティ（マウル共同体）づくり基本計画及び支援事業

に関する評価、第 2期の基本計画の樹立のために行った意見集約（公聴会やアンケート調査な

ど）、そして仁川広域市の第 2 期まちコミュニティづくり基本計画のビジョン及び戦略につい

て報告した。 

 

報告内容に対して本

学参加者からは、まちコ

ミュニティ（マウル共同

体）に関する次の質問が

あった。①まちコミュニ

ティは、（日本における）

自治会の性格を有する

のか、行政機関の手先と

して運用されるのか。そ

して、構成単位（洞、町）

はどうなっているのか、

②コミュニティの運営

資金はどう調達されるのか、③市民の参加率はどうなっているのかである。 

 

質問に対して、金教授は、①韓国のまちコミュニティについて、（断定はできないが）行政

としては住民の自治会的な存在として方向を設定しようとしている。現在においては、住民の

自治会は、行政の手先的な存在として、住民が自律的に参加しているが、まちコミュニティの

マウル共同体は、自治会より自律的で自由度の高い組織である。敷衍すると、韓国における自

治会は、行政機関ではないが、中央政府や広域自治体の法律や条例によって構成されているこ

とから、行政に参画・参加する構造となっている。一方、まちコミュニティは、住民らによっ

て自発的に立ち上げられ、組織として活動している。そして、まちコミュニティを自治会の傘

下に置こうとする意図もあり、両機関が協力し合えることを図っている。両機関が、うまく協

力しあっているといえる一部では、自治会の一つの分科会としてまちコミュニティが参加して

いる。仁川では、ヨンス区とミツホル区の自治会の事例が、そのような形をとっている。次に、

- 142 -



構成単位としては、自治会は洞（町）レベルが基本となるが、マウル共同体は洞以下の単位で

構成されるが、必ずしも洞を基準にしているわけではなく、洞を跨ぐ・超える場合もある。②

正確な統計はとられていないが、仁川市内には 1000を超えるマウル共同体が組織されており、

コミュニティへの参加者数及び規模には、ばらつきがあり、10 人程度から 100 人を超える場

合もある。少なく見積もっても、マウル共同体への参加者数は 1万人を超える。そして、マウ

ル共同体が提供しているサービス（イベントや福祉サービスなど）の恩恵を受けている人をい

れるとさらに多くなる。③マウル共同体の資金面については、行政がマウル共同体を育成し、

活性化させようとする側面もあり、第 1 期ではマウル共同体の運営資金は政府の補助金に頼

っている。第 2期・第 3期にはいると、どう資金調達をできるかが重要な課題となると思われ

る。現状においては、一部では補助金に全的に頼る、一部では会員による会費や収益事業によ

って運営されていることから、一概には言えないと答弁した。 

 

第 2 発表では、本学の地域戦略研究所の深谷裕教授が、「依存症回復者のコミュニティへの

包摂」のタイトルで研究成果を報告した。 

報告では、国内

における近年の主

な依存症に対する

政策動向、日本の

依存問題の現状と

対応、薬物依存症

者の社会復帰の課

題（地域コミュニ

ティとの関係から）

を発表した。そし

て、事例調査として、DARC（依存症回復施設）と地域との関係性（施設コンフリクト）を報告

した後、考察と示唆をまとめた。 

 

報告内容に対して、仁川研究院の参加者から、施設コンフリクトに関する質問が上がった。

①施設コンフリクトについて 2 つの施設の紹介があったが、事例の最近の状況を知りたい、 

②事例の中で、施設が設立によって、地区内で建設に反対した７自治会が自治連合会から退会

したということで、現在も溝が残っていることであったが、現在、その溝を埋めるための努力、

改善への取り組みがあれば、教えてください。 

 

深谷教授は、施設コンフリクトが、想定していなかったところから起こっている。例えば、

幼稚園の設立に、施設コンフリクトが起こった事例もあった。その解決には、時間も費用もか

さむことになる。福祉施設においては、なるべく地域とコンフリクトをおこしたくないという
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ことで、日々の地域との丁寧な関り、少しでも地域と関わっていきたいなどの努力をしている。

行政としては、事前に手をうっているかというと、そのための準備をしている行政は少ないと

しか言えないと答弁した。 

 

第 3 発表では、仁川研究院の都市基盤研究部の閔赫基(Min,Hyuk-Ki)研究委員が「仁川市住

宅整備事業の推進可能性分析」というタイトルで研究成果を報告した。 

 まず、研究の目的で

あるが、韓国において

実質的な住宅供給・居

住環境の整備事業とし

て住宅整備事業（再開

発、再建築など）がこれ

からも持続可能な方式

であるのかについて検

討する。研究の背景に

は、既存の整備事業は、人口の流入と開発密度の向上が前提であったが、今後の人口減少や経

済成長の鈍化、最近の住宅価格の急騰の現状や未来における価格下落などを考慮しなければな

らない。 

 

 主な内容は、住宅整備事業の推進可能性・収益性にかんする理論の分析、仁川市の旧都心の

整備事業の推進可能性の分析、未来における住宅価格上昇及び人口減少のシナリオへの展望、

老朽化集合住宅（マンション）の再建築推進可能性の分析である。 

 

 報告内容に対して、本学の参加者から、閔研究委員の研究に対して、モデルを構築して、計

量的な推計、エビデンスに基づいた政策提言をしたことに敬意を表された。そして、旧都心に

おける基盤設備に対する優先順位、特に効果的な基盤施設について意見を求めた。 

 

 それに対して、閔研究委員は、韓国において特に重要な基盤施設として思われるのは、道路

と緑地（公園）である。戦後以降、韓国の都市計画が樹立された時と比べ、現状においては自

動車を利用する割合が増えたこと、経済が成長し GDPが高くなったことで、国民の緑地に対す

る認識やニーズが高まったことがその背景にある。そして基盤施設の拡充の方法に関しては、

今後の課題として研究していきたい。公共の都市計画分野ではマスタープランなどによって

各々の拡充すべき基盤施設を整備させながら、基盤施設を効果的に連携させることが必要と思

われると答えた。 

 

第 4発表では、本学の地域戦略研究所の李錦東特任准教授が「超高齢社会縮減都市における
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コミュニティオーガナイズ－北九州市の生涯夢追塾を事例に－」というタイトルで研究成果を

報告した。 

 主な内容は、超高

齢社会縮減都市の

北九州市では、高齢

者のコミュニティ

活動が一層重要と

なる。高齢者のコミ

ュニティは、高齢者

の社会参加、健康づ

くり、やり甲斐など

は勿論、社会的なセフティネット確保や行政サービス補完などにもなる。しかし、現状におい

ては、既存の自治会・町内会、老人クラブなどの加入率の低下や弱体化が進んでいる。 

 

 そこで、市の事業として、2006年スタートした「夢追塾」を取り上げ、その現状と成果、課

題などをまとめた。卒塾生は、仲間を集めて健康寿命を延ばす健康づくりのコミュニティ活動

をはじめに、地域の重要課題解決（空き家問題解決、交流の場の提供、地域のイベントや福祉

サービス提供など）に向けた多様は取り組みをしていること、一部の修了生は、既存のコミュ

ニティ（自治会、老人クラブ、社会福祉協議会など）に入会し、組織の改革や新しい活動など

を企画するなど、既存のコミュニティの活性化にも取り組んでいる。その具体的な事例 15 事

例を、4つのタイプに分類して、説明した。 

 

 仁川研究院の参加者から、「青葉台 GO,GO 手伝い隊」に関する質問があった。町内の高齢者

が手伝い隊が提供するサービスを利用する際、有料であるが、低所得者への無料提供もしくは

優待券などを配布する計画はあるかという質問が上がった。 

 

 それに対して、李特任准教授は、手伝い隊のサービスは、有料によるサービス提供であるが、

頼みやすくするための有料化であり、実質的に無料に近いともいえる。そして、始まったばか

りの事業であり、今後、そのような配慮が必要であれば、有料によるサービスを維持しながら

も、助成金などを利用して、無償提供がより望ましいと思われる人には、無料で提供する方法

を模索する必要があると答弁した。 

 

その後、実務会議では、次年度の主催者の確認(本学)、開催時期の決定（12月上旬）、開催

方式対面開催を強く希望することが、確認された。最後に、両機関の機関長による閉会への言

葉が交わされ、4時間以上に及ぶ共同研究発表会の幕が下りた。 

（文責：李 錦東） 
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第 3 回（2022 年度）  

北九州市立大学・釜山大学国際シンポジウム 
The 3rd International Symposium on Regional Innovation,   

The University of Kitakyushu and Pusan National University 

2019 年、北九州市立大学地域戦略研究所と釜山大学社会科学研究院は、両機関間交流・協

力に関する合意を交わした。その合意に基づき、2022 年度に北九州市立大学地域戦略研究所

と釜山大学社会科学研究院による第 3 回目の国際シンポジウムが行われた。新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19）の影響により、今年度もオンライン開催となった。今年度のテーマは、

≪北九州市と釜山広域市のコミュニティの現状と政策≫であり、両都市のコミュニティに関す

る研究報告が行われた。 

 

【日時】 

2023年 2月 9日(木)  14：00～18：00 

【会場（開催方法】 

オンライン開催 

【参加者数】  

合計 66名（北九州市立大学 13名、釜山大学など 53名） 
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■プログラム 

※司会：南 博 (北九州市立大学地域戦略研究所副所長) 

 

PartⅠ 学術交流 

□開会式 14：00～14：15(15分) 

 開会宣言、参加者紹介、式次第案内 

 歓迎のあいさつ―北九州市立大学副学長・地域

戦略研究所長：柳井雅人 

 

□研究発表と討論（第 1部）14：15～15：45（90分） 

 発表 1 北九州市の市民参画およびコミュニティ政策の現状と課題 

南博（北九州市立大学地域戦略研究所教授）（40分） 

 発表 2 （韓国における）公共図書館地域コミュニティ支援事例研究 

林汝柱(LIM,Yeojoo、釜山大学文献情報学科助教授）、朱昭炫(JOO,Sohyun、釜山大学

文献情報学科博士課程）（40分） 

 質疑応答（10分） 

□休憩 15：45～16：00(15 分) 

 

□研究発表と討論（第 2部）16：00～17：30（90分） 

 発表 3 超高齢社会縮減都市におけるコミュニティオーガナイズ－北九州市の生涯現役

夢追塾を事例に－ 

李錦東（北九州市立大学地域戦略研究所特任准教授）（40分） 

 発表 4 地域社会の統合ケアモデル開発－釜山市の北区、釜山鎮区、沙下区の事例を中心

に― 

李元翼(LEE,Wonik、釜山大学社会福祉学科教授）、韓智哪(HAN,Jina、新羅大学社会福

祉学科教授)、裵恩石(BAE,Eunsuk、高神大学社会福祉学科教授)、崔城壽(CHOI,Seongsu、

釜山大学社会福祉学科博士課程）（40分） 
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 質疑応答（10分） 

□休憩 17：30～17：40（10分） 

 

PartⅡ 実務会議＋閉会式 17：40～18：00（20分） 

□実務会議（15分程度） 

 閉会の辞－釜山大学校社会科学研究院院

長：李壽相(LEE,Soosang) 

 

 

 

 

 

【開催結果】 

第 3 回（2022 年度）国際シンポジウムでは、2021年度に設定した研究テーマ≪北九州市と

釜山広域市のコミュニティ≫について、4つの研究発表が行われた。その内容は、主に両都市

の現在におけるコミュニティの現状と政策に関する研究である。 

 

発表 1では、本学地域戦略研究所南博教授が「北九州市の市民参画およびコミュニティ政策

の現状と課題」のタイトルで研究結果を報告した。 

 

まず、報告の目的であるが、人

口減少や少子高齢化の進展が顕著

な北九州市は、将来の日本・世界

の都市が抱える課題に既に直面し

ている「課題先進都市」と呼ばれ

ている。北九州市の地域のコミュ

ニティに目を向けると、地縁団体

や、社会活動や生涯学習を起点と

した市民活動団体、そして企業による地域貢献活動など様々な団体が活動している。行政が財

政難に陥る中で、これらの市民主体の活動の公的役割（公共性）の一層の向上が期待されるが、

一方で活動の持続性の確保などの課題があると推測される。また、地域間の特性に違いがある

中で、どのように政策展開していくか等も課題と考えられる。報告では、北九州市のコミュニ

ティ政策および市民参画の近年の動向・課題について整理し、北九州市のコミュニティ政策を

検討していく上での論点を例示した。 

 

次に、発表 2では、釜山大学文献情報学科の林汝柱助教授と釜山大学文献情報学科博士課程 
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の朱昭炫氏による共同研究が「公共図書館地域コミュニティ支援事例研究」というタイトルで、

報告された。 

 

報告では、地域コミュニティ

において、公共図書館が重要な

役割を担当すべき理由をレビ

ューし、事例として韓国内の 2

つの図書館選定し、簡略に紹介

した。その後、両図書館がどの

ように地域のコミュニティを

支援しているのかを検討し、結

論と示唆をまとめた。 

 

発表 3では、本学地域戦略研究所の李錦東特任准教授が「超高齢社会縮減都市におけるコミ

ュニティオーガナイズ－北九州市の生涯現役夢追塾を事例に－」というタイトルで研究成果を

報告した。 

超高齢社会縮減都市における

「生活圏(地域)のコミュニティ」

は、（1）市の財源減少や行政サ

ービス縮小などに備え、地域を

機能させるためにも、（2）高齢

者の社会参加の機会などを増や

すためにも、一層重要となって

くる。しかし、既存の地域コミ

ュニティは、加入率の低下や弱

体化が進んでいる。北九州市では、2006年に団塊世代の定年に備えて、夢追塾を開塾した。北

九州市の夢追塾を事例に、シニア世代の地域貢献意欲を活かす学習の仕組み、卒塾生の生活圏

コミュニティの活動の現状や役割などについて考察し、今日におけるコミュニティづくりの重

要性を再確認した。 

 

発表 4では、釜山大学社会福祉学科の李元翼教授が「地域社会の統合ケアモデル開発－釜山

市の北区、釜山鎮区、沙下区の事例を中心に―」というタイトルで研究成果を報告した。 

韓国における「地域社会の統合ケア (Community Care)」とは、ケアが必要な住民（高齢者、

障害者、精神障害者）が住む場所（自宅、グループホーム）で個人の欲求に合ったサービスを

享受し、地域社会と共に暮らしていけるよう住居、保健医療、介護、ケア、日常生活の支援が

統合的に確保される地域主導型政策である（韓国保健福祉部、2020）。 
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地域社会の統合ケアの 4大核

心重点課題は、①住居、②健康

医療、③介護・ケア、④サービ

スの連携である。ケアに関する

パラダイムを、①施設/病院中

心から地域社会中心へと転換、

②家族(女性)に集中していた

ケアの負担を緩和、③地域中心

のサービスと生活インフラの

拡充及び雇用創出、④高齢化社

会に備え、社会保障制度の中長期的持続可能性を確保できるように転換することである。 

地域包括ケアシステムは、 治療やケアなど、多様なサービスを必要とする利用者が 30分の

距離に位置する地域包括支援センターを通じて統合的サービスを利用できるように支援する

ことを目的とする。このシステムの構築には、韓国よりも先に高齢社会を経験している日本が

2005 年に介護保険法の改正を通して構築した地域包括ケアシステムが、主要参考事例となっ

ている。 

本報告では、釜山市内の 3区の事例をとりあげ、関連事業の進行状況、成果や残されている

課題を検討し、まとめた。 

 

4つの報告の後、2023 年度の国際シンポジウムの方向性に関する実務会議が行われたが、両

機関の機関長の任期満了などを事由に、事前の実務会議内容を読み上げた後、新年度の 4月以

降に、両機関の実務会議を通じて、決めていくことが確認された。主な内容は、①次年度の主

催者の確認(釜山大学予定、協議可能)、②開催方式は基本対面開催とする（COVID₋19 の感染

状況などをみて、実務会議で最終決定）、③開催時期は新機関長の体制の下、4 月以降に実務

会議通じて決定する、などであった。 

最後に、釜山大学社会科学研究院長の李壽相教授による閉会の辞で、4時間以上に及ぶ国際

シンポジウムがお開きとなった。 

（文責 李錦東） 
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北九州市立大学国際シンポジウム 

≪東アジアの都市農業と都市再生≫ 
－北九州市の都市再生と「緑と農のあるくらし」－ 

 

 

本国際シンポジウム≪東アジアの都市農業と都市再生≫は、2022 年度地域戦略研究所アジ

ア地域連携部門の主催事業に、本学の大学院社会システム研究科長/文学部/地域戦略研究所ア

ジア地域連携部門長の八百啓介教授と地域戦略研究所の李錦東特任准教授の応募が採択され、

開催できた。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響により、オンライン開催となった。
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国際シンポジウムは、2部によって構成され、第 1部では 4人による講演（約 3時間）、第 2部

ではコーディネーターと 4人のパネリストによるパネルディスカッション（約 1時間）が行わ

れた。 

 

【日時】 

2023年 1月 19日（木）14：00～18：00 

【会場（開催方法】 

オンライン開催 

【参加者数】  

合計 51名（講演者及びパネリストの 5人、事務局 3人・通訳 2人含む） 

 

 

【プログラム】 

■■■ 第 1部 講演  14時開演（約 180分、休憩 2回含む） 

・司会：八百啓介 

・通訳：土井美智子（英語）・李錦東（韓国語） 

※第 1部では、日本語発話は他言語への会場通訳は

しない。日本語の講演は約 30 分、他言語の講演は通

訳込みで約 50 分である。しかし、講演者への通訳チ

ャネル（英語のみ）を設定し、パネルディスカッショ

ンへの便宜をはかる。 

■開会式及び講演前半（14：00～15：20） 

 開会宣言、開催趣旨、式次第、講演者の紹介  

 開会のあいさつ―柳井雅人 北九州市立大学

副学長・地域戦略研究所所長  

 

 第1講演 李錦東 北九州市立大学地域戦略研究

所特任准教授 縮減都市北九州市の都市計画と

都市農業の可能性 

 第 2講演 Kuntoro Boga Andri インドネシア農業省広報情報局長 インドネシア都市部

の「食料備蓄ガーデンプログラム」 

◇◇◇ 休憩 ◇◇◇  10分（15：20～15：30） 

■講演後半 （15：30～16：50） 

 第 3 講演 金クァンジン 韓国農村振興庁国立園芸特用作物科学院都市農業課部長  韓

国の都市農業と治癒農業の現状及び展望 

 第 4 講演 横張真 東京大学大学院工学系研究科教授  『緑農住まちづくり』と今後の

- 152 -



東京の都市農業・農地 

◇◇◇ 休憩 ◇◇◇  10分（16：50～17：00） 

■■■ 第 2部 パネルディスカッション（質疑応答など、約 60分） 

・コーディネーター：李錦東   

・通訳：土井美智子（英語）・柳永珍(韓国語) 

※第 2部では、各発話は基本的に各言語への通訳が入る。リレー通訳で、日本語発話は英語

→韓国語の順に、英語発話は日本語→韓国語の順に、韓国語発話は日本語→英語の順に通訳。 

■パネルディスカッション及び閉会挨拶（17：00～18：00） 

パネルリスト 

①横張真 氏 東京大学大学院工学係研究科教授   

②Kuntoro Boga Andri氏 インドネシア農業省広報情報局長  

③金クァンジン 氏 韓国農村振興庁国立園芸特用作物科学院都市農業課部長  

④関宣昭 氏 特定非営利活動法人里山を考える会（北九州市の NPO法人） 

 

 閉会のあいさつ―八百啓介―北九州市立大学地域戦略研究所アジア連携部門長 

 

【開催結果】 

今日、多くの先進国では、人口減少時代に入り、それに因む問題や課題を抱えており、その

解決が急がれている。北九州市では、1980 年代から人口減少や高齢化問題が表面化して、多

様な対策をとってきた。2000年代以降、北九州市の都市計画の軸は「コンパクトシティ」にお

かれ、区域区分見直しなどの政策を実行している。しかし、2019年の区域区分見直しは、当該

地の市民などから、財産の目減りや不動産の取引が難しくなるなどの理由で反発され、2022年

に事実上撤回された。コンパクトシティの実現のためには改善案、代替案を探さなければいけ

ない。 

 

先進国で、人口減少や都市規模の縮小が進む縮減都市では、空き地、空き家を除却した跡地、

遊休地などを農地として、

都市農業に活用すること

で、都市再生や地域の活性

化への一定の成果をあげ

ている。 

 

まず、第 1講演では、地

域戦略研究所アジア地域

連携部門の李錦東特任准

教授が「縮減都市北九州市
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の都市計画と都市農業の可能性」のタイトルで研究結果を報告した。 

 

講演の主な内容は、①縮減都市北九州の都市計画と深刻な空き家問題に都市農業の観点を、

②国の都市農業への努力、都市農業へのニーズ、北九州農業の現状、③空き家・空き地を都市

農業の資源にするためには、となっている。 

 

第 2講演では、インド

ネシア農業省広報情報

局の Kuntoro Boga Andri

局長により、「インドネ

シア都市部の食料備蓄

ガーデンプログラム

FRGP」というタイトルで

研究成果が報告された。 

 

インドネシアでは、小

規模緑地を都市計画の一部として取り入れて、食料備蓄ガーデンとして利活用しており、食料

自給率の向上や食料主権の確保にも貢献している。特に都市部における FRGプログラムは、都

市部のほとんどの世帯が庭のサイズが小さいが、野菜作物を栽培することで、家庭への食料、

新鮮な野菜を入手できるようになり、家計の食料の質の向上、また、余剰分の販売により家計

の足しになっている。FRG プログラムの下での都市部の家庭菜園は、政府の支援が撤回された

後、プログラム活動を維持するために主に女性グループによって行われており、現在も安定し

た生産活動が続いている。家庭菜園の多くの利点を考えると、FRG プログラムは依然として、

インドネシアの低所得世帯の食料不安と栄養不足に対処するための重要な戦略である。 

 

第 3講演では、韓国農村

振興庁国立園芸特用作物

科学院都市農業課の金ク

ァンジン部長 により「韓

国の都市農業と治癒農業

の現状及び展望」というタ

イトルで研究成果が報告

された。 

 

講演内容を一言でまと

めると、韓国では、2010年
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代以降都市農業を積極的に展開し、都市農民の数は、従来の農業者数を超えた。さらに、都市

農業などの癒しの効果を注目し、農業を「治癒農業」として位置づけ、力を入れており、大き

な成果をあげている。 

 

 まず、世界では多様な形で都市農業（米国；コミュニティガーデン、ドイツ；クラインガル

テン、イギリス；アラットメントなど）が展開してきたが、韓国では家庭菜園を進化させ「韓

国型都市農業」を展開している。その核心は、都市農業によって「環境、教育、治癒、文化、

経済的な価値を拡散」することである。都市部においては、菜園が次第に（目で楽しむ）庭園

の機能まで取り入れ、進化している。都市部の環境汚染、灰色都市で緑色空間の不足、都市民

の憂鬱症やストレスの増加、都市民の安全な食材料へのニーズの増大に対して、都市農業活動

を通じて、一定部分解決している。 

 

そして、農業の癒しの効果を注目し、「治癒農業士」制度などを導入し、全国的に展開して

いる。治癒農業を利用して、生活習慣病の改善、シルバー世代の健康増進など、市民の QOLの

向上のために多様な研究やプログラムが開発されている。 

 

第 4 講演では、東京大学大学院工学系研究科の横張真教授が「『緑農住まちづくり』と今後

の東京の都市農業・農地」というタイトルで研究成果を報告した。 

主な内容は、2010年

代、日本では都市農業

や農地にかんする見

方を 180 度変え、残す

べきもの、重要な産業

として位置付けられ

たこと。都市農業の多

面的機能において、防

災機能が東京におい

て重要な意味を持つ

こと。また、NEO「農」

業＋NEO 都市とは、土

地利用、経営、社会シ

ステムのすべてにお

いて、従来の垣根を超えた組み合わせに、新たなポテンシャルを見出すこと、「緑農住」まち

づくりでは、個別に突出しているわけではないものを、あるコンセプトの下で、組み合わせる

ことで、これまでにない魅力を引き出すことにあると指摘した。 
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第 2部のパネルディスカッションでは、時間制限により、コーディネーターによる第 1部の

振り返りと、各パネリストへの質疑と応答が行われた。 

 

コーディネーターは、李錦東特任准教授がつ

とめ、各パネリストに 1,2 個の質疑をした。主

な質問は、①北九州市における土地の工業的利

用から農業的利用に転換した事例やその背景、

②急速な都市の成長は、特に農地からの宅地な

どへの転用圧力が強いと思われるが、ジャカル

タ市の FRG プログラムでは、どのように小規模の農地を残し、土地利用を最適化できたか、

③韓国で都市農業がここ十数年で飛躍的に成長した背景の一つに「都市農業管理士」制度ある

と思われるが、都市農業管理士の育成がどのように都市農業の促進につながるのか、④東京都

は、「緑農住」まちづくりに力を入れているが、東京都において都市農地を創出している事例

はあるのか、また、縮減都市において（例えば、北九州）都市農業の可能性を活かすために、

まず、やるべき努力は何かである。 

 

まず、北九州市内で、2002年に「NPO法人里山

を考える会」を設立し、関連の活動を積極的に展

開している関代表理事で、パネリストとして登

壇した関宣昭氏は、市民の観点、活動の観点か

ら、市の都市計画により織り込んでほしいこと

や、民間レベルで土地を都市的利用から農的利

用に転換した事例を紹介された。 

 

FRGプログラムは、都市部において小規模の土

地（庭、河川敷、高架道路の下など）を有効に使

い、QOLを高めることが主な目標である。FRGプ

ログラムなどを利用した都市農業は、健康な食

料の提供や食料自給率への向上はもちろん、雇

用の創出、ひいては今日の地球温暖化防止など

にもつながる結果となっており、都市民によっ

て広く支持されている。 

 

韓国における都市農業管理士の役割は多様で

あるが、彼らが都市農夫を増やすメカニズムを

紹介する。全国の各市郡の農業技術センターで、
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都市農業管理士を育成（9000 人以上の排出）すると、彼らは 5 人以上で集まり、活動グルー

プを作る。そのグループは、都市部において農場を確保し、区画を分け市民向けに分譲する。

グループは、都市農業支援センターを作り、参加した市民（都市農夫と言い、200万人を超え

る）を教育しながら、さらに参加者を増やしていく努力をする。 

 

東京都では 2018年から「農地の

創出・再生支援事業」を実施して

いる。その一部に「市街化区域に

おける創出事業」があり、宅地を

農地に戻すという魅力的取り組

みではあるが、その事例は限られている。実際に農業者にとっては農地を増やそうとする場合、

耕作放棄地や高齢農家から「都市農地貸借法」を利用することにアドバンテージがある。 

 

縮減都市において、市街地で宅地として使命の終わった土地をどうするかで、農地に転換す

るのは大きな選択肢としていえるかもしれないし、ある意味、農地として使う道しかないかも

しれない。しかし、注目しないといけないのは、農業者がそこで第 1次産業として農業活動を

する中で、どうやってうまみを出せるか、そして市や関連機関がどれだけサポートできるかが

重要なカギとなる。従来の垣根を超え、都市側と農村側農業側が一緒になってどうやってやっ

ていこうか考えるような体制や、人材を作っていくのが重要である。 

東京都では、緑農住ガイドラインに基づいて、新しいまちづくりをするためのそのような支援

ができる「支援センター」を作ろうとしており、うまくいけば、2,3年内に立ち上がる見通し

である。 

 

その後、アジア地域連携部門の八百啓介部門長に

よって、閉会の辞が述べられ、18時 20分頃にお開

きとなった。 

（文責 李錦東） 

 

 

- 157 -



 

 

- 158 -



 

 

 

 

 

 

 

 

第４部  教育（地域戦略研究所提供科目） 
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第４部  教育（地域戦略研究所提供科目） 

 

 

 北九州市立大学の全 6 学部・学群の学生を対象として開講されている教養教育科目の中

には、地域社会の諸問題や魅力、施策等を理解し、知識を身につけることを目的とした「地

域科目」が位置付けられている。このうち 7 科目（表 1）は地域戦略研究所が開講し、所

員、兼任所員、特任教員が担当教員を務めている。 

 これらの科目は特に学生自身の学習・生活の地である北九州・下関地域の魅力を知り、

地元企業に対する理解と関心を向上させることで自らのキャリア形成について考えること

を指向している。また、教員に加え、本研究所の地域・企業とのネットワークを活かして

多くの実務家をお招きし、学生に多様かつ実情に即した教育を行っている点が特徴である。 

 その他、様々な学部・学群、大学院の教育を地域戦略研究所の所属教員は担当している。 

 本章では地域科目 7 科目について 2022 年度の授業概要をまとめる。 

 

表 1 地域戦略研究所所属教員が担当する地域科目 

 授業科目名 担当教員 配当年次 学期 

１ 地域の社会と経済 李 錦東 特任准教授 1 1 学期 

２ 地域の文化と歴史 南 博 教授 1 1 学期 

３ 地域のにぎわいづくり 南 博 教授 1 2 学期 

４ 地域と国際 吉村 英俊 教授 1 1 学期 

５ 北九州市の都市政策 内田 晃 教授 2 1 学期 

６ まなびと企業研究Ⅰ 小林 敏樹 准教授 2 2 学期 

７ まなびと企業研究Ⅱ 見舘 好隆 教授 3 1 学期 

 

 

１．地域科目「地域の社会と経済」 

【担当教員】 地域戦略研究所 特任准教授 李 錦東 

【受講者数】 213 人（外国語学部、経済学部、文学部、法学部、地域創生学群） 

【授業概要】 

 この授業は、基本的に新入生を対象に、在学期間中の 4 年間を過ごすことになる北九州

市に対する理解、地域への関心や愛着、愛郷心をもてるようにすることが、一つの目標で

ある。北九州市は、1963 年政令指定都市として誕生した。授業では、まず、20 世紀にお

けるこの地域の成長を簡単に振り返った。それから、1963 年以降、この地域が時代と共に

どう変遷して来たかを、社会学・経済学などの多様な観点から学べるようにした。 

この過程を通じて、地域の誇りや課題などを発見し、地域の問題を解決するためには、

何をすべきか、受講者の各自の観点から考えることを目指した。 

授業は、担当教員による北九州地域の歴史・産業発展・人口変化・政策などの基本事項
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を学ぶ回と、ゲストスピーカーによる講演を通じて、地域の現状や未来などについて学ぶ

回によって構成されている。ゲストスピーカーとしては、地元企業の関係者や専門家など、

現場での経験や造詣の深い方々を招聘した。 

 その内容は、主に｢地域の社会・経済の変化｣分野、現在の地域経済を支えている地元企

業の強みや国内外に向けた戦略・取り組み、地域貢献などを学ぶ｢地域の企業｣分野、北九

州地域のビジョンと活気付けのための事例や知識を学ぶ｢地域の未来について｣分野に分け

られる。授業のテーマとゲストスピーカーなどは、以下の表のとおりである。 

 

表 2 「地域の社会と経済」主な授業テーマとゲストスピーカー（敬称略） 

回 授業テーマ ゲスト等 

1 講義のガイダンス 李錦東 
2 北九州の産業・社会 李錦東 
3 アフターコロナに向けたホテル創りと地域連携 プレミアホテル門司港総支配人 黒石修平 

4 統計でみる北九州の産業 李錦東 

5 地域を考えるー北九州市の人口 李錦東 
6 TOTO における働き方と仕事 ㈱TOTO 木村潤  

7 北九州から全国へ―無添加石けんの挑戦― 
シャボン玉石けん株式会社 代表取締役社長 
森田隼人 

8 ヤフー株式会社 北九州センターについて 
ヤフー株式会社 MS 統括本部第 3 営業本部
セールスサポート部 部長 吉谷聡史 

9 
中小企業の地域貢献―クラウン製パン（株）の
挑戦と未来への戦― 

クラウン製パン（株）専務取締役松岡寛樹 

10 近年、劇的に変わりゆくコーヒー業界について 極東ファディ（株）社長 秋本修治 

11 
北九州エコタウン事業と次世代エネルギーパー
ク    

（一社）北九州エコタウンネットワーク事
務局次長 垣迫 大志 次長 三根 康子 

12 北九州市の NPO ファシリテーター 夢追塾 関宣昭（NPO 里山を考える会理事） 

13 ゼンリン 
株式会社ゼンリン コーポレート本部  課長
（IR・SR 担当）都丸 優樹 

14 子育てしやすいまち北九州市 
北九州市役所子ども家庭局 子ども家庭部
企画課 企画係長 伊藤 洋 

15 まとめ―住みたいまち北九州― 李錦東 
 

 前半の授業では、地域の経済変化や現状を表してくれるイメージ資料とマクロデータな

どを分析しながら、受講生が自ら地域の強みや課題を理解できるように努めた。次に、地

域経済面において重要な主体である地元企業の方針や戦略、地域貢献の取り組みを紹介し

た。 

このプロセスで、第一、地元で働くというイメージの具体化、第二、地域経済の強かの

認識、第三、地元企業の魅力を感じることによる地元愛や地元に対する誇りをもてるよう

に、工夫しながら進めた。 

終盤の授業では、受講生が地域創生に関して、主体的に考察できるよう、地域の資源や

世界の事例を紹介し、地域のビジョンを考えてみるようにした。 

 2022 年度も、オンデマンド方式のオンライン授業となったが、オンライン授業ならでは

のメリットを生かしながら、弱点を克服するために、一部の回では、資料の配布、地元企

業の商品サンプルなどを配布した。多くの受講生から、北九州地域の現状に関心をもつと

ともに、地元の企業を就職先として考え始めたという意見も寄せられた。 
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２．地域科目「地域の文化と歴史」 

【担当教員】 地域戦略研究所 教授 南 博 

【受講者数】 519 人（外国語学部、経済学部、文学部、法学部、地域創生学群） 

【授業概要】 

 受講者が学生時代を過ごす北九州・下関地域のあゆみ、及びその過程で生まれた地域に

おける様々な文化に関して基本的な事項を学ぶことを通じ、自らが関わる地域への関心・

愛着を深めるとともに、地域の特長や課題を分析・考察する基礎的な力を得ることを目指

す授業である。 

 授業においては、各トピックに関する北九州・下関地域の第一人者である専門実務家を

ゲストとしてお招きしている。北九州・下関地域出身者のみならず、その他の地域の出身

者にとっても、今後の学生生活や就職、社会活動の充実につながる学びを得ることができ

る内容で構成している。地域への関心や愛着を深めることを主眼とし、また地域の各種ミ

ュージアム等を学生が訪問するきっかけを作って地域への理解を一層深めることを誘発す

ることにより、間接的に北九州・下関地域での就職につながることも目指している。また、

登壇いただくゲストには北九州市立大学の卒業生もおられ、大学卒業後に北九州市内で就

職や文化活動を行う先輩としての経験談を織り交ぜてお話しいただくことにより、学生の

キャリア形成、地域での就職のメリット等に気づきを与えていただく授業としている。 

 

表 3 「地域の文化と歴史」授業テーマとゲストスピーカー 

回  授業内容（テーマ） ゲスト等 

第 1 回 － ガイダンス 北九州市立大学 教授 南博 

第 2 回 

歴

史 

現在の地域 北九州市立大学 教授 南博 

第 3 回 古代の地域 下関市教育委員会文化財保護課長 濱崎真二 氏 

第 4 回 中世・近世の地域 北九州市立いのちのたび博物館 学芸員 守友隆 氏 

第 5 回 幕末期の地域 下関市立歴史博物館 学芸員 稲益あゆみ 氏 

第 6 回 明治以降の日本の近代化と地域 北九州市企画調整局総務課世界遺産係 堀江美保 氏 

第 7 回 

文

化 

北九州市立美術館のコレクション 北九州市立美術館 学芸課長 那須孝幸 氏 

第 8 回 文化芸術に関する取組と地域への政策効果 北九州市文化企画課 文化芸術担当係長 小島邦裕 氏 

第 9 回 地域の漫画文化、ポップカルチャー 北九州市漫画ミュージアム 原田佳織 氏、田中千尋 氏 

第 10 回 地域の文学 北九州市立文学館 学芸員 小野恵 氏 

第 11 回 地域の映画文化 北九州フィルムコミッション事務局 木村まゆみ 氏 

第 12 回 地域の文化財 北九州市文化企画課文化財係 立野康志郎 氏 

第 13 回 地域の芸術、音楽、演劇 北九州芸術劇場 泊篤志 氏、龍亜希 氏 

第 14 回 歴史 昭和期の地域 北九州市平和のまちミュージアム 学芸員 小倉徳彦 氏 

第 15 回 文化 北九州市の文化芸術政策 北九州市立大学 教授 南博 

 

 2022 年度は 2020、21 年度と同様に新型コロナウイルス感染症の影響に伴い全ての回を

オンライン（オンデマンド方式）で実施することとなった。担当教員作成の動画に加え、

北九州・下関地域における専門実務家のゲストに御協力をいただき授業動画を作成いただ
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いた。各氏とも北九州・下関地域に関わる文化・歴史を深く掘り下げ、学生に思考を促す

話をしていただき、非常に有意義な内容となった。授業テーマ等について表 3 に示す。 

 受講者からは「北九州の文化の素晴らしさを知り、北九州に対する印象が 180 度変わり

ました。とても勉強になりました」、「自分の住む地域に関して深く知る機会があって良か

ったです。もっと色々知りたいと思うきっかけになりました。」等の意見が寄せられ、北九

州市および周辺地域への学生の関心喚起に繋がったと考える。 

 

 

３．地域科目「地域のにぎわいづくり」 

【担当教員】 地域戦略研究所 教授 南 博 

【受講者数】 547 人（外国語学部、経済学部、文学部、法学部、地域創生学群、国際環境工学部） 

【授業概要】 

 観光やイベントの振興等を通じ、北九州・下関地域をにぎわい溢れる地域とするために

必要な視点や方策について学ぶ授業である。学生の主体的な学びを重視し、地域のにぎわ

いづくりに向けた現状と課題を把握・分析し、自らの考えをまとめ、考察すること等を通

じ、地域への理解を深め、にぎわいづくりに関する視野を拡げることを目指す。本授業は

北九州市立大学の全学部・学群の学生が受講可能であり、2022 年度においても国際環境工

学部を含む全学部・学群から受講があった。 

 2022 年度授業においては全ての回をメディア授業（オンデマンド方式）として開講し、

スポーツ・文化芸術関連のイベントや観光振興等の北九州市の政策に着目し、にぎわいづ

くりの実務に関わっておられるゲストの講話等を通じて、にぎわいづくりの意義や課題、

今後求められる視点などについて学んだ。授業テーマ等を表 4 に示す。 

 

表 4 「地域のにぎわいづくり」授業テーマとゲストスピーカー 

回 授業内容（テーマ） ゲスト等 

第 1 回 ガイダンス 北九州市立大学 教授 南博 

第 2 回 スポーツとにぎわいづくりの関係性① 北九州市立大学 教授 南博 

第 3 回 スポーツとにぎわいづくりの関係性② 北九州市立大学 教授 南博 

第 4 回 プロスポーツとにぎわいづくり① 北九州下関フェニックス副代表 藤井直樹 氏 

第 5 回 プロスポーツとにぎわいづくり② ギラヴァンツ北九州育成普及本部長 下田功 氏 

第 6 回 国際スポーツ大会の開催効果 北九州市国際スポーツ大会推進室次長 山根英明 様 

第 7 回 プロスポーツとにぎわいづくり② ボルクバレット北九州理事 宮谷直樹 氏 

第 8 回 文化芸術とにぎわいづくりの関係性 北九州市立大学 教授 南博 

第 9 回 文化財等をいかしたにぎわいづくり 北九州市門司港レトロ課 髙橋氏、有田氏、徳久氏 

第 10 回 観光振興によるにぎわいづくり 北九州市観光課 村上華子 氏 

第 11 回 映画祭によるにぎわいづくり 北九州市立大学 教授 南博 

第 12 回 まつりによるにぎわいづくり わっしょい百万夏まつり振興会 松井雪乃 氏 

第 13 回 企業の視点からみたにぎわいづくり 毎日新聞西部本社事業部副部長 浅野翔太郎 氏 

第 14 回 食を活かしたにぎわいづくり 門司赤煉瓦倶楽部事務局長 竹中康二 氏 

第 15 回 MICE によるにぎわいづくり 北九州市 MICE 推進課 首藤亜希奈 氏 
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なお全 15 回中 2 回は同時双方向方式で開講し、受講者はリアルタイムで参加するか、

後でオンデマンド動画を視聴するか選択できる方式を用いた。 

 受講者からは「持続可能な社会の実現や北九州の町おこしに向けて様々な分野の方々が

積極的に取り組んでいることが分かりました」「自分の住む地域について考える時間が増

えました」等の意見が寄せられた。 

 

 

４．地域科目「地域と国際」 

【担当教員】 経済学部 教授 吉村 英俊 

【受講者数】 533 人（外国語学部、経済学部、文学部、法学部、地域創生学群） 

【授業概要】 

 企業は、人口の減少や市場の成熟により国内市場の成長が期待できない中、新たな市場

を求めて海外展開を進めている。また労働力人口が減少し、さらに高齢者が増加する中、

外国人労働者の受入れを余儀なくされている。さらにコロナの影響により急減したとはい

え、外国人観光客の誘致も積極的に行っている。一方、公的機関（市役所など）において

も、これまで培ってきた環境保全や上下水道などの技術・ノウハウを途上国に技術移転す

るなど、国際協力活動を積極的に行ない、それをもって都市の存在をアピールしている。 

こういった状況の中にあって、北九州地域の企業や公的機関がどのように取り組んでい

るのか、本授業では原則毎回、企業や公的機関から海外事業に携わっている担当者を招聘

して、海外事業の実状についてお話ししていただき、意見交換を行う。 

 

表 5 「地域と国際」授業テーマとゲストスピーカー（敬称略） 

回 授業テーマ ゲスト等 

1 オリエンテーション 北九州市立大学経済学部 吉村英俊 

2 多文化共生 北九州市企画調整局 清木咲帆氏 

3 国際協力活動―JICA 九州海外協力協会 丸田隆弘氏 

4 北九州市の水ビジネス 北九州市上下水道局 尾仲 舞氏 

5 北九州市の国際環境協力 北九州市環境局 半田鈴音氏 

6 ダイバーシティー経営 池田真佐博氏 

7 企業の海外展開支援―JETRO JETRO北九州貿易情報センター 菊地香穂氏 

8 本学の海外協力活動―カンボジア 北九州市立大学経済学部 吉村英俊 

9 漫画産業にかかる釜山市との都市間連携 九州産業大学経済学部 柳 永珍氏 

10 製造業の海外展開―ＴＯＴＯ 北九州産業学術推進機構 木村 潤氏 

11 製造業の海外展開―七尾製菓 七尾製菓 奥野豊正氏 

12 金融業の海外展開―山口フィナンシャルグループ 山口フィナンシャルグループ 石丸将伸氏 

13 小売業の海外展開―ウエスト・マネージメント ウエスト・マネージメント 光野和弘氏他 

14 北九州市のスタートアップ支援 北九州市産業経済局 谷本真一氏 

15 まとめ 北九州市立大学経済学部 吉村英俊 

 

 この授業の目的は、企業や行政機関の方に海外にかかわる活動の現状をお話ししていた

だき、海外にかかわる仕事をすることの魅力を伝え、その結果、一人でも多くの学生が海

- 165 -



外にかかわる仕事に興味を持ってもらうことである。また世の中が大きく変わろうとして

いる中において、いかに逞しく生きていくのか、その動機付けを図りたいと思っている。

これからの学生生活の中で、何をしなければいけないのか、考えるきっかけを付与するも

のである。 

【感想―受講生の声など】 

 コロナ禍の影響により遠隔授業であったものの、受講生においてはゲストスピーカーの

熱量を十分に受け、毎回提出するレポートには熱い想いがびっしりと書かれていた。その

中には地域の企業や公的機関の取組を初めて知り、こういった仕事がしてみたいという前

向きな意見が多くあった。またゲストスピーカーの生き方に触発され、いろいろなことに

チャレンジしたいという意見も多くみられた。 

これらの学生が学生生活の中でさまざまな経験をし、どのくらい逞しく成長するのか、

楽しみである。 

 

 

５．地域科目「北九州市の都市政策」 

【担当教員】地域戦略研究所 教授 内田 晃 

【受講者数】509 人（外国語学部、経済学部、文学部、法学部、地域創生学群） 

【授業概要】 

 本授業の目的は、北九州市の都市づくり、港湾、産業、保健福祉、環境などの施策に関

して、市が現在取り組んでいる政策を第一線でご活躍されている行政担当者から直接話を

聞くことによって、地域への愛着を深めるとともに、地域課題を考える力を身につけるこ

とである。今年度も昨年度に引き続き、音声入りのプレゼン資料を事前に頂く形で、オン

デマンド方式のメディア授業となった。各回のテーマ及び講師を表 6 に示す。 

 毎回の講義では各部署が取り組んでいる施策の背景や課題、方針などについてご説明頂

き、目玉となっているプロジェクトなどについても詳細なご紹介を頂いた。学生からは「北

九州市の課題が広範囲に及んでいて、それぞれに対応した施策について幅広く知ることが

できた」「市の職員がそれぞれの部署で詳細な施策を積極的に展開していることが分かり、

公務員として働くことに興味を持つことができた」「自分の出身地でもどのような都市政

策を検討しているのかが気になった」、「北九州市への愛着が益々高まった」など、建設的

な意見が多数あげられていた。 

また、各講義の最後には講師側が用意した質問に答えるレポートを提出してもらった。

設定した質問は、「もし自分が空き家を所有していたらどういった活用をしたいですか。周

辺環境や目的、提案理由など具体的に書いてください。」「仮にあなたがある公共施設の利

用者だったとして、その施設が廃止されることになった場合、どのような説明があれば理

解・納得できるでしょうか。」「みなさんが考える『分別が進む取組のアイデア』について、

自由に記入してください。」などで、提出されたすべてのレポートはコピーして各部署に後

日お送りした。「400 人以上の学生から貴重な意見を各部署で共有することができ、現代の
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若者がどのように考えているかが明らかになり大変有意義であった」との高い評価も頂い

た。 

 今年度も昨年度に引き続きオンデマンド方式のメディア授業であったが、例年の対面授

業よりも講師に対する質問は多く寄せられ、各講師からもそれに対する丁寧なご回答を頂

いた。また授業評価アンケートでも理解度や満足度は高かった。来年度もオンデマンド方

式での講義となることが確定しているが、動画でも学生が興味を持ってくれるようなテー

マ設定や、より効果的なフィードバックの方法を検討していくことなどが課題である。 

 

表 6 授業テーマとゲストスピーカー 
 授業テーマ 講師 

第 1 回 
ガイダンス／北九州市の都市
政策の歴史 

内田 晃 

第 2 回 
北九州市の都市計画とコンパ
クトなまちづくり 

上田玄志郎（建築都市局都市計画課計画調整係長） 

第 3 回 北九州市の都市交通政策 岡崎 光夫（建築都市局都市交通政策課企画調査係長） 
第 4 回 北九州市の空き家対策 崎田 禎之（建築都市局空き家活用推進室長） 

第 5 回 
公共施設マネジメントの取り
組み 

今村 兼之（企画調整局都市マネジメント政策課都市マネ
ジメント政策係長） 

第 6 回 
北九州市の道路整備について
～魅力的で持続可能なみちづ
くり～ 

柴田 雄史（建設局道路計画課計画係長） 

第 7 回 北九州市の港湾政策 一田 剛（港湾空港局計画課計画第一係長） 

第 8 回 
北九州市における自治会の役
割と現状／小倉南区北方校区
自治連合会の活動 

池上 和行（小倉南区役所コミュニティ支援課コミュニテ
ィ支援係長） 
毛利 隆一（北方市民センター館長） 

第 9 回 門司区のまちづくり 井上 雄仁（門司区役所総務企画課企画係長） 
第 10 回 地元就職 古川 洋平（産業経済局雇用政策課地元就職促進担当係長） 

第 11 回 
環境監視・自然共生・PCB 処理
／産業廃棄物の処理 

高橋 俊道（北九州市環境局環境監視課企画調整係長） 
三苫 洋介（環境局産業廃棄物対策課指導係長） 

第 12 回 ごみの適正処理／資源循環 
西岡 聡子（環境局循環社会推進課企画調整担当係長） 
濵邉 稔（環境局環境イノベーション支援課環境技術開発
担当係長） 

第 13 回 
北九州市の環境学習システム
と ESD の取組／北九州市の環
境国際協力・ビジネス 

稲田 佳代子（環境局環境学習課 ESD 推進係長） 
永江 好子（環境局環境国際戦略課企画調整係長） 

第 14 回 
北九州市のエネルギー政策／
北九州市の温暖化対策とグリ
ーン成長 

塩田 淳（環境局再生可能エネルギー導入推進課再生可能
エネルギー導入企画係長） 
小田 信介（環境局グリーン成長推進課グリーン成長政策
係長） 

第 15 回 期末レポートの説明 内田 晃 

敬称略。所属はすべて北九州市役所（部名は省略）。  

 

６．地域科目「まなびと企業研究Ⅰ」 

【担当教員】 地域戦略研究所 准教授 小林 敏樹 

【受講者数】 47 名（外国語学部、経済学部、文学部、法学部、地域創生学群） 

【授業概要】 

 2 年次・2 学期配当科目。北九州市の企業、団体について現状、課題、展望を認識、考察

し理解を深めることを狙いとする。本講義では、特に地域づくり、まちづくりといった分

野について事業や取り組みを行っている企業、団体に焦点をあてる。具体的な業界、分野

としては、「行政」、「経済、産業」、「交通」、「都市計画」、「まちづくり」、「医療」、「リノベ
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ーション」、「旅行」、「金融」、「広告」などである。身近な地域のまちづくりに関連した企

業や団体について学ぶことによって、身近な地域の課題やその解決策の理解やまちづくり

を自分事として捉えることにつながるだけでなく、働くことの価値、キャリア、幅広い視

点から社会動向や自らの将来のビジョンを考える契機になることも期待している。 

 講義内容としては、各回、さまざまな分野の方々に登壇いただき、企業、団体の紹介だ

けでなく、各分野の将来性、登壇者の経歴、仕事の面白さ、やりがい、大学時代に学んで

おいた方が良い（取り組んでおいた方が良い）と思われることについてご講演いただいた。

今年度はほとんどの講義を対面で行った。ご講演終了後、ネット上で無記名で行える質疑

応答ツールを活用して活発なやり取りが行われた。さらに、毎回講義終了後、各登壇者が

考えたレポート課題に取り組み、知識の定着、学びの深化が見られた。さらに今年度は、

フィールドワークも行った。具体的には、市内各所にある就職を支援するさまざまな施設

の見学を各自で行い、今後のライフイベントと働くことの関係性についても退館すること

ができたと考える。 

 

表 7 「まなびと企業研究Ⅰ」各回の講演テーマと登壇者 
 講義テーマ 登壇者 

1 回 オリエンテーション 小林 敏樹 

2 回 
社会福祉協議会  
－住民みんなの困りごとや願いを解決するために－ 

社会福祉法人 北九州市社会福祉協議会 
地域福祉部 小倉南区事務所  
大矢 剛 

3 回 
まちや人と向き合い未来へとつなぐ 
～北九州市役所の仕事～ 

北九州市 保健福祉局 総務部給付金
担当課長 大前 亜弥 

4 回 

1.アタマの体操 
2.今を生きよう コスパを考える 
3.北九州商工会議所とは 
4.仕事の考え方 
5.おわりに 

北九州商工会議所 中小企業振興課  
牛島 徹 

5 回 フィールドワーク － 

6 回 九州から元気を発信！－地域とともに－ 
九州旅客鉄道株式会社 執行役員 総合
企画本部 地域戦略部長   
上符 友則 

7 回 ローカル鉄道から見た地域（地方）創生 
平成筑豊鉄道株式会社 代表取締役社
長 河合 賢一 

8 回 地域における北九州空港 
北九州エアターミナル株式会社 総務
課 渡邉 和寿 

9 回 行動と解釈 
株式会社 北九州家守舎／九州産業大学
シニアインキュベーションマネージャ
ー 遠矢 弘毅 

10 回 
公立病院のあり方 
～広報担当から見た医療業界～ 

地方独立行政法人 北九州市立病院機構 
経営戦略課 小澤 崇 

11 回 非金融による地方創生の取組 
株式会社 YMFG ZONE プラニング 代表取
締役社長 藏重 嘉伸  

12 回 
福岡ひびき信用金庫 
まちづくりの取り組みについて 

福岡ひびき信用金庫 ソリューション
営業部 地域創生室 室長  
小茅 智弘 

13 回 
・企業概要 
・JTB での働き方 

株式会社 JTB 営業課  
髙本、中島 

14 回 福岡市・天神地区のまちづくり 
We Love 天神協議会 事務局長 荒牧 
天神明治通り街づくり協議会 事務局次
長 藏田 

15 回 広告とまちづくり 
株式会社 BBDO J WEST 北九州支店 営
業部 池内 道広 
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７．地域科目「まなびと企業研究Ⅱ」 

【担当教員】 地域戦略研究所 教授 見舘 好隆 

【受講者数】 12 名 

【授業概要】 

北九州市や下関市などの企業団体を題材に、代表的なキャリアに関する理論やモデルを

学び、大学時代の活動を、今後の就職活動を具体的にプランすることを目的にしている。

各回の授業のテーマは表 8 参照。 

具体的な授業内容は、以下のように、アクティブ・ラーニング形式で行った。 

① 授業の前半は、あらかじめ提示した課題について、提示された課題に対し、様々な

リソース（図書館やネット上の信頼できる情報、取材した生の声など）を用いて準

備した解決策をワークシートに記入し持参して、グループで発表する。 

② 授業の後半は教員が解説を行う。 

③ 授業終了時に、本日の学びは何か、それを自らの就職活動などにどう活かすかにつ

いてワークシートに記述して提出する。 

 

 特に工夫した点は、最終授業「企業団体研究成果発表会」の成果共有である。具体的に

は、履修者全員の成果を、履修者全員がそれぞれの就職活動に活用できるようにした。 

① フィールドワーク先のアポイントメントを取り、取材し、パワーポイントを作成し

て発表の準備を行う。コロナ禍のため、電話やオンラインでの取材も OK。 

② 最終日、教壇に立ってプレゼンテーションを行う。 

 

表 8 「まなびと企業研究Ⅱ」授業のテーマ 

1 全体ガイダンス   

2 振り返りの仕方 「モヤモヤする体験」を手掛かりに、学生時代の体験を振り返る。 

3 マインドセット あなたの思考は固定か成長か、エピソードを通して説明する。 

4 計画された偶発性 海鮮汁と珍味をゲットできた理由をもとに、就活に活かす方法を考える。 

5 企業団体研究事例①DX DX を導入してコロナ禍でも売上を UP している企業を探して説明する。 

6 インターンシップ対策（経験学習） 自らが成長できるインターンシップを探し、その理由を説明する。 

7 グリット（やり抜く力） コロナ禍でも屈せず、挑み、工夫して、やり遂げたことを説明する。 

8 企業団体研究事例②グリット 挫折を乗り越えて成長した企業を探して、説明する。 

9 オタクと心理的安全性 「内向的な人材」を活かす組織は心掛けていることは何か説明する。 

10 デザイン思考 デザイン思考を駆使して、就職活動をするにはどうすればいいか説明する。 

11 企業団体研究事例③VUCA VUCA に対応して成果を上げている企業を探して説明する。 

12 GD 対策（アイデアの作り方） 自分にとって、グループディスカッションで心掛けることは何か説明する。 

13 自己分析（アイデンティティ資本） 40 代の理想の自分から逆算して、今何をすべきか説明する。 

14 面接対策（インプロビゼーション） 自分にとって、面接で心掛けることは何か説明する。 

15 
最終プレゼンテーション 

（企業団体研究成果発表会） 

web サイトを読んでも得られない、取材したからこそわかった 

企業団体の魅力をパワーポイントを用いてプレゼンする。 
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本授業を通して学生の変化は最終レポートの課題１「過去の授業での学びを引用しなが

ら、現在における自らのキャリアに関する気付きを、自らの言葉で表現してください」で

読み取れる。具体例は以下（個人情報を排して、意図を変えずに筆者が加筆修正している）。  

 

⚫ インターンシップの探し方としてプロアクティブ行動とネットワーキング行動が

とれるインターンシップであるかということがあり、複雑で難しい課題を多大性

と挑める社員や職員、他大生との交流が多いインターンシップを探すことがよい

ということ、そのインターンシップの中で積極的に交流を深めていくことと、積

極的、何をするべきかを見据えて行動することが大切であることも学んだ。 

⚫ 志望企業の見つけ方は自分にとってその企業の理念が腑に落ちるか否かというこ

とと、3C フレームでその企業の強みを理解すること。求める人材は、企業サイト

の社員の言葉や採用方法を見てみることであることも学んだ。 

⚫ 面接の際にはネタを三つは持っていき、まず面接官にどのネタを聞きたいかを聞

いて話すというコツも学んだ。 

⚫ まず、自分にあった企業を見つける際、自分の得意なことや苦手なこと、心が動

かされるポイントを理解する必要があることを学びました。また、面接で生かさ

れることとして、挫折した経験とそこから得た学びから自分とはどういう人物な

のかを研究する必要があることも学びました。 

⚫ VUCA に対応そして成果を上げているか、内向的な人材を活かす取り組みを行っ

ているか、女性の雇用形態は整っているか、という点に着目して企業研究を行う

大切さを学びました。 

⚫ 面接について、PREP 法を使って分かりやすく話すこと、面接官に聞かれたこと

を具体的に答えること、身振り手振りを使ってわかりやすく説明することなど、

動画と、実際の見館先生の模擬面接から、面接の際に大事なことを学びました。 

 

 課題２「特に夏休みにおける本授業の学びを実践するプランを、具体的に記述してくだ

さい（インターンシップなど）」についても、本授業での学びをこれからのキャリア形成に

生かすプランを具体的に記述しており、受講者は授業目的を達成できたと考える。具体例

は以下（個人情報を排して、意図を変えずに筆者が加筆修正している）。 

 

⚫ この夏休みで最も簡単に越境学習ができるのはインターンです。自分は職種も業種

もまだ絞れていないので、広い範囲で数多くのインターンに参加したいと思います。

エントリーを 10 以上はしようと考えています。 

⚫ 一か月間地域ベンチャー留学に参加するので、そこでたくさん失敗して次に繋げる

行動を随時考える。検定試験にも合格したいので、9 月の半ばにある中国語の試験

のために 1 日 2 時間は毎日勉強する。 

⚫ 夏休み以降では以前とは違うまた新たな授業を取ったり、新たな知らない企業につ

いて知るきっかけになるイベントに参加したりする機会が絶対にある。そこで小さ

な偶然を見逃さずに仲間を増やしたり、就活の情報を交換し合ったりしようと考え

る。さらに、自分はどんなキャリアで働きたいのかをイベント参加を振り返りつつ

も小さな自分の気持ちや発見を見逃さずに見極めて満足のいく就活をする。 

⚫ 8 月に日本全国を歩いてみようと思う。見舘先生が越境学習の例としてあげていた

ように、自分の殻を破ってみたい。まずは宗像市内の家を出て京都駅までがゴール

にしようと思う。この歩いていく中でなるべく現地の人とコミュニケーションをと
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ろうと思う。アイデンティティとは対人関係と授業中に取り上げられていた。確か

に、人との関わり合いの中で自分と他者との違いは明確になってくるし、その違い

を受け入れどうにかしようとしていく中でアイデンティティは生まれるのであると

思った。そのため、積極的に道を聞いたりしてコミュニケーションをとってみよう

と思う。道中、つらいこともあるかもしれないが、この大学生活でなにか残したい

ので頑張ってみようと思う。 

⚫ 興味を持っていたブライダル業界の会社をいくつか研究する。高見ブライダルだけ

ではなく、アイケイケイなど、別のブライダル会社も研究し、自分に合った会社を

模索する。さらに、自己分析を行い、ブライダル業界以外の業界でも自分に合った

職種を分析する。 

⚫ 今の自分に必要な「挫折を乗り越えた自分の経験を整理しておくこと」と「気にな

る企業の細部まで調査すること」の 2 点から始めていきたい。具体的には、自分の

経験のなかでアルバイトのこと、劇場サポーターのこと、部活動での作品制作のこ

と、というようにいくつかの項目に分けて整理をし、受けたい企業の理念との共通

点や求められる人材にあわせて経験をピックアップできるようにしたい。(終盤の授

業で面接のときに先生が実演されたような感じで) 
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新旧中期計画の移行期を迎え--------------------------------------- 
 
第３期中期計画も終盤を迎え、地域戦略研究所も６年間の総括と第４期中期計画への展望を描く時期に

入ってまいりました。この６年間は、研究、教育、地域貢献に大きな前進を果たしました。2015 年には、
文部科学省の補助事業「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋事業）」の採択（事業名：「北
九州・下関まなびとぴあ」を核とした地方創生モデルの構築）を受けるとともに、事業推進のため、都市
政策研究所から 「地域戦略研究所」 に改組することとなり、従来の調査研究活動に加えて、人材の地元
定着を促進するために、本学カリキュラムにおける地域科目を担当する教育活動等も推進しました。 
事業終了後も基盤教育科目において、１２科目の地域科目を継続し、外部講師を多数招きながら、地域

社会と大学をつなぐ役割を果たしております。教育の中に実践性を取り入れる機能を今後も継続してまい
ります。 
地域研は2020年からアジア文化社会研究センターの事業を継承するとともにSDGsに関わる研究や企

業支援を行う機能を追加するなどの再編を行いました。「地域社会部門」、「SDGs 推進部門」、「アジア地
域連携部門」の 3 部門体制のもと、各種調査研究や人材育成、情報提供等に取り組んでいます。北九州地
域を主としながら地域課題に関する諸問題やアジア地域について調査研究を行うとともに、様々な提言を
行いながら地域社会の発展に寄与する体制を整えました。地域社会部門では地域課題研究報告会をコロナ
禍の中、ウェブや対面で実施し、今年度はマスコミにおいてもその様子が紹介されました。SDGｓ推進部
門では学内の SDGｓに係る取組を集約・整理しながら、他部局と連携して研究、啓発、人材育成を推進
しております。アジア地域連携部門では釡山大学社会科学研究院と国際交流協定を果たすとともに、仁川
研究院とも研究交流協定のもと研究会を開催し、海外共同研究のネットワーク構築をはかりました。 
本学の設置者である北九州市は「SDGs 未来都市」及び「自治体 SDGs モデル事業」に選定され、北九

州市 SDGs 未来都市計画を策定しております。本研究所においてもこれを地域課題の 1 つとして受け止
め、SDGs の推進に向けた調査研究や企業支援、地域に関わる人材の育成を行うことにより、地域の発展
に寄与する活動を行ってまいります。次期中期計画においては、本学環境技術研究所と協力関係を深めな
がら、低炭素エネルギーの振興や環境産業の活性化およびその社会実装を推進するように活動してまいり
ます。 

地域戦略研究所 所長：柳井雅人 
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2 北九州市立大学 地域戦略研究所 NewsLetter  2022 年 7 月号

災害時における自転車の活用に関する研究
（地域戦略研究所教授：内田晃）

本研究は、災害時の自転車活用を前提として、必要な対応や提案可能な施策について検討するとともに、大阪府堺市で
開発中の災害対応用自転車の特徴を捉え、北九州市で活用するための条件整理を目的とするものである。
まず国や地方公共団体で策定されている自転車活用推進計画を対象として、災害時の活用の観点からその特徴について

整理した。活用目的は被災状況の把握、住民避難、避難所での移動手段など様々であり、公共施設等への自転車の配備、
自転車販売団体との連携協定による災害時の車両提供など具体的な施策や措置を提案している自治体も、特に南海トラフ
地震の影響が大きい太平洋沿岸の自治体で多く提案がされていた。一方で、計画に盛り込まれている記載は「災害時の活
用を検討する」というような曖昧な記述にとどまっている自治体も多く、予測不可能な大規模災害に対して喫緊の対応が
求められる。
次いで堺市で開発中の災害支援用自転車について、その製作背景や課題などについて現地調査を行った。電動アシスト

機能が付いたコンパクトなデザインに仕上がっており、災害時に様々なシーンで活用されることが想定される。今後災害
が発生した全国の被災地に赴き、実際の利用を通じて様々な課題が抽出され、さらに改良が進んでいくことが予想される。
将来的に実用化され、多くの自治体で普及が進み、災害時に多くの市民を救うことができることを期待したい。
ここ数十年大規模災害が発生しておらず、本格的な避難所の運営も経験していない北九州市においても、普段からの備

えや訓練は必要であり、災害時に向けた備えは喫緊の課題である。ノーパンクタイヤの地域拠点への配備、地域主体によ
る自転車を活用した避難訓練など地域主体の取り組み、さらには、災害時にシェアサイクルや放置自転車を転用できる体
制や地形や災害想定などの特性に適合した災害用自転車の開発体制を整えていく事も課題として指摘した。

北九州市における SDGs に関する取り組みについての認知度の変化
（地域戦略研究所准教授：小林敏樹・地域戦略研究所教授：片岡寛之）

過去 2回実施した北九州市における SDGsに関するの認知度のアンケート調査をもとに、SDGsの認知度や北九州市で行
われている SDGsに関連した取り組みの認知度、SDGsに対する考え方の変化を把握、分析および考察を行った。 

SDGsという言葉の認知度は全体的に上がっており、なかでも学生や女性の認知度上昇が顕著である。また公務員や会社
など組織に所属する方の認知度が高い。一方で、30～40 代および高齢者層、組織に所属するケースが少ない職業の方の認
知度の低さが課題である。次に、SDGs の意味の認知度も全体的に上がっており、年齢別では 10 代の認知度が特に高く、
職業別では公務員や経営者層、学生の認知度が高い。今後の更なる認知度向上のためには、年齢や職業を意識した上での
メディアの積極的な活用が求められる。17の目標の認知度は、「ジェンダー平等を実現しよう」が特に増加している。年齢
別では若者や高齢者の認知度は高いが、20代後半～40代前半の認知目標数が少ない傾向が強まっている点が課題である。 
地域や勤務先等での取り組み状況や認知度の変化については、町内会等における取り組みの認知度は極端に低いままで

あるが、認知度は若干上昇している。また、勤務先等での実施状況は、分からないというケースが半数近くを占めている
が、実施もしくは検討中という回答が増えており、具体的取り組み内容については、経営理念等に SDGs を実装している
ケースが増えていた。これらのことから、地域での SDGs に関する取り組みの認知度や実施状況は本格的な普及段階には
至っていないが、企業や学校等では具体的な実施段階へ移行し始めているといえる。

SDGs に対する考え方の変化については、全体的には SDGs の重要性を理解し、考え方に共感する人が増加傾向にあり、
年齢別では 20代以下の若い世代におけるポジティブな意識への変化が顕著であること、職業別では学生におけるポジティ
ブな意識の変化が目立っていることなどが分かった。また、アクション意向の変化については、日常生活における購買行
動の面で全体的にポジティブな変化がみられ、年齢別では 30代以下の世代において、職業別では経営者層において肯定的
な反応が増加している。 
以上から、SDGsを前提とした社会の捉え方が若い世代全体の意識として定着しつつあり、経営者の意向が今後の人材獲

得に影響することが予想される。また、企業等では理解ある経営者層のもとで取り組みを進めながら、社員レベルで意識
啓発を図っていくことが求められる。 

 【特集】第６回「地域戦略研究所報告会」の概要報告
2022 年 6 月 3 日(金)に第 6 回研究報告会を西日本総合展示場新館（AIM ビル）３階 314-315 会議室で開催いたしま

した。報告会では、2021 年度に実施した 5 つの調査研究について、６名の研究者が報告をおこないました。当日は、本
学の教職員をはじめ本研究所の研究に関心を持ってくださった多方面の方々がご参加くださいました。ご参加くださった
皆様、誠にありがとうございました。
第 6 回研究報告会の 5 つのテーマ、報告概要は以下のとおりです。なお、調査結果の詳細については、地域戦略研究所

年報（第 2 号）に掲載しておりますので、ぜひご覧ください。（以下の写真は所長挨拶および報告の模様）
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障害児者への意思決定支援にかかる家族の認識  ‒北九州地域を対象として
（地域戦略研究所教授：深谷裕）

障害者権利条約批准を機に国内では、障害者に対する意思決定支援がこれまで以上に重視されるようになっている。本
調査では、障害のある人に対する家族のかかわり方や、支援者によるかかわりに対する家族の認識を「意思決定支援」に
照らして検討した。
障害者家族を対象に、質問紙によるアンケート調査（回答者 71 名）と、グループインタビューによる聞き取り調査（5

団体：45 名参加）を実施した結果、次のようなことが明らかになった。
まず、親は家庭において本人が幼少の頃から道具を使ったり、聞き方やタイミングを工夫しつつ、意思表明を促す取り

組みを行なっていることが明らかになった。とはいえ、支援が豊富にある環境でのかかわりではなく、また将来の見通し
も立てにくいことから、複数の葛藤（例：意思形成・表明の理想／障害特性ゆえの難しさ、自己決定・意思尊重／本人の
長期的利益など）を抱えていた。
支援者による意思決定支援の取り組みに対して、家族は大きな不満は抱いていないことも明らかになった。意思決定支

援は複数のステークホルダーによる協働作業であるため、信頼関係が不可欠である。この意味で、今回の回答者が支援者
に対して一定程度信頼を置いていることが推察される。
しかし、支援者による力量の差、個別支援計画の課題、相談支援専門員のあり方（多機関での情報共有の課題）等、研

修や制度の見直しを通して改善すべき課題があることも示唆された。また、地域全体へのアプローチが必要な課題も見出
された。（例：視覚支援の充実、さまざまな障害により特別なニーズのある方向けの旅行プランを考案したり、感覚過敏の
ある方が安心して商業施設を利用できる時間枠を設定するなど、民間ベースでの取り組み）。今後は、福祉関係者が障害者
に対する地域社会の認識を変えるための働きかけを積極的に行うことが求められる。

新しい外国人労働者の活用モデルの模索(その３) -福岡県北九州市で活躍する技能実習生等外国人労働者の質的調査-
（地域戦略研究所教授：見舘好隆）

本研究の目的は、大学生が外国人労働者と交流することで、双方のキャリア形成に資する学習環境を生み出すことの模
索である。問題の背景として、まず日本で働く外国人労働者（特に技能実習生）について、主に一次産業や中小企業にお
ける「安価な労働力」としての酷使、いわゆる労働関連法規違反が報じられている。また大学生においても、2019 年 12
月初旬よりコロナ禍により海外で異文化を体験する機会をほとんど失っている。
以上の二つの問題を解決する研究方法として、株式会社中園（なかぞの）に勤務する外国人労働者 11 名に対してイン

タビューを行い M-GT A を援用して分析をした。同社を選んだ理由は、技能能実習生を安価で短期な労働力としてでは
なく、昇給および賞与、新築の社宅を付与して「特定技能」への切り替えを前提とした日本人同等の長期雇用を行い、さ
らに監理団体に依存せず、技能実習生の日常生活までサポートする外国人をも雇用しており、研究対象としてふさわしい
と考えた。

分析の結果、ストーリーラインは、スキル獲得と貯金、日本文化、口コミや、社長や社員の印象、親近感を動機に、ス
キル向上と上司や同僚、報酬と福利厚生を働きがいとして、今後については日本・母国でのキャリア形成、特にほとんど
が同社で継続して働くプランを持っていた。また、彼らのキャリア形成を阻害する要因は無く、より豊かにするために日
本語や日本文化を学ぶ機会があり、大学生との交流の可能性については「日本語教育」と「文化交流」が挙げられた。
今後の研究計画は、日本各地において技能実習生と地域の若者が連携して行っている「日本語教育」と「文化交流」に

関する現場を参与観察しつつ、本学の地域共生教育センター等と連携して中園と本学の学生が交流する企画を実践したい。 

コロナ禍２年目におけるスポーツに対する北九州市民意識の変化
（地域戦略研究所教授：南博）

北九州市においてもコロナ禍で「みるスポーツ」に様々な影響があったと予想される。一方、2021 世界体操・新体操選
手権北九州大会が有観客で開催される等、コロナ禍 2 年目においてスポーツを取り巻く環境にプラス面の変化が出てきて
いる可能性ある。ただし 2022年はＪリーグ・ギラヴァンツ北九州がＪ３に再降格して開幕を迎える等、コロナ禍以外の状
況変化も生じている。 
地域課題研究では 2010 年度以降のほぼ毎年 2・3 月に北九州市民を対象として「みるスポーツ」に関する市民意識調査

を実施してきた。2021 年度においてもコロナ禍 2 年目におけるスポーツに対する市民意識の変化等を把握することを目的
とし、2022 年 3 月初旬に調査を実施した。手法は 18 歳以上の市民を対象としたインターネット調査であり、有効回収は
1,035であった。 
スポーツ以外でも多様な活用が進みつつあるミクニワールドスタジアム北九州については、来場意向のある市民が年々

増加しているが、コロナの影響で利用を控える傾向があることが明らかとなった。2022 年からＪ３に再降格したギラヴァ
ンツを応援する市民は前年より減少したが、前回Ｊ３降格時より前年（Ｊ２所属時）からの減少は小幅になっており、応
援者維持という点では降格の影響を最小限に抑えている。ただし今後の観戦意向について観戦意向のない市民が半数を占
め、ウィズコロナの状況に応じた地域貢献活動や普及活動等を通じ幅広い市民への PRが引き続き課題となっている。
北九州市等で活動している主なスポーツチームの認知・観戦状況はコロナ禍においても年々上昇しており、現地観戦が

難しい状況下においてもスポーツへの市民理解は促進されている。チームによる普及・広報活動に加え、行政やスポンサ
ー、サポーターによって様々な支援活動が行われ認知度が上昇している可能性がある。 

2020年 1月以降のスポーツに関する行動変化をみると「スポーツをグラウンドや体育館、スタジアムなどで“みる”こと」
は 35%が減少と答えている。コロナ禍の閉塞的な社会状況であるからこそ、スポーツによる地域社会・経済の活性化が求
められおり、各スポーツチームや行政、企業・団体、市民一人ひとりが協働してスポーツの持つ力の発揮に取り組んでい
くことが重要と考えられる。 
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北九州市立大学地域戦略研究所 2022年度の体制 
2022 年 7 ⽉ 1 ⽇現在	 	

部門等 氏名 専門分野等（括弧内は兼任所員の所属学部等） 

所長 柳井 雅人 経済地理学、企業立地論 （副学長、経済学部） 

副所長 兼 
部門長 南 博 都市政策、地域活性化 

所員 内田 晃 都市計画、都市設計、住宅計画 

所員 小林 敏樹 都市計画、まちづくり、エリアマネジメント 

所員 見舘 好隆 若年者のキャリア形成支援 

兼任所員 浦野 恭平 経営戦略論 （経済学部） 

地域社会部門 

兼任所員 坂本 毅啓 社会福祉学、社会保障、福祉教育 （基盤教育センター） 

SDGs 推進部門 部門長 松永 裕己 環境ビジネス、ソーシャルビジネス 
（大学院マネジメント研究科） 

所員 片岡 寛之 都市解析、リノベーションまちづくり 

所員 深谷 裕 ソーシャルワーク、司法福祉、精神保健福祉 

兼任所員 石川 敬之 経営学、組織行動論（地域共生教育センター） 

兼任所員 大平 剛 国際政治学、国際開発協力論（外国語学部） 

調査研究 
事業部 

兼任所員 中武 繁寿 VLSI 物理設計 （環境技術研究所長、国際環境工学部） 

兼任所員 牛房 義明 環境経済学、エネルギー経済学、行動経済学、応用ミクロ
計量経済学、機械学習 （経済学部） 

(兼任所員) (松永 裕己) 環境ビジネス、ソーシャルビジネス 
（大学院マネジメント研究科） 

 

企業支援 
事業部 

兼任所員 眞鍋 和博 教育社会学 （基盤教育センター） 

部門長 八百 啓介 文化交流史 （社会システム研究科長、文学部） 

兼任所員 吉村 英俊 地域産業政策、中小企業経営、新興国の産業人材育成  
(経済学部) 

兼任所員 王 効平 アジア経営論 （大学院マネジメント研究科） 

兼任所員 中野 博文 政治学、アメリカ政治 （外国語学部） 

アジア地域連携 
部門 

特任教員 李 錦東 アジア経済、社会経済農学、地域活性化、日韓交流活動 
 

事務局 北九州市立大学事務局 地域連携課 研究支援係 

 
※地域戦略研究所は、北九州市立大学の北方キャンパス３号館１階に、 
事務室、会議室、資料室等があります。 

  〒802-8577 北九州市小倉南区北方 4-2-1 
  TEL：093-964-4302／Fax：093-964-4300 
  Email： chiikiken@kitakyu-u.ac.jp 
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中華ビジネス研究センターとの合同セミナー開催報告         
 

2022 年 11 月 26 日（土）に地域戦略研究所アジア地域連携部門と中華ビジネス研究センターは、旧

アジア文化社会研究センター時代から通算 5 回目となる合同セミナーを開催いたしました。 

今回は「ポストコロナにおける地域創生～スポーツビジネス創出の経験を踏まえて～」をテーマと

し、会場となった本学厚生会館フランキー・ウーアジア国際交流ホールには 35 名の参加者にお越し

いただきました。 

当日は、主催者代表として、八百啓介（文学部教授・地域戦略研究所アジア地域連携部門長）なら

びに工藤一成（マネジメント研究科教授・同研究科長）による挨拶のあと、 阿川裕 氏（元イオン株

式会社中国本社副総裁・イオンリテール株式会社スポージアム部長）によるご講演をいただきました。

講演後は、坂本毅啓（基盤教育センター准教授・地域戦略研究所兼任所員）がコメントを寄せ、参加

者を交えた質疑応答が行われました。閉会には、王効平（マネジメント研究科教授・中華ビジネス研

究センター長）による挨拶でセミナーを締めくくりました。 

講演では、国内外の事業開拓で手腕を振るわれた阿川氏の豊富なビジネス経験をもとに、日本帰国

後に起業した新規スポーツビジネスの失敗から学んだこと、その後の再チャレンジで「徹底した市場

調査」や「伸びている企業の徹底調査」を行い事業成功に導いたこと、コロナ禍などの環境の変化に

応じた事業の再構築や今後の事業展開の課題等についてお話がありました。まとめでは、「地域創生

もグローバルな視点で。アジアとどう繋ぐかも大事」「若い人にはグローバルに通用する人材になっ

てほしい。日本人の『勤勉』『誠実』『謙虚』『倫理観の高さ』は有力な武器になる。」などの言葉が送

られました。 

講演後のコメントでは、坂本准教授から、

講演内容と社会福祉学との共通点が示され、

地域創生においては『やりたいことではなく

求められていること』が必要であることなど

が述べられました。続いてコメンテーターの

進行で行われた質疑応答では、アジアをはじ

めとする海外でのビジネス展開に関する質問

などが次々に寄せられ、阿川氏からはそれぞ

れの質問に対する丁寧な回答をいただきまし

た。 

阿川氏の熱のこもったお話に参加者一同、

最後まで聞き入ったセミナーとなりました。                       

 

（写真：セミナーの様子） 
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仁川研究院との研究発表会開催報告                 
 

2022 年 12 月 9 日（金）に第 15 回北九州市立大学・仁川研究院共同研究発表会をオンラインで開催しま

した。本学からは柳井雅人（本学副学長・地域戦略研究所長）以下 14 名が参加し、仁川研究院からは李

鎔植（仁川研究院 院長）以下 9 名が参加しました。「コミュニティ」を共通テーマに、本学からは深谷裕

（地域戦略研究所教授）と李錦東（地域戦略研究所特任准教授）が、仁川研究院からは金晶旭（ソウル市

立大学校 都市行政学科敎授）と閔赫基（都市基盤研究部研究委員）がそれぞれ研究報告しました。 

 

深谷教授は、「依存症回復者のコミュニティへの包摂」と題して研究成果を報告しました。報告では多

様な依存症に対して国内で近年とられている政策動向を紹介しました。その上で、薬物依存問題に焦点を

当て、回復に重要な役割を果たす当事者組織とコミュニティとの関りについて、当事者組織への聞き取り

調査をもとに分析を行いました。ここ数年、福祉関連施設の建設を巡り住民の反対運動が各地で起きてい

ます。このような施設コンフリクトの要因は、施設利用者に対する地域住民の知識不足や偏見だけではな

く、それぞれの地域に付随した固有の問題や初期対応の誤りにもあることがわかっています。聞き取りを

した当事者組織の人々は、地域との良好な関係性を維

持・発展させるべく、日常から挨拶や清掃活動に積極的

に関わっていました。これらの活動は「迷惑をかけた分

恩返しをしたい」「地域住民として当然のこと」として行

われている場合もあります。また、非当事者である支援

者のネットワークも重要な役割を果たしていました。施

設コンフリクトは事前に対策をとることが困難なことも

あります。しかし、日常的な地道な活動の継続や多様な

人々の協力は、コンフリクトの防止や早期解決を図る上

で有効に機能することが示唆されました。 

（写真：深谷教授による発表の様子） 

 

李特任准教授は、「超高齢社会縮減都市におけるコミュニティオーガナイズ－北九州市の生涯現役夢追

塾を事例に－」として題して研究成果を報告しました。報告では、超高齢社会縮減都市では、生活圏のコ

ミュニティは地域を機能させるために一層重要となってきますが、今日既存の地域コミュニティは、加入

率の低下などにより弱体化が進んできることを指摘しました。その後、北九州市において高齢者のコミュ

ニティオーガナイズの役割を果たしている「生涯現役夢追

塾」を事例に、分析を行いました。夢追塾は、2006 年に

団塊世代の定年に備えた対策として開塾し、2022 年 3 月

まで 521 人の卒塾生を送り出しました。卒塾生は、塾で経

験した「仲間づくり及び組織運営、コーディネーターの役

割など」を活かし、多様なコミュニティを作り、地域の課

題解決にむけて活動をしています。その一部の 14 団体の

事例をまとめ、その活動の現状や、夢追塾の成果や残され

ている課題等を踏まえ、いくつかの提言をしました。 

（写真：李特任准教授による発表の様子） 

 

最後に、今後に向けた実務会議が行われ、次年度の研究テーマに関する意見交換の結果、引き続きコミ

ュニティをテーマとして、さらに発展させた研究を進めるという方向性が示されました。 
                                                

※北九州市立大学北方キャンパス３号館１階に、地域戦略研究所の事務室、会議室、 

資料室等がございます。 

 〒802-8577 北九州市小倉南区北方 4-2-1  

TEL：093-964-4302  FAX：093-964-4300  Email：chiikiken@kitakyu-u.ac.jp 
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